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１．まえがき 

 

先般の山陽新幹線福岡トンネルのコンクリート片は

く落事故をはじめ、相次いだトンネル覆工コンクリー

ト片はく落事故以来、改めてコンクリート構造物の安

全性がクローズアップされ、トンネル覆工の品質や維

持管理の重要性が広く認識されるようになっている。 

NATM で施工された山岳トンネルは、構造上支保工

と覆工により構成される。支保工は、鋼製支保工、吹

付けコンクリート、ロックボルト、あるいはその他の

補強材により構成されトンネル周辺地山の安定を確保

し、変形を抑制する機能を有する。一般的に、覆工に

は力学的機能は要求されず、供用上必要な機能と支保

工の品質の不均一性や経時劣化、地山性状のばらつき

や経時劣化、緩みなど将来問題が生じるかもしれない

不確定要素に対する安全率増加として施工されている。 

現在のトンネル覆工は、大型の移動式セントルを用

いた現場打ちコンクリートによる覆工（以下、「標準

覆工」）が一般的である。このような従来式の覆工コ

ンクリート打設方法では、その施工上あるいは工程上

の制約から、コールドジョイントやひび割れ等の発生

による品質低下を招くことが懸念されている。 

 山岳トンネル用のプレキャストライニング版は、製

造工場の優れた品質管理のもとで製造され、品質が安

定し高品質であることが最大の特長といえるが、高価

であるという側面を持ち合わしている。プレキャスト

ライニング版による覆工の現状は、覆工修繕や断面拡

幅などの改築を目的としたリニューアル工事がほとん

どであり、新設トンネルでの採用事例は極めて少ない。 

一方、国際化や構造の多様化への対応、新技術の活

用、維持管理や耐久性の重視、コスト削減が叫ばれる

現在の社会情勢のなか、設計の自由度が高まる性能規

定化は避けてとおれない時代の流れとなりつつある。 

こうした背景を踏まえ、本研究課題では、既存のト

ンネル設計法にとらわれることなく、将来の性能規定

化を視野に入れ、新設トンネルにおける従来式の現場

打ちコンクリート覆工に代わる薄肉プレキャスト版に

よる覆工方法（以下、「プレキャスト覆工」）の提案を

目的とし、コストを含めた調査・研究を行った。本報

では、その概要を報告する。 

 

２．プレキャスト覆工の位置付け 

 

将来、設計の性能規定化が進めば、支保工は永久構

造物としての機能が加味され、錆びないロックボルト

や高品質吹付けコンクリートを使用したシングルシェ

ル構造のトンネルも施工されるようになると推測され

る。こうしたトンネルの覆工には、安全率増加機能は

求められず、例えば化粧といった供用上必要な機能の

みが求められる。また、プレキャスト覆工には、高品

質な覆工の実現や覆工厚低減による掘削断面積の低減

なども期待できる。今後の性能規定化を睨んだ将来技

術として、プレキャスト覆工は有効な覆工方法の一つ

であるといえる（図－１参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－１ プレキャスト覆工の位置付け 
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３．基本方針・前提条件 

 

研究するプレキャスト覆工は、現状の標準覆工の考

え方に従い、道路トンネルや鉄道トンネルで採用され

ている厚さ30 cmの無筋覆工コンクリートと同等の耐

荷力を有し、コスト的には同等に近いレベルで、各種

機関の技術基準にできるだけ対応可能な構造・施工方

法を目標とした。 

 また、一般的に工場製造のプレキャスト製品は優れ

た品質管理体制で製造され、品質が安定し高品質であ

ることが最大の特長といえるが、高価であるという側

面をもっていることから、本研究ではプレキャスト覆

工のコストダウンに重点をおき、下記の４項目により

コストダウンを図ることを特徴としている。 

 ① プレキャスト版を現場作業員が現場で製造する

ことにより、管理費および運搬費を削減する 

 ② プレキャスト版の厚さを薄くすることで、材料

費を低減するとともに軽量化を図る 

 ③ 継手構造、固定方法などを単純な構造とするこ

とで、現場製造をできるだけ容易にするととも

に、施工性の向上を図る 

 ④ 効率的な組立方法を考案することで、工期短縮

を図る 

 ただし、現場でのプレキャスト版の製造、養生、ス

トックに要する必要スペースの確保が可能であること

を前提条件とする。 

 

４．工法の概要 

 

ケーススタディーとして、図－２に示すトンネル断

面を想定し、はりばねモデルを用いた骨組構造解析に

よる応力度照査を行い、プレキャスト版の構造等、覆

工構造および施工方法を検討した。 

4.1 ケーススタディー用想定トンネル諸元 

（1）地 山：中・硬岩 

（日本道路公団地山等級：B、CⅠ程度） 

（2）断面形状：2車線道路トンネル（3種4級） 

（3）覆工巻厚（標準覆工）：30 cm 

（4）覆工コンクリート（標準覆工）の 

設計基準強度：18 N/mm2（無筋コンクリート） 

（5）トンネル延長：250 m、500 m、1,000 m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 プレキャスト覆工構造の検討 

プレキャスト覆工の構造検討は、はりばねモデルに

よる骨組構造解析を行い、以下のステップで行った。

表－１に解析諸元、図－３に検討フロー、図－４に解

析モデル、表－２に解析に用いた各定数を示す。 

（1）想定トンネルにおける標準覆工が耐え得る天端

荷重：Pの計算 

（2）求めた天端荷重：Pに耐え得るRC構造の検討 

（3）組立完了時における検討（自重のみ考慮） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－３ 検討フロー 

表－１ 解析諸元 

項　　目 内　　容

解析手法 骨組構造解析

モデル はりばねモデル

覆工コンクリート自重

鉛直荷重

水平荷重

その他

・吹付けコンクリートは無視して、覆工
の応力状態のみによる検討
・覆工コンクリートの打設長をL＝10.5m
に設定

作用荷重

図－２ 想定トンネル断面（標準覆工） 
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図－５ プレキャスト覆工 構造例 

（4）裏込め注入時における検討（自重および注入圧

を考慮） 

（5）プレキャスト覆工完成時における検討（自重お

よび土圧を考慮） 

（6）運搬時、仮置き時、組立時における検討（部材

分割仕様、支持点箇所の検討） 

（7）継手構造の検討 

（8）裏込め注入材の検討 

4.3 プレキャスト覆工構造の提案 

提案するプレキャスト覆工は、施工性から現場打ち

の基礎コンクリート（厚さ 20 cm）を施工し、その上

にプレキャスト版を組立て、組立後プレキャスト版背

面に裏込め注入を行い覆工を構築する方法である。 

ａ．分割数 

分割数および継手位置等については、以下の点を考

慮して１断面３分割とした。 

① 想定トンネル断面において、数値解析から応力

的に最も有利な箇所（両肩部）に継手（剛結）

を設置 

② 仮置き時、運搬時、組立時における支持箇所 

③ 施工性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５にプレキャスト覆工の構造例を、図－６に天

端ピースの構造例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 解析モデル 

表－２ 解析に用いた定数 

数　　　値

設計基準強度 　18N/mm2

弾性係数 　2.4×10
7
kN/m

2

許容応力度（圧縮） 　5,880kN/m
2
（60kgf/cm

2
）

許容応力度（引張） 　294kN/m
2
（3kgf/cm

2
）

単位体積重量 　2.5t/m
3

ポアソン比 　0.25

　1.96×10
6
kN/m

2

　（20,000kgf/cm
2
）

項　　　目

コンクリート

岩　　盤 弾性係数
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ｂ．プレキャスト版の構造 

上記の各検討結果を総合的に判断し、最も経済的な

構造を決定した。 

1ピースの大きさ： 

（天端）幅1,200mm×長さ7,431mm×厚さ100mm 

（側部）幅1,200mm×長さ7,310mm×厚さ100mm 

設計基準強度：40N/mm2 

RC構造：D13@250（シングルで中央に配置） 

ｃ．プレキャスト版固定方法 

ピース間継手は、鉄筋フレア溶接継手とし、「鉄筋

フレア溶接継手設計施工指針：（財）鉄道総合技術研

究所」に準ずるものとする。継手部の断面欠損部は、

プレキャスト版と同等の強度を有するモルタル充填に

より対応する。 

リング間（トンネル軸方向）継手は、軸方向挿入ピ

ン継手とする。 

基礎コンクリートとの接合方法は、アンカー鉄筋と

L 型固定金具の組合せとした。この固定構造は、プレ

キャスト版設置時の方向修正等をし易くするために、

可動自由度を高くし、施工性の向上を図っている（特

許出願中）。 

裏込め注入材は、現場製造の通常モルタルに凝結促

進剤を添加したものを使用し、強度は 20～30 N/mm2

とする。 

4.4 プレキャスト版の現場製造 

原則として吹付けコンクリート用のバッチャープラ

ントを使用し、セメントは普通ポルトランドセメント

を使用、粗骨材最大寸法は15 mmとする。必要に応じ

AE 減水剤を使用する。脱型はコンクリート打設後 24

時間とし、蒸気養生設備（簡易養生小屋）を備えるも

のとする。工程の関係から、吹付けコンクリート用の

バッチャープラント設置前から、プレキャスト版の製

造が必要な場合は、購入コンクリートを使用する。 

想定トンネルにおいて必要な製造・養生スペースお

よびストックスペースは以下のとおりである。図－７

に現場製造の概念図を示す。 

ａ．製造・養生スペース 

型枠設置方法を縦置き（２リング：６ピース）と

し、製造速度は1日当たり２リング分（６ピース）と

すると、１ピース当たりの縦置き面積は 2 m×10 m＝

図－６ 天端ピース 構造例 
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20 m2 であり、製造・養生に必要なスペースは 360 m2

となる。 

ｂ．ストックスペース 

横置き６段重ねでストックしたとすると、６ピース

当たりの必要面積は 2 m×10 m＝20 m2 である。縦置

き６ピース並列でストックしたとしても、必要面積は

同じである。 

 プレキャスト版製造開始時期とトンネル延長の条件

によりストックスペースは変化する。今回の設定条件

は、準備期間３ヶ月でバッチャープラントを組立、さ

らに２ヶ月後切羽が150 m進捗した段階でプレキャス

ト覆工組立開始とした。トンネル延長別に必要スペー

スを以下に示す。 

トンネル延長：L＝  250m 1,620m2（126リング分） 

トンネル延長：L＝  500m 2,860m2（250リング分） 

トンネル延長：L＝1,000m 5,360m2（500リング分） 

4.5 プレキャスト覆工施工方法の検討・提案 

ａ．施工方法の特徴 

既設の山岳トンネルの改修、拡幅等のリニューアル

工事にプレキャスト版が用いられる事例が見られるが、

プレキャストコンクリートライニング工法等では、厚

さは20 cm 以上あり、1 ピースづつ直接フォークリフ

トやクレーンで組立てている。このような方法では、

コストも高く、作業効率も悪いため、新設のトンネル

工事には採用されにくい。コストダウンと作業性向上

（効率化）を主眼に施工方法を考案した（特許出願

中）。以下に本施工方法の特徴を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① プレキャスト版が薄いので、運搬時や組立時の

欠けや割れを防ぐために専用の運搬組立台車と

運搬組立用補助枠（図－８）を使用する 

② １リング３分割のプレキャスト版を、各々の分

割ピース毎に５リング分を坑外で連結して組立、

運搬組立用補助枠に固定し、運搬組立台車で坑

内に運搬し、一度に５リング分を組立てること

で作業効率の向上と組立精度の向上を図る 

③ プレキャスト版背面の裏込め充填注入時は、プ

レキャスト版に圧力が作用する。注入材が硬化

するまでは、運搬組立用補助枠をアーチ状の支

保工として残置し、アーチ効果により注入圧に

耐えさせる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 現場製造の概念図 

図－８ プレキャスト版運搬組立補助枠 
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ｂ．施工手順 

図－９に、プレキャスト版と運搬組立用補助枠の接

合一体化からプレキャスト版背面裏込め充填注入後の

養生までの作業手順を示す。 

手順１：上部、左側部、右側部の３ピースに分割さ

れたプレキャスト版を各々の部分ピース

毎に５リング分を坑外で連結して組立、

運搬組立用補助枠を取り付ける。 

手順２：プレキャスト版を取り付けた運搬組立用補

助枠を専用の運搬組立台車に固定する。 

手順３：運搬組立台車でプレキャスト版を坑内の設

置箇所に運搬する。 

手順４：一度に５リング（６m）分のプレキャスト

版を組立、組立完了後にプレキャスト版

背面に裏込め充填注入をする。 

手順５：この状態で裏込め注入養生し、養生後に運

搬組立用補助枠をプレキャスト版から外

して覆工を完了する。 

4.6 施工コスト 

ケーススタディーとして、想定トンネルにおける標

準覆工とプレキャスト覆工のトンネルｍ当たり概算工

事費を比較した結果を表－３に示す。トンネル延長

500 m 以下の２車線道路トンネルの場合、標準覆工よ

りコスト的に有利になる試算である。 

 

 

 

 

 

 

トンネル延長が1,000 mでもコストが大きく下がら

ない要因は、型枠が高額であることと、転用回数から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

型枠数を増やす必要があると同時に用地費が増加する

ためである。プレキャスト版製造費内訳の割合を図－

10に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．あとがき 

 

実施工段階までには、実物大製造試験、組立試験等

の実証実験が必要であり解決しなければならない課題

が残されているが、実プロで対応したいと考えている。 

本研究結果では、トンネル延長500 m以下のトンネ

ルで、現状の標準覆工よりコスト的に有利となる試算

である。更なるコストダウンを図るためには型枠コス

トを低減させることが大きな要因である。 

冒頭でも述べたように、現状の設計の考え方が仕様

規定から性能規定へ変化していくことで、将来技術と

してプレキャスト覆工は有効な覆工方法の一つといえ

る。これらの課題への取組みは、今後の社会の流れを

にらみ、実施工での対応に備えていきたい。 

表－３ 概算工事費比較（トンネルｍ当たり）

トンネル延長
（ｍ）

標準覆工
（％）

プレキャスト覆工
（％）

  250ｍ 100.0％  90.5％（-9.5％）

  500ｍ 100.0％  98.5％（-1.5％）

1,000ｍ 100.0％ 109.4％（+9.4％）
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10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%
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L=250m L=500m L=1,000m

トンネル延長（ｍ）

金
　

額
　

（％
）

型枠製作費

ｺﾝｸﾘｰﾄ材料費

用地費

鉄筋、金物費

人件費

養生費

打設移動用重機

雑材料・剥離材

日常試験費（ｽﾗﾝ
ﾌﾟ･圧縮強度）

図－10 プレキャスト版製造費内訳比率 

手順１         手順２            手順３       手順４       手順５ 

図-９ プレキャスト覆工 施工手順概要図 

奥村組技術研究年報　No.29 2003.7



 

- 7 - 

 

 

電気集じん機を用いたトンネル換気集じんシステムの開発 
 

 

 浜田 元＊ 萩森健治＊＊  横山哲哉＊＊  

 水原憲三＊＊＊ 須田博幸＊＊  清水智明＊ 

 

 

＊技術研究所 ＊＊技術本部技術開発部 ＊＊＊技術本部 

１．まえがき 

 

山岳トンネル工事における粉じん障害防止対策の一

層の充実を図ることを目的として、厚生労働省より、

ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイド

ライン1)、2)（以下、ガイドラインと呼ぶ）が策定され

た。同ガイドラインの策定以降、コンクリート吹付け

時の発生粉じん抑制対策や風管換気と大型集じん機を

組合せた粉じん低減対策など、坑内作業環境の改善対

策が、これまで以上に積極的に進められている。 

筆者らは、供用中のトンネルで実績のある電気集じ

ん技術 3)を応用したトンネル工事用電気集じん機を開

発している 4)､5)。同集じん機は軽量・コンパクトな大

風量機器であり、すでに数十件のトンネル現場で採用

され粉じん対策に効果をあげている。 

一般に、集じん機は、切羽作業に支障のない切羽後

方70～100 m付近に設置される。この場合、集じん機

後方では粉じん濃度を１mg/m3 程度にまで大幅に低減

できるが、前方の切羽側の区間では粉じん濃度をガイ

ドラインで規定の３mg/m3 以下とすることは困難な場

合が多い。 

そこで、筆者らは、電気集じん機を用いた切羽近傍

での集じん方法を開発し、現場実験からガイドライン

で規定の目標レベルをクリアーできることを確認した。

ここでは、開発した集じん方法と実験結果を報告する。 

２．トンネル工事用電気集じん機 

 

2.1 集じん原理と特徴 

 電気集じん機の集じん原理を図－１に示す。同図の

集じん機に吸引される空気中の粉じんや煤じんが帯電

して集じん極板上に捕集される。 

帯電部では放電線に高電圧を印加し、コロナ放電空

間を形成する。含じん空気がこの空間を通過する時に

空気中の粉じんや煤じんが帯電する。次の集じん部で

は荷電極板に高電圧を印加し、荷電極板と集じん極板

との間に電界空間を形成する。帯電した粉じんや煤じ

んはクーロン力を受けて集じん極板上に捕集される。 

電気集じん機は、内部の極板が平行平板構造である

ため空気の流れがスムーズで、風速が９～10 m/sec

と大きくても高い集じん効率が維持される。また、粒

径７～10μm 以下の浮遊粒子に対し集じん効率が高い。 

2.2 搭載形式と仕様 

 実験現場で採用されたトンネル工事用電気集じん機

には、集じん機本体の搭載形式により、４ｔ車搭載型

（以下、車載型と呼ぶ）とクローラ台車搭載型（以下、

クローラ型と呼ぶ）がある。なお、いずれの形式も処

理風量2,000 m3/minの集じん機を搭載した。 

 車載型電気集じん機を例として、その外形を図－２

に示す。集じん機本体、送風機（ファン）、高圧発生

盤、制御盤、ダクトなどで構成されている。 

図－２ トンネル工事用電気集じん機 図－１ 集じん原理 
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写真－１ クローラ型電気集じん機 

表－１ 実験現場の概要と換気条件 

Ａトンネル Ｂトンネル

（複線鉄道トンネル） （２車線道路トンネル）

地　　質 花崗岩主体 花崗片麻岩主体

掘削延長 1,939ｍ 1,827ｍ

掘削断面積 58～80m2 58～77m2

施工方法 発破NATM 発破NATM

換気方式 送気方式 送気方式

800～1,500m
3
/min 800～1,500m

3
/min

80ｋW×2台 80ｋW×2台

風管径1,400mm 風管径1,400mm

風管位置：中央 風管位置：左

2,000m3/min 2,000m3/min

車載型 クローラ型

換気設備

集じん機

諸元

３．切羽近傍での集じん方法 

 

 以下に、開発した切羽近傍での集じん方法を示す。 

3.1 分離幕を併用する方法 

電気集じん機の側面に沿ってトンネル延長方向に天

端より幕（以下、分離幕と呼ぶ）を設置する方法であ

る。集じん機側（以下、分離幕内側と呼ぶ）の前方で

は分離幕とトンネル側壁により大口径で延長の長い吸

込みダクトが形成される。 

分離幕により形成される吸込みダクトは、断面積が

トンネル断面の 1／4～1／5 であり、集じん機の吸込

み口面積に比べ３～４倍と大きい。吸込み面積の拡大

により、切羽近傍の広い範囲を対象に粉じん空気を効

率良く吸込むことが期待できる。また、吸込みダクト

の延長は集じん機の機長に比べ約2.5倍と長い。集じ

ん処理の区間長が延伸されることにより、集じん効果

の向上が期待できる。なお、分離幕には軽量なシート

を用いており、設置、撤去は比較的容易である。 

3.2 クローラ型電気集じん機による方法 

クローラ台車に搭載することにより、電気集じん機

を切羽近傍へ配置する方法である。クローラ型集じん

機は、作業に応じ切羽近傍へ比較的容易に移動できる

よう開発したものであり、写真－１に概観を示す。 

本機は軽量・小型であり、走行時の安定性や機動性

に優れている。コンクリート吹付け時には切羽後方

20～30 m 付近へ容易に配置でき、コンクリート吹付

け後には切羽作業に支障のない後方まで容易に移動で

きる。走行操作はリモートコントロール方式である。 

切羽近傍へ集じん機を配置することにより効率的な

集じんが期待できる。 

3.3 遮風シートを併用する方法 

 集じん機の吸込み口付近にトンネル横断方向に広が

る遮風シートを設置する方法である。遮風シートは集

じん機にあらかじめ装備された形となっており、拡

張・収納は容易である。 

遮風シートを設置することで集じん機による集じん

範囲が拡大され、粉じん空気を効率良く吸込むことが

期待できる。本方法を先述の２つの方法と組合せるこ

とで集じん効果の更なる向上を期待できる。 

 

４．切羽近傍集じん実験の方法 

 

4.1 現場概要と換気条件 

前章に示した集じん方法について、奈良県下にある

２箇所のトンネル工事現場で実験を行った。 

両トンネルの概要を表－１に示す。換気条件は両ト

ンネルとも風管換気法による送気方式である。コント

ラファンや風管の仕様は両トンネルとも同じであるが、

送風風管の設置位置が異なる。風管は、Ａトンネルで

はトンネル中央の天端部に、Ｂトンネルでは切羽に向

かって左側のトンネル肩部に設置された。 

導入された電気集じん機は、両トンネルとも処理風

量 2,000 m3/min の機器であるが、Ａトンネルは車載

型、Ｂトンネルはクローラ型である。集じん機は、両

トンネルとも切羽に向かって左側（以下、トンネル左

側と呼ぶ）に配置された。 

以下、文中の左右は切羽に向かった時の方向とする。 

4.2 実験ケース 

実験ケースを表－２、３に示す。表－２にはＡトン

ネル、表－３にはＢトンネルの実験ケースを示した。 

Ａトンネルの実験状況を写真－２、３に示す。写真

－２には分離幕の設置状況を、写真－３には遮風シー

トの設置状況を示した。実験では、集じん機と切羽の

距離をほぼ一定とした条件で、分離幕や遮風シートの

併用による切羽近傍での集じん効果を確認した。 
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表－４ 計測項目と計測機器 

風向風速
３次元超音波式風向風速計
KAIJO製マイクロソニックWA-590

粉じん濃度

光散乱式デジタル粉じん計
柴田科学製P-5L2型
（粉じんガイドラインの指定機器）
（質量濃度変換係数Ｋ＝0.04）

集じん効率
光散乱式デジタル粉じん計
柴田科学製AP-632T型

計測項目 計測機器

写真－２ 分離幕の設置状況 

写真－３ 遮風シートの設置状況

表－２ 実験ケース（Ａトンネル） 

稼動状態 位置

Ａ１ 停止 － － －

Ａ２ 運転 57ｍ － －

Ａ２(a) 運転 51ｍ 有 －

Ａ２(b) 運転 56ｍ － 有

Ａ２(ab) 運転 52ｍ 有 有

試験ケース 分離幕 遮風シート
集じん機

表－３ 実験ケース（Ｂトンネル）

稼動状態 位置

Ｂ１ 停止 － －

Ｂ２ 運転 84ｍ －

Ｂ３ 運転 37ｍ －

Ｂ３(a) 運転 47ｍ －

Ｂ４ 運転 28ｍ 有

試験ケース
集じん機

遮風シート

Ｂトンネルの実験で用いたクローラ型集じん機は先

の写真－１に示した。実験では集じん機の配置条件を

変えて切羽近傍での集じん効果を確認した。 

4.3 計測概要 

計測項目と計測機器の一覧を表－４に示す。 

風向風速および粉じん濃度は、トンネル軸方向に中

央・左右の３測線を設け５～10m 間隔を基本に計測し

た。左右の測線は中央からの離隔が 2.5～3 m である。 

風向風速の計測は掘削路盤を基準に高さ１m と３m

で行い、計測時間は各計測点で30秒間とした。 

粉じん濃度の計測はコンクリート吹付け時を対象に

実施した。計測は掘削路盤を基準に高さ１m で行い、

各計測点で１分法により３～４回の計測とした。 

粉じん濃度は、相対濃度で示された計測値にガイド

ラインで規定の質量濃度変換係数を乗じて算出した。 

集じん効率は電気集じん機の吸込み口とダクト吐出

し口で計測された粉じん濃度の比率から算出した。計

測はコンクリート吹付け作業中、連続して行った。 

 

５．実験結果と考察 

 

5.1 Ａトンネルでの実験 

実験結果の一例を図－３～６に示す。図－３および

図－５は集じん機を切羽後方 55 m 付近に配置した

ケースＡ２の結果、図－４および図－６は分離幕と遮

風シートを併用したケースＡ２(ab)の結果である。 

図－３に示したケースＡ２の粉じん濃度分布をみる

と、集じん機後方で粉じん濃度は 1.5mg/m3 程度にま

で低減している。また、トンネルの中央・左右で粉じ

ん濃度を比較すると、ほぼ同じ値である。送風風管が

中央に配置されたことにより、空気の流れがトンネル

横断面方向で一様化され、粉じん濃度が断面内のいず

れの測線でもほぼ同じ値になったと考えられる。 

一方、図－５に示した同ケースの風向風速分布をみ

ると、切羽～切羽後方 50 m 付近の区間では、切羽か

ら坑口方向に向う空気の流れが確認される。中央に設

置された送風風管からの空気が切羽で反転して坑口方

向に流れたものである。また、集じん機吐出し口の後

方約 30ｍ地点では、空気の流れが切羽方向へ反転す

る様子がみられる。この反転流は集じん機吸込み口付

近まで到達しているが、集じん機吸込み口より前方に

は現れていない。この反転流は粉じん空気ととも集じ

ん機に再び吸込まれるものと考えられる。 

図－４に示したケースＡ２(ab)の粉じん濃度分布を
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図－３ 粉じん濃度計測結果（ケースＡ２）
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図－４ 粉じん濃度計測結果（ケースＡ２(ab)）
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図－５ 風向風速計測結果（ケースＡ２）

図－６ 風向風速計測結果（ケースＡ２(ab)）
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みると、切羽後方 50 m 付近の粉じん濃度は、分離幕

外側（図中の右側）で２mg/m3 程度と低くガイドライ

ンの目標レベル以下である。一方、分離幕内側（図中

の左側）では粉じん濃度が４mg/m3 程度であり、分離

幕外側に比べて高い。また、切羽後方 10～30 m 区間

をみると、ケースＡ２に比べ粉じん濃度が低くなる。 

一方、図－６に示した同ケースの風向風速分布をみ

ると、集じん機吐出し口の後方約 30 m 地点では空気

の流れが切羽方向へ反転する様子がみられ、この反転

流は分離幕外側を通過し分離幕の切羽側先端部まで到

達している。分離幕外側から切羽近傍へ後方の粉じん

濃度の低い空気が供給されている。また、切羽から分

離幕内側の先端部に向う空気の流れがみられる。 

ケースＡ２(ab)の粉じん濃度が切羽後方 10～30 m

区間でケースＡ２に比べて低くなったのは、分離幕外

側から切羽近傍へ供給される粉じん濃度の低い空気と

送風風管からの新鮮な空気とが合流して切羽の粉じん

を希釈したためと考えられる。また、分離幕外側では

切羽方向に向う粉じん濃度の低い空気によりエアー

カーテンが形成され、粉じん空気が分離幕内側へ効率

良く吸込まれたことにより、ケースＡ２よりも粉じん

濃度が低下したと考えられる。 

分離幕と遮風シートを併用した方法では、粉じん空

気と清浄な空気の流れを分離し、双方ができるだけ混
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図－７ 粉じん濃度計測結果（ケースＢ２）
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図－８ 粉じん濃度計測結果（ケースＢ３）
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図－９ 粉じん濃度計測結果（ケースＢ４）
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合しないようスムーズな流れを形成できたことが、切

羽近傍での効率的な集じんに繋がったと考えられる。 

5.2 Ｂトンネルでの実験 

 実験結果の一例を図－７～11 に示す。図－７は集

じん機を切羽後方 85 m 付近に配置したケースＢ２の

結果、図－８および図－10 は集じん機を切羽後方 35

～40 m 付近に配置したケースＢ３の結果、図－９お

よび図－11 は集じん機を切羽後方 25～30ｍ付近に配

置したケースＢ４の結果である。 

図－７に示したケースＢ２の粉じん濃度分布をみる

と、集じん機後方で１mg/m3 程度にまで低減している。

また、トンネルの中央・左右で粉じん濃度を比較する

と、右側が高い値である。送風風管が左側に設置され

たことにより新鮮な空気が左側を切羽方向へ流れ、粉

じん空気が右側を坑口方向へ流れたためと考えられる。 

図－８に示したケースＢ３の粉じん濃度分布をみる

と、切羽後方50 m 付近では粉じん濃度が２mg/m3程度

であり、ガイドラインの目標レベル以下である。また、

切羽後方 10～20 m 区間では粉じん濃度がケースＢ２

とほぼ同じ値である。 

一方、図－10 に示した同ケースの風向風速分布を

みると、切羽～切羽後方 35 m の区間では、左側で切

羽方向に向う空気の流れが、右側で坑口方向に向う空

気の流れがみられる。また、集じん機吐出し口の後方

約 20ｍ地点では、空気の流れが切羽方向へ反転する

様子がみられる。この反転流は、集じん機吸込み口付

近まで到達しており、粉じん空気とともに集じん機に

再び吸込まれるものと考えられる。 

図－９に示したケースＢ４の粉じん濃度分布をみる

と、切羽後方50 m 付近では粉じん濃度が２mg/m3程度

であり、ガイドラインの目標レベル以下である。一方、

切羽後方 10～20 m 区間ではケースＢ２、Ｂ３と比べ

て粉じん濃度は高い値となっている。 

一方、図－11 に示した同ケースの風向風速分布を

みると、切羽～集じん機前方の区間では切羽方向に向

う空気が送風風管の設置側と逆の右側を流れ、坑口方

向に向う空気が左側を流れている。ケースＢ３の空気

の流れとは逆である。また、集じん機吸込み口～後方

20 m の区間では、空気の流れが複雑で、ケースＢ３

でみられた集じん機による反転流はみられない。坑口

方向に向う集じん機からの吐出し風と切羽方向に向う

送風風管からの吹出し風が干渉したため、集じん機前

方の区間では送風風管の逆側を切羽方向に空気が流れ、

集じん機後方では複雑な空気の流れが形成されたと考

えられる。 

ケースＢ４の粉じん濃度が切羽後方 10～20 m 区間

でケースＢ２、Ｂ３と比べて高い値となった理由は以

下のように推定される。切羽近傍の粉じん空気は坑口

方向に流れ集じん機へ吸込まれるが、一部は集じん機

に吸込まれず後方へ通過する。一方、集じん機後方で

は複雑な空気の流れによりエアーカーテンが形成され、

粉じん空気が切羽側に滞留する。滞留した粉じん空気

は送風風管からの吹出し風と合流して切羽へと供給さ

れ、切羽の粉じん濃度を高めたものと考えられる。 
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図－10 風向風速計測結果（ケースＢ３） 
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図－11 風向風速計測結果（ケースＢ４） 

切羽近傍にクローラ型集じん機を配置する方法によ

り、粉じんガイドラインで規定の目標レベルをクリ

アーできた。しかし、送風風管や集じん機の位置関係

によっては粉じん空気を切羽側に滞留させ、切羽環境

の悪化を招く。送風風管や集じん機の適切な配置が重

要であることが示された。 

5.3 集じん効率 

集じん効率は、Ａ、Ｂトンネルとも 82～86％と同

程度であり、高い集じん性能が確認された。 

 

６．あとがき 

 

本報では、分離幕と遮風シートを併用する方法、ク

ローラ型集じん機による方法に関する現場実験の結果

を述べた。開発したいずれの方法ともガイドラインで

規定の目標レベルをクリアーできることを確認した。 

今後は現場展開を更に進め、合理的な集じん機配置

について知見を深めたい。なお、本開発は、松下エコ

システムズ㈱、㈱エムシーエムとの共同研究の成果で

ある。最後に、本開発にあたり終始ご指導いただいた

㈱コンテクの定塚正行社長、ならびに現場実験にご協

力をいただいた工事所の関係各位に感謝の意を表する。 
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Non-SC 型泥土圧シールド機の開発 
－新排土システムの実証－ 
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１．まえがき 

 

 泥土圧シールドは、「トンネル標準示方書 シール

ド工法編」1)によれば、『添加材を注入しながら回転

カッターヘッドで掘削した土砂と添加材を強制的に攪

拌して土砂を塑性流動化させ、土圧シールドと同様に

切羽の安定を図りながら、スクリュコンベヤ等で排土

するシールドである。』と定義されている。しかし、

中小口径断面ではスクリュコンベヤのサイズはシール

ド機長に比べ長く、これがシールド機後方の作業性を

著しく悪くしており、初期掘進時や急曲線施工時の施

工性も悪くしている。 

 このような状況を改善するために、スクリュコンベ

ヤ（SC）を使用しない新しい排土システム（以下、新

排土システムという）を備えた「Non-SC 型泥土圧

シールド機」の開発を行った。 

新排土システムについて、各種の実験によりその性

能を確認した後、泥土圧シールドの工事現場に適用し、

最終的な検証を行った。 

その結果、セグメントの搬入・組立作業が改善され

て作業性が向上することが明らかになった。また、初

期掘進時における施工性も向上することが明らかにな

り、これらより、新排土システムの有用性を実証する

ことができたと考える。 

本報では、新排土システムの概要、各種の性能確

認実験結果および現場適用結果について示す。 

 

２．新排土システムの概要 

 

2.1 開発目標 

 泥土圧シールド工法の坑内作業環境の改善と生産性

の向上を目的として開発を行った。 

開発目標を以下に示す。 

① 切羽の土圧管理が可能 

② 圧送距離は、後続台車までの約 40 m のパイ

プ搬送が可能 

③ 適用地盤は、粘性土から 50 mm 程度の礫を含

む砂質土までの適用が可能 

2.2 新排土システムの機内設備 

 新排土システムは、スクリュコンベヤに代わりミキ

シング装置と土砂搬送装置から構成されている。 

 図－1 に新排土システムのシールド機内設備例を示

す。また、図－２に従来形式のスクリュコンベヤ設備

例を示す。 

 図－１、２を比較すると、新排土システムではスク

リュコンベヤが無くなることにより機内作業スペース

が大幅に広くなっていることがわかる。 

ａ．ミキシング装置 

 写真－１にミキシング装置を示す。ミキシング装置

は水平２軸の強制攪拌式で、各軸は独立して油圧モー

タで駆動することができ、無段階変速である。 

 この装置は、掘削土をスライス、粉砕、ミキシング

することで、パイプ搬送を行いやすい性状に改質する。

一般の強制攪拌機より高回転数、高軸トルクであるの

で、粉砕能力が高い。要素実験では、一軸圧縮強度

20 N/mm2の固結物の粉砕も可能であった。 

ｂ．土砂搬送装置 

 土砂搬送装置を写真－２に示す。本装置は、搬送材

の粘着性と回転するディスク板の摩擦力、および微小

の遠心力で搬送する。そのため、装置内部を通過する

搬送材の流れがスムーズで急激な速度変化を伴わない。

従来、搬送が困難とされていた高粘性の搬送材を搬送

することができる。 

作動原理は、二つの円盤を平行に繋げたディスク

板が回転を始めると、ディスク板と接している搬送材

も、搬送材とディスク板との摩擦力により回転を始め 
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る。搬送材はディスク板に近いほど速く回転し、速度

は次々に隣り合う層に伝達していく。ディスク板から

遠い中央部も次第に回転速度が増加していき、搬送材

は遠心力によりディスク板の外側へと排出される。 

2.3 新排土システムの特長 

 本システムの特長を以下に示す。 

① シールド機内の作業空間が広く、セグメント搬

入・組立や測量の作業性が向上する 

② シールド初期掘進時の施工性が向上する 

③ スクリュコンベヤとセグメントの干渉がなくな

り、急曲線施工への対応が可能である 

 

３．性能確認実験

 

 新排土システムの開発にあたり、ミキシング装置お

よび土砂搬送装置単体について要素試験により性能を

確認した後、性能確認実験によりシステムとしての性

能を確認した。 

性能確認実験の主な目的は、切羽土圧を制御しなが

ら、40 m 以上の搬送が可能であるかを確認すること

である。 

実験は、最初に搬送予備実験として循環実験を

行った後、搬送実験を行った。 

3.1 搬送予備実験 

ａ．搬送予備実験の概要 

搬送予備実験では、新排土システムの切羽土圧制

御性を確認することを目的に行った。 

実験装置の概念図を図－３に示す。 

実験は、モーノポンプにより、想定したシールド機

の掘削速度に合わせた流量の搬送土を圧力タンク（シ 

図－２ 従来形式のシールド機内設備例 

スクリュコンベヤ 

セグメント組立位置 

図－１ 新排土システムのシールド機内設備例 

ミキシング装置 

土砂搬送装置

セグメント組立位置

圧力ﾀﾝｸ 

土砂搬送装置 

エアピンチバルブ 

モーノポンプ ミキシング装置 

図－３ 搬送予備実験装置の概念図 

写真－２ 土砂搬送装置 

写真－１ ミキシング装置 
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ールド機のチャンバーを模擬）に送り、そのタンク内

の圧力（切羽土圧に相当）を土砂搬送装置のディスク

板の回転数により制御しながら、再びモーノポンプの

土砂ホッパー内に循環させた。 

 実験は、掘進速度（流量）を一定として、１ケース

の中で目標切羽土圧を0.10 0.05 0.15MPaと変化さ

せて、土砂搬送装置の切羽土圧制御性を確認した。ま

た、開発目標の搬送距離に相当する搬送抵抗をエアピ

ンチバルブに圧力をかけることにより模擬的に表現し

た。 

ｂ．搬送予備実験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

搬送予備実験結果の一例として、掘進速度３cm/min、 

エアピンチ圧 0.3MPa とした場合の圧力タンクの圧力

と土砂搬送装置のディスク板の回転数を図－４に示す。 

図より、目標圧力に対して、初期は比較的変動が大

きいが、即時に目標値に収束し、一旦収束してからの

圧力変化は小さく安定している。 

また、土砂搬送装置のディスク板の回転数は、目標

圧力を 0.05～0.15MPa まで変化させるのに、800～

1100rpmの範囲で制御が行われている。 

以上のように、新排土システムにより、切羽土圧を

制御可能であることを確認した。 
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図－４ 搬送予備実験結果の一例 

回転数 

圧力 

表－２ 搬送実験に用いた掘削土の物性 

湿潤密度ρt 

g/cm3 

乾燥密度ρd 

g/cm3 

土粒子の密度ρs 

g/cm3 

自然含水比 

％ 

間隙比 e 飽和度Ｓr 

％ 

1.746 1.233 2.671 41.6 1.166 95.3 

表－１ 搬送実験に用いた掘削土の粒度分布 

粘土分  

(5μm未満) 

％ 

ｼﾙﾄ分  

(5～75μm)

％ 

砂分  

(75μm～2mm)

％ 

礫分  

(2～75mm)

％ 

最大粒径 

mm 

49 42 9 0 0.425 

圧力タンク 

土砂排送装置 ミキシング装置 

配管延長:60 m 

モーノポンプ 

図－５ 搬送実験装置 
写真－３ 搬送実験状況 

圧力ﾀﾝｸ 
ﾓｰﾉﾎﾟﾝﾌﾟ 

土砂搬送装置 
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3.2 搬送実験 

ａ．搬送実験の概要 

搬送実験状況を写真－３に、実験装置を図－５に示

す。実験は、搬送予備実験と同様にモーノポンプによ

り、掘進速度に相当する掘削土をタンクに送り、目標

切羽土圧を維持するように土砂搬送装置の回転数で制

御しながら 60m（４吋管）圧送した。掘進速度は１

cm/min から５cm/min まで段階的に変化させて行った。 

搬送土は、シールド工事現場の掘削土を用いた。表

－１、２に、実験に用いた掘削土の粒度および物性を

示す。  

ｂ．搬送実験結果 

 写真－４、５に、配管延長40m地点および60m地点

における排土状況を示す。圧送距離60mにおいても圧

送距離40mと同様に良好な排土状況であった。また、

搬送土のスランプは、最小が13.5cmであった。 

 切羽土圧の制御性に関しては、目標切羽土圧

0.05MPa とした場合において、切羽土圧（タンク内の

圧力）は0.03～0.05 MPaであった。 

 

４．現場適用

4.1 概要 

新排土システムを下記のシールド工事現場に適用し、

システムの最終的な検証を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔工事概要〕 

 シールド外径：φ3,290mm 

セグメント内径：φ2,600mm 

土  質  ：砂質土（砂分率60～70％） 

 

初期掘進区間の約45mに新排土システムを適用した。

以降の本掘進では、従来のスクリュコンベヤに入れ替

えている。 

4.2 適用した新排土システム 

 新排土システムの設備配置を図－６に、同システム

の仕様を表－３に示す。 

4.3 適用結果 

ａ．施工性・作業性 

 写真－６に新排土システムの機内設備状況を、写真

－７に初期掘進区間以降にスクリュコンベヤに入れ替

えた後の機内設備状況を示す。 

写真からもわかるように、新排土システムではセグ

メント搬入・組立等のシールド機テール部の作業空間

が大幅に改善されている。 

ｂ．土砂の搬送性 

 新排土システムにおける排土状況を写真－８に、搬

送土の性状を写真－９に示す。表－４に搬送土の粒度

および物性を示す。 

適用した初期掘進区間における最大搬送距離は 45m

程度であったが、従来形式と比べ、加泥率等をほとん

ど変えることなく土砂の搬送が可能であった。 

ｃ．切羽土圧制御 

施工データの一例として、新排土システムの掘進１

リング中の切羽土圧および掘進速度を図－７に、スク

リュコンベヤを使用した場合を図－８に示す。切羽土

圧制御については、土砂搬送装置の回転数を調整す

表－３ 新排土システムの仕様 

ミ キ シ ン グ 装 置 

形   式 ２軸強制攪拌ミキサー 

回 転 数 0～60rpm 

№１軸 1.9N･m×21MPa 
駆動トルク 

№２軸 1.9N･m×9MPa 

土 砂 搬 送 装 置 

形   式 ディスク回転型 

電 動 機 37kW×4P×440V 

回転制御      インバータ制御 

搬 送 量 48ｍ3/hr 

 

写真－４ 排土状況 

（圧送距離40m地点） 

写真－５ 排土状況 

（圧送距離60m地点） 
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ることにより、スクリュコンベヤによる従来システム

とほぼ同等であることが確認できた。 

 

５．まとめ

今回開発した泥土圧シールド機用新排土システムは、

 

 

 

 

ミキシング装置と土砂搬送装置から構成された新た

なシステムであり、スクリュコンベヤを使用しないこ

とが大きな特長になっている。φ2.0 m 級のシールド

機でも機内にコンパクトに収納できるため作業空間が

広くなり、作業性が向上する。 

ミキシング装置は、掘削土砂のスライス、粉砕、 

図－６ 新排土システムの設備配置 

掘削管理システム

排土管

排土監視ﾓﾆﾀ

掘進管理操作盤

制御盤

土砂搬送装置

ﾐｷｼﾝｸﾞ装置

写真－６ 新排土システムの機内設備状況 写真－７ スクリュコンベヤの機内設備状況 

写真－８ 排土状況 
写真－９ 搬送土の性状 

（スランプ：11cm） 
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ミキシングを行う役割があり、掘削土を均一に混練す

ることで塑性流動化を促進させることができる。これ

により土砂搬送装置による土砂のパイプ搬送性も向上

する。また、土砂搬送装置の回転数制御により、安定

した切羽土圧の管理ができる。 

 現場適用の結果、確かめられたことを以下にまとめ

て示す。 

① シールド機内の施工性や作業性が大幅に改善さ

れた 

② スクリュコンベヤを使用した従来機と同様に切

羽土圧制御が可能であった 

③ 加泥材濃度と加泥率は、従来機とほとんど変わ

らなかった 

今後、新排土システムを装備した「Non-SC型泥土

圧シールド機」の特長を活かせる工事への適用を図っ

ていきたいと考えている。 

 最後に開発に際し多くの方々から貴重なご意見、ご

指導を頂いた。関係各位に深甚の謝意を表する。 

 

【参考文献】 

１）土木学会、「トンネル標準示方書シールド工法

編・同解説(平成8年版)」、p.20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－４ 搬送土の粒度および物性 

ﾘﾝｸﾞ 

No. 

粘土分  

(5μm未満) 

％ 

ｼﾙﾄ分  

(5～75μm) 

％ 

砂分  

(75μm～2mm)

％ 

礫分  

(2～75mm)

％ 

最大粒径

mm 

土粒子の密度

ρs g/cm
3 

自然含水比

％ 

8 14.0 29.1 56.4 0.5 4.75 2.681 32.2 

15 9.9 24.5 53.4 12.2 9.5 2.696 31.4 

図－８ スクリュコンベヤの施工データ 
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図－７ 新排土システムの施工データ 
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油汚染土壌の洗浄浄化処理 
 

 

今井亮介＊   小西正郎＊    亀田 茂＊       

中木秀一＊＊  寺川隆彦＊＊＊  森田芳樹＊＊＊＊ 

 

 

＊技術研究所 ＊＊技術本部環境プロジェクト部 ＊＊＊関西支社環境プロジェクト部 ＊＊＊＊東京支社機械部 

１． まえがき 

 

 土壌汚染の起因物質には、重金属類、揮発性有機化

合物(VOCs)、油類、残留性有機化合物(POPs)など様々

なものがある。この中で重金属と VOCs については

1991 年に土壌環境基準が定められ、2003 年２月には

これら 26 物質を対象とした土壌汚染対策法が施行さ

れた。一方、石油依存社会であり潜在的汚染事例が非

常に多いと推定される油汚染については、ベンゼンを

除いては基準化されていないのが現状である。しかし、

独、蘭ではすでに基準化されていることや、わが国で

も健康影響に関する検討が進められている状況から、

今後、油汚染対策技術の必要性が大きくなると推測さ

れる。 

 油汚染土壌の浄化対策には、熱分解、洗浄処理、バ

イオレメディエーション、土壌ガス吸引など様々な技

術がある。どの技術にも油の種類、土質、地層構成、

その他現場の条件によって、その適用性に限界があり、

技術の選択にあたっては条件を吟味した上で適用を決

定しなければならない。 

この中で洗浄処理技術には比較的炭素数の大きい重

質油系の油や高濃度の油への適用性が高いこと、バイ

オレメディエーション等他の技術との組み合わせによ

る高度処理が可能なこと等の特徴があり、分離した油

分・土を再利用する可能性を広げることが出来る 1）。

そのため同技術の研究が行われ、近年、オンサイトま

たは場外での洗浄処理プラントが多く開発・建造され

ている2)、3)、4)。 

 ここで浄化コストについて考慮すると、比較的小規 

模な汚染サイト(5000m3程度以下)に特殊な処理プラン

トを適用した場合、その設置費用等が全浄化費用に与

える影響が大きくなる可能性がある。また場外プラン

トによる浄化については、サイトの場所により土砂の

運搬費がコストに影響を与える。 

原位置でコストを抑えて浄化する方法として、アジ

テータ車輌や振動ふるい等、汎用性の高い機械を組み

合わせた洗浄プラントを用いることが考えられる。こ

のようなプラントの能力・適用性を把握するために、

撹拌による洗浄効果を室内試験で評価し、実規模の実

証試験を行い洗浄能力の確認を行った。 

 また、環境に影響を与えることの少ない天然の有機

質を洗浄剤として用い、その効果を確認した。 

本報告では、室内試験と実証試験の結果およびその

適用性について述べる。 

 

２． 実験供試土壌 

 

2.1 汚染土壌の物性 

 実験には工場跡地などより採取した３種類の実汚染

土を用いた。表－１に供試土壌の物性を、図－１に粒

径加積曲線を示す。H 土壌及びI 土壌はシルト分の少

ない砂質土であり、M 土壌はシルト分の多い砂質土で

ある。 

 

表－１ 供試土壌の物性 

試料名 H土壌 M土壌 I土壌 

自然含水比 ％ 8.9 31.4 19.6

石分(75mm以上) ％ － － －

礫分(2～75mm) ％ 12.6 7.1 0.8

砂分(0.075～2mm) ％ 66.1 41.3 68.1

シルト・粘土分(0.075mm 未

満) ％ 

21.3 51.6 31.1

分類名 礫まじり

細粒分質

砂 

礫まじり

細粒分質

砂 

細粒分質

砂 

分類記号 SF-G SF-G SF 
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図－１ 供試土壌粒径加積曲線 

 

2.2 汚染油種および濃度 

供試土壌の汚染油種は、ジエチルエーテル抽出物の

ガスクロマトグラフィによる定性分析より同定した。

同定結果を以下に示す。また、各汚染土壌のクロマト

グラムを図－２に、参考とした石油系油類のパターン

分析結果を図－３に示す。 

油分含有量は、赤外線吸収法（抽出溶媒：ポリクロ

ロトリフルオロエチレン）により定量した。なお、I

土壌は濃度の異なる２種類の土壌を実験供試土壌とし

た。それぞれの含有量を表－２に示す。 

ａ．H土壌 

保持時間5～13分（100～180℃）に若干のピークと

15～35 分（200～400℃）にピークが検出された。図

－３との照査により、微量の灯油を含むが潤滑油が主

成分と同定した。 

ｂ．M土壌 

油分量が少ないため顕著ではないが、保持時間 10

～16 分（150～210℃）にわずかに観察されるピーク

より、灯油または軽油を微量含むと同定した。 

ｃ．I土壌 

保持時間２～17 分（70～220℃）に若干のピークが

検出され、保持時間 15～35 分（200～400℃）に大き

なピークが検出された。潤滑油が主成分と同定した。 

 

３． 試験方法 

 

3.1 室内試験方法 

ａ．洗浄水量試験 

中濃度I土壌を用いて、汚染土と洗浄水（水道水）の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 汚染土壌クロマトグラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 石油系油類パターン分析結果 
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表－２ 汚染土油分含有量測定結果 

試料採取場所 汚染油種 油分含有量(mg/kg)

H 土壌 灯油＋潤滑油 5100 

M 土壌 灯油or 軽油 710 

中濃度I 土壌 1500～3500 

高濃度I 土壌 
潤滑油 

14000 

 

重量固液比（以下、固液比と記す）を１：１、１：

1.25、１：２とした３ケースについて洗浄効果を確認

した。汚染土と洗浄水を混合し、振とう装置を用い

200rpm にて 15 分間振とうし、洗浄後の土壌油分含有

量を測定した。 

ｂ．洗浄時間試験 

 高濃度 I 土壌を用いて、汚染土 100g と洗浄水（水

道水）100g を混合し、１，５，15、30 分の振とう時

間別による洗浄効果を確認した。 

ｃ．洗浄剤を用いた洗浄試験 

３種類の汚染土壌（H 土壌、M 土壌、中濃度 I 土

壌）を用い、水道水での洗浄試験を行うと共に、枯葉

の抽出液を洗浄剤に用いて洗浄効果を確認した。枯葉

の抽出液は分散作用や界面活性作用を持つフミン質を

多く含む。フミン質とは植物が細菌やバクテリアに

よって分解された結果生じた褐色のフミン酸、フルボ

酸等の腐植質である 5) 6)。汚染土 160g と水道水また

はフミン質溶液 200ml を混合し、15 分間振とうした

後の土壌油分含有量を測定した。 

3.2 実証試験方法 

 室内試験の結果を考慮して、撹拌時間 15 分、固液

比１：１を基本的な洗浄方法とし、I サイト中濃度汚

染土を用いたアジテータ車輌による洗浄実証試験を

行った。試験は現地で採取した汚染土２m3と洗浄水を

アジテータに投入して撹拌を行った後に排出し、排出

土壌は振動ふるい（処理能力：0.7m3/min、サイクロ

ン併用）によって脱水を行う方法とした。図－４に試

験設備概要、図－５に試験フロー、写真－１に試験状

況を示す。 

 使用する洗浄水は水道水を用いたものと洗浄剤に枯

葉抽出液（フミン質）とフミン酸試薬を用いたケース

を設けた。その他、汚染土と洗浄水の固液比、撹拌時

間をパラメータとして設定した。表－３に試験ケース

一覧を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 試験設備概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 試験フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 試験状況 

10tラフター

発電器(40kw)

10m3水槽（給水用）

10m3水槽（排水用）

試験土
アジテータ（6m3)

振動ふるい
（サンドマスター　Ⅳ－2型）

バックホー(0.7m3級）

2tダンプトラック

ベルトコンベア

コンクリートバケット(0.5m3)

ロードセル

コンクリートバケット(0.5m3)

ロードセル

アジテータに試験土投入
使用機械：バックホー
　　　　　　　10tラフター
　　　　　　　コンクリートバケット
ロードセルにて重量測定
汚染土洗浄前サンプル採取

アジテータに洗浄水投入

アジテータ撹拌

アジテータより振動ふるいに
泥水投入
　　　　　　　　　　シュート使用

振動ふるいにて脱水・分級 ベルコンにてコンクリート
バケットに投入
ロードセルにて重量測定
粗粒分サンプル採取

排水タンクに圧送
細粒分サンプル採取
洗浄水サンプル採取

洗浄水・細粒分

粗粒分
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表－３ 実証試験ケース 

ケース 撹拌時間（分） 固液比 洗浄剤 

CASE-1 15 1:1 無 

CASE-2 30 1:1 無 

CASE-3 15 1:0.5 無 

CASE-4 15 1:1 フミン酸試薬 1％

CASE-5 15 1:1 枯葉抽出液 

CASE-6 15 1:0.5 枯葉抽出液 

 

 油分含有量は振動ふるいにより脱水された粗粒分と

濁水中の細粒分について測定した。また、標準となる

ケース（CASE-1）では油分の成分別定量分析を二硫化

炭素抽出物のガスクロマトグラフィによって行った。 

浄化土壌の回収率は、洗浄処理前後の土壌重量の測

定結果より算定した。 

 

４． 試験結果及び考察 

 

4.1 室内試験結果 

ａ．洗浄水量試験 

洗浄水量による洗浄効果の試験結果を図－６に示す。

洗浄水量による効果の違いは認められず、汚染土と洗

浄水の固液比は１：１で充分な効果が得られると考え

られる。また、さらに洗浄水を減量出来る可能性が示

唆された。 

ｂ．洗浄時間試験 

洗浄時間と洗浄効果の関係に関する試験結果を図－

７に示す。振とう時間を長くすると共に油分含有量は

減少するが 15 分で収束する結果が得られた。このこ

とより、有効な洗浄時間は 15 分程度であると考えら

れる。 

ｃ．洗浄剤を用いた洗浄試験 

３種類の実サイト汚染土を用い、水道水及びフミン

質溶液による洗浄試験結果を図－８に示す。 

初期の油分含有量が多いほど洗浄効果が高いという結

果が得られ、H サイト及びI サイト汚染土にについて

50～70％の油分除去が確認された。 

 フミン質を用いた洗浄はMサイト汚染土に対し効果

が確認できた。汚染土壌の油種や環境履歴により洗浄

剤の効果は異なると考えられる。 

4.2 実証試験結果 

ａ．洗浄効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 洗浄水量試験結果 

       （供試土壌：中濃度I土壌） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 洗浄時間試験結果 

       （供試土壌：高濃度I土壌） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 洗浄剤試験結果 

 

図－９に赤外線吸収法による油分含有量測定結果を

示す。また、その結果から求めた油分の除去率と粗粒

分の回収率を表－４に示す。全ケースにおいて、粗粒

分・細粒分共に 70～80％の油分除去率が確認された。 
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              図－９ 実証試験油分含有量測定結果 

 

また、CASE-1 のガスクロマトグラフィによる成分

別定量分析結果を図－10 に示す。C10-28（軽油相当）

と C28-44（潤滑油相当）の各成分に対し同等の除去効

果が得られている。この結果より、炭素数 44 以下の

油種であれば浄化可能であると考えられる。 

 撹拌時間については 15 分を基本とし、30 分のケー

ス（CASE-2）との比較を行ったが、洗浄効果に大きな

違いは見られなかった。室内試験と同様の結果であり、

洗浄時間は15分が妥当だと考えられる。 

 固液比については、基本となる汚染土と洗浄水の重

量比が１：１のケースで若干高い除去率を示したが、

洗浄水を半分に減らしたケース（CASE-3）でもほぼ同

様の洗浄効果が得られた。撹拌中に土粒子間の摩擦に

よる物理的な洗浄効果が得られ、このような結果に

なったと推定される。洗浄後発生する濁水の処理コス

トを考慮すると、少ない洗浄水での洗浄がより実用的

であり、１：0.5の固液比が妥当と考えられる。 

 洗浄剤については、室内試験の結果と同様に、フミ

ン酸試薬及び枯葉抽出液を用いたケース（CASE-

4,5,6）で有意な効果は認められなかった。 

ｂ．浄化土壌の回収率 

 表－４に示す再生利用の対象となる粗粒分の回収率

の平均値が 65％であった。図－１に示す I サイト汚

染土の粒径加積曲線と比較すると、概ね 100μm 以上

の土粒子が回収されたといえる。 

濁水中の細粒分はフィルタープレス等により脱水さ

れ、一般的には産業廃棄処分の対象となる。しかし、

当試験では粗粒分と同等の洗浄結果が得られた。サイ

クロン通過等の脱水処理過程により付帯的な洗浄効果

が得られたと推定できる。このことより、状況によっ

ては細粒分の再利用が可能であると考えられる。 

表－４ 油分除去率及び粗粒分回収率 

油分除去率（％）
ケース

粗粒分 細粒分

粗粒分回

収率（％）

CASE-1 81 85 58 

CASE-2 81 84 79 

CASE-3 73 76 39 

CASE-4 69 65 100 

ASE-5 67 68 81 

CASE-6 67 74 30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 ガスクロマトグラフィ分析結果（CASE-1） 

 

ｃ．室内試験との比較 

 I サイト汚染土の洗浄について、室内試験と実証試

験の結果を比較してみる。室内試験の油分除去率が

50％程度であることに対し、実証試験での除去率が

70％以上得られている。アジテータ回転による土粒子

間の摩擦等で油分が剥離する挙動がより強く発生して

おり、ビーカー及び振とう器による撹拌に比べ、アジ

テータを用いた撹拌が同等以上の洗浄能力を有してい

ると考えられる。 

また、トリータビリティテストを行うことによって、

実施工における浄化効果を概ね推定できると考えられ

る。 

4.3 アジテータ洗浄における油汚染適用条件 

 実証試験結果より、潤滑油汚染土壌はアジテータ洗

浄により浄化できることが分かった。一般に炭素数の

少ない油ほど粘性や付着力が低く 1)、潤滑油より炭素

数の少ない油種（ガソリン、軽油、重油等）について

は浄化可能であると推定できる。ただし、揮発性の高

いガソリン等の高濃度汚染土については爆発に対する

検討が必要である1)。 

汚染濃度については現在基準化されていない（ベン
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ゼンを除く）状況であるが、諸外国の基準化の動向よ

り鉱物油の基準を1000～2000mg/kg程度と仮定すると、

水道水を用いた撹拌洗浄の適用範囲は概ね 8000mg/kg

以下であるといえる。それ以上高濃度の汚染土に対し

ては、２次洗浄を行う、バイオレメディエーションと

の併用等の高度処理が必要と考えられる。 

対象媒体は設備の特性上、礫質または砂質土が適用

対象であると考えられる。表－５に既存の報告書 1)と

本実験を基に想定した汚染土壌の適用条件を示す。 

 

表－５ 汚染土壌適用条件 

適用条件 適用度 

ガソリン △※ 

軽油 ○ 

重油 ○ 

潤滑油 ○ 

対象物質 石油系 

スラッジ・

タール 
× 

対象濃度  8000mg/kg以下

礫 ○ 

砂 ○ 

対象媒体 

シルト・粘土 × 

凡例 ○：可 △：一部可 ×：不可 

※高濃度の場合、爆発性に対する検討が必要 

 

５． まとめ 

 

 油汚染土壌の洗浄処理についてアジテータ他汎用機

器を用いた簡易プラントを想定し、その性能を試験に

より評価した。その結果を以下にまとめる 

ⅰ．水道水を用いたアジテータ洗浄により、70～80％

の油分除去が行える 

ⅱ．同方法において、浄化が可能となる汚染土の油分

含有量は8000mg/kg程度以下である 

ⅲ．シルト分が多く灯油系で汚染した土壌では、添加

剤（フミン質）の使用が有効になる場合がある 

ⅳ．有効な撹拌洗浄時間は15分程度である 

ⅴ．洗浄水量については、汚染土と洗浄水の固液重量

比１：0.5程度で十分な洗浄効果が得られる 

ⅵ．アジテータ及び振動ふるいを用いた浄化設備は、

砂質系の汚染土壌を対象とし、100μm 以上の土

粒子が再生利用土として回収でき、また、100μm

以下の細粒分も浄化可能であり、状況に応じて再

利用が検討できる 

ⅶ．汚染油種及び汚染後の期間等の履歴により、洗浄

効果は異なるが、トリ－タビリティテストを行う

ことにより、実施工における浄化効果を推定でき

る 

 以上の試験結果より汎用機器を用いた簡易プラント

による油汚染土の洗浄処理は実用可能であると考える。 

しかし、その適用範囲には限界があることと、実サ

イトにおける汚染土壌は油種汚染後の期間等の条件よ

り洗浄効果が異なることがわかった。今後、そのメカ

ニズムを調査して適用範囲の拡大につなげたいとと考

える。 

現場実証試験により貴重な知見を多く得ることがで

きた。これも試験に際して関係各位の多大な協力を

賜ったおかげである。紙面を借りてここに深謝の意を

表す。 
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微生物分解による油汚染土壌の浄化 
 

 木村啓一郎＊ 埜本雅春＊ 今西雅義＊ 

 小西正郎＊＊ 白石祐彰＊＊ 武笠伯太郎＊＊＊ 

 

 

＊東京支社環境プロジェクト部 ＊＊技術研究所 ＊＊＊東京支社土木部 

１．まえがき 

 

 近年、各方面で土壌の油汚染が顕在化している。油

汚染は植物の成長の妨げや油臭の発生、あるいは多環

芳香族炭化水素類による発ガン性など、汚染によって

様々な障害を引き起こす可能性があるが、油汚染に対

する法的規制はごく一部の規程に留まっている。 

 油汚染土壌の処理に際して、ある機関の集計による

と、実際の処理工事で採用した方法のうち、除去や封

じ込めといった方法が約 73％を占め、洗浄や熱処理、

微生物分解処理といった 浄化方法 は僅か 27％程

度であったというのが日本の現状である 1)。また各機

関から微生物分解の実験結果が報告されているが、実

汚染サイトでの実証試験結果の報告例は少ない。 

 このような背景から著者らはＣ重油模擬汚染土、潤

滑油系油及び灯油系油で汚染された実土壌を用いた微

生物分解による浄化について、トリータビリティー試

験、小規模実証試験、原位置実規模浄化試験と順を

追って行った。 

上記の試験より得られた油の濃度・種類の相違、ま

た浄化期間の相違等による浄化効果をまとめたのでこ

こに報告する。 

 

２．試験土壌について 

 

 試験等に用いた土壌の物性を表－１に示す。 

表－１ 試験土壌の物性値 

 次にそれぞれの土壌の油分含有量初期値を表－２に

示す。表に示すように汚染土壌の油種はＣ重油、潤滑

油及び灯油の３種類である。Ｃ重油模擬汚染土は川砂

とＣ重油を用い７％程度の油汚染となるように作製し

た2)。 

表－２ 試験土壌の油分測定値（初期値） 

 

 ここに油分は S316（ポリクロロトリフルオロエチ

レン）で抽出して赤外線吸光法で測定したもの、ノル

マルヘキサンによるソックスレー抽出物を公定法で測

定したもの（ｎ-Ｈｅｘ）、二硫化炭素抽出物のガスク

ロマト分析結果から測定した値（ＴＰＨ）、及び４種

類の展開液による薄層クロマトグラフィー分析結果

（イアトロスキャン）で得られた値を示す。また、油

種の判定は、ノルマルヘキサン抽出物をガスクロマト

グラフィーで定性分析した結果に基づいた。 

 

３．試験方法 

 

3.1 トリータビリティー試験の方法 

 トリータビリティー試験は、低濃度潤滑油系汚染土

とＣ重油模擬汚染土の２種類の土壌と平底の容器を用

いて実施した。低濃度潤滑油系汚染土壌の試験は

4.75 mm ふるいにかけて通過した土壌約10 kg を用い、

微生物活性剤を 0.8 wt%及び 0.4 wt%添加し、２～３

日に１回程度の頻度で攪拌し、３週間後に浄化状況を

測定した。 

試験名 模擬土壌試験
ﾄﾘｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ
小規模実証

浄化事業A 浄化事業B

項　目　　　　 土壌種類
C重油

模擬汚染土
低濃度潤滑
油系汚染土

高濃度潤滑
油系汚染土

灯油系
汚染土

2.50 2.68 2.67 －

11.1 22.2 19.6 31.4

0 0 0 0

85 21.9 34.9 7.1

15 42.3 43.6 40.3

- 21.1 14.1 51.6

- 14.7 7.4 -
砂まじり礫

（川砂）
細粒分質礫

質砂
細粒分質礫

質砂
礫まじり細粒

分質砂

G-S SFG SFG SF-G

土粒子密度　ρs g/cm3

自然含水比　wn　％

石　分（75mm以上)　　％

礫　分(2～75mm)　　　％

分類記号

砂　分(0.075～2mm)　％

ｼﾙﾄ分(0.005～0.075mm) ％

粘土分(0.005mm未満)　％

分類名

C重油
模擬汚染土

低濃度潤滑
油系汚染土

高濃度潤滑
油系汚染土

灯油系
汚染土

油分濃度（S316）　mg/kg 41000 7800 43800 870

油分濃度（n-Hex）mg/kg 1900 3900 21700 213

TPH　（C9-C10)     mg/kg 1730 38 1320 20

　〃　 （C10-C28)    mg/kg 19600 1150 27600 1150

　〃　 （C28-C44)    mg/kg 7080 924 28200 53

ｲｱﾄﾛｽｷｬﾝ(飽和分)   ％ 9.6 73.3 83.1 -

　〃　　(芳香族分) ％ 60.9 16.3 15.6 -

　〃　　(ﾚｼﾞﾝ分)   ％ 17.4 8.8 1.6 -

　〃　　(ｱｽﾌｧﾙﾃﾝ分)％ 12.1 1.6 0 -

項　目　　　　　　　土壌種類

※Ｃ9-Ｃ10：ガソリン相当分、Ｃ10-Ｃ28：軽質油相当分、Ｃ28-Ｃ44：重質油・潤滑油相当分
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 Ｃ重油模擬汚染土は微生物活性剤を 0.8wt%添加し

たケース、0.8wt%＋Ｎ（250 mg/kg）＋Ｐ（50mg/kg）

を添加したケース、及び攪拌のみとするケースを実施

した。この攪拌頻度は当初２ヶ月間では２週間に１回

程度とし、その後は放置した。 

3.2 小規模実証試験の方法 

 小規模実証試験は、屋外において低濃度潤滑油系土

壌（約１m3）を用いて実施した。試験ケースは微生物

活性剤を 0.8wt%添加したケース、及び攪拌のみとす

るケースを実施した。この攪拌頻度は２週間に１回を

原則としてミニバックホウで攪拌を行った（写真－１

参照）。 

写真－１ 小規模実証実験の攪拌状況 

 

 試験は６月中旬から９月末の約３ヶ月間とし、赤外

線吸光法による油分含有量測定の他に生菌数を評価す

るためにＡＴＰを測定した。 

 ＡＴＰとはアデノシン三リン酸のことで細菌が必ず

持つエネルギー貯蔵物質のことである。菌が死滅すれ

ば細胞内の分解酵素によりＡＴＰは急速に分解される

ためＡＴＰ濃度を測定すれば生菌数だけを算出するこ

とが可能とされている3)。 

3.3 実規模浄化試験の方法 

 実規模浄化試験における汚染土壌は約 6,000 m3 で

あり、汚染物質は潤滑油系油である。そこで高さ１m

のパイル（野積みした状態）4)を形成し微生物分解に

よる土壌の浄化を７月から約４ヶ月間に亘って行った。 

 このうち、浄化試験は低濃度潤滑油系土壌（200 m3

規模）と高濃度潤滑油系土壌（100m3 規模）の２ブ

ロックで行い、それぞれ微生物活性剤を 0.8wt%添加

し、３日に１回の頻度で重機攪拌する方法で実施した。 

 また、別のサイトでは灯油系油で汚染した土壌（約

100 m3）を対象とし、１月末～３月末の約２ヶ月間、

同様の方法（微生物活性剤 0.8wt%を添加して重機攪

拌）で実証試験を行った。 

3.4 高濃度汚染土壌を用いた活性剤増量試験の方法 

 実規模浄化試験のうち高濃度潤滑油系土壌（100 m3

規模）においては図－１に示すように更に約 20 m3ず

つ５ケースに分割し、微生物活性剤等を追添加して油

分含有量及びＡＴＰを測定した。 

 case.1 については深度方向の浄化効果確認を行う

ため、図－２に示すように30 cm毎に合計４点の油分

濃度の確認を行った。 

 また、同時に油臭を測定することによって油分含有

量との相関関係を調べた。油臭の測定機械としては高

感度酸化錫（SnO2）系熱線型燒結半導体を利用した

ポータブル臭いセンサーを使用し、油臭は相対値なが

ら０～2,000の値として出力される。 

 

４．試験結果と考察 

 

4.1 トリータビリティー試験の結果 

ａ．低濃度潤滑油系油汚染土壌における試験結果 

 トリータビリティー試験の３週間後の油分濃度測定

結果を図－３に示す。 

 どちらのケースにおいても初期濃度1,100 mg/kgの

図－１ 試験ブロックとケース 

図－２ サンプリング位置標準断面 

奥村組技術研究年報　No.29 2003.7



 

- 27 - 

低濃度潤滑油系油汚染土壌が３週間後には 200 mg/kg

以下に低減している。微生物活性剤添加率 0.4wt%と

いう少量においても浄化効果がある結果が得られたが、

これは土壌量が少なく攪拌効果が充分に発揮されたこ

とに起因していると考えられる。 

 次に油成分別の変化量を図－４に示す。 

 図より、ガソリン相当成分はもとより軽油相当成分、

潤滑油相当成分も大きく低減していることがわかる。

この試験結果も微生物活性剤添加による浄化方法が潤

滑油系油にも適用できることを示している。 

 以上の結果から、低濃度潤滑油系油で汚染された土

壌サイトの浄化をする際は、微生物活性剤の添加とパ

イルを作成しての重機攪拌による分解処理の適用が可

能であると判断できる。また、十分な攪拌が実現でき

る場合には、微生物活性剤の添加量は 0.4wt%でも支

障はないと考えられる。しかし、実サイトへの適用時

は、攪拌混合性の低下を考慮して 0.8wt%程度を選択

することが望ましいと考えられる。 

ｂ．Ｃ重油模擬汚染土壌の試験結果 

 Ｃ重油模擬汚染土壌によるトリータビリティー試験

結果を図－５に示す。 

 どのケースにおいても緩やかな油分含有量の低下が

見受けられ、また活性剤等の添加効果も確認できる。 

 しかし浄化率について、どの結果も１年間で 25％

～55％程度であり、低濃度潤滑油系油汚染土壌におけ

るトリータビリティー試験と比較して満足のいく結果

とは言い難い。 

 これは、実際の汚染土壌が自然環境下に長期間存在

しているのに対して、自然条件を受けにくい環境に

あった事と攪拌曝気作業が最初の２ヶ月間だけであり

微生物が好む好気性の状態を持続的に形成できなかっ

たことが一因であると推測される。 

4.2 小規模実証試験の結果 

 小規模実証試験における油分含有量の試験結果を図

－６に示す。 

 図より、どちらのケースも開始６週間までに急激な

油分含有量の減少が見受けられる。 

 微生物活性剤の添加無しではほぼ満足できる程度の

浄化まで６週間かかり、14 週経過時点で初期値

7,800mg/kg が 685mg/kg まで油分含有量が減少してい

る。 

 

 図－３ トリータビリティー試験における油分含有量の変化
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 一方、微生物活性剤を添加したケースでは急

速に 3,800mg/kg まで低下し、２週間でほぼ満

足できる程度まで浄化が進んでいる。また、14

週目の計測では 123mg/kg まで油分含有量が減

少した。 

 次にＡＴＰの測定結果を図－７に示す。 

 微生物活性剤を添加したケースではバラツキ

が大きいものの、分解促進が得られた４週まで

は添加無しのケースよりも大きな値を示し、分

解時に微生物活動が活発化したことを反映した

結果と推測される。 

 以上の結果から、低濃度潤滑油系油汚染土壌に

おいて微生物活性剤の添加と攪拌曝気作業は油成

分分解の進行を促し、浄化速度を促進させる効果

があると言える。 

4.3 実規模浄化試験の結果 

ａ．潤滑油系汚染土壌サイトの試験結果 

 原位置で実施した実規模の潤滑油系汚染土壌浄

化試験結果を図－８に示す。 

 図より、初期値が20,000mg/kgを下回るような

低濃度潤滑油系油汚染土壌に対しては６～８週間

で満足できる程度まで浄化が進んでおり、その後

も僅かにではあるが浄化が進行している。 

 しかし、初期値が30,000mg/kgを超えるような高

濃度潤滑油系油汚染土では６～８週間で

20,000mg/kg 程度まで浄化するものの、その後の変

化はあまり無く、この浄化条件下での浄化は難しい

と考えられる。 

 このような、高濃度潤滑油系汚染土壌に対して活

性剤を増量した試験結果を図－９～11に示す。 

 まず、case.１における深度別の油含有量の変化

を図－９に示す。ここで、GL-90cm 及び GL-120cm

のデータが３週で途切れているのは、４週目に浄化

ヤードを拡張して汚染土壌を薄く広げたことにより

汚染土壌の厚みが70cm程度となったためである。 

 図より、各深度とも同様の油分含有量の低下傾向

が見受けられ、深度による油分含有量の違いは無い

と考えられる。この結果、パイル作成による攪拌曝

気作業が円滑に行われ、深度方向における浄化は均

一に効果をあげていることがわかった。 

 次に case.１～５の油分含有量の経時変化を図－

10に示す。 

図－７ 小規模実証試験におけるＡＴＰの推移 
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図－８ 実規模浄化試験における潤滑油系油分含有量の推移
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 図－９ 高濃度潤滑油系汚染土壌における深度別油分含有量の推移 
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 図より、僅かではあるが case.2（砂質土を混合

したもの）及び case.5（活性剤 1.2%追添加したも

の）の油分減少量が大きく、浄化に有効であること

が読み取れるがその傾向は顕著ではない。どのケー

スにおいても初期値 43,800mg/kg が３～５週間で

10,000～20,000mg/kg に減少しただけでその後は低

下傾向が現れているとは言い難い。同様にＡＴＰ測

定値の経時変化を図－11 に示す。バラツキはある

ものの全体の傾向としては、追添加後一度減少しそ

の後増加するという現象を示しているが、８週前後

からまた減少しはじめるという複雑な挙動が確認さ

れた。追添加なしの場合と比較し菌体数の増加が大き

かったのは、case.2（砂質土を混合したもの）及び

case.5（活性剤 1.2%追添加したもの）であった。

case.2 については、砂質土の混合による好気性状態

の持続が要因であり、また、case.5 についてはやは

り微生物活性剤の増量が要因であると考えられる。 

 この２つの試験結果から、case.2 及び case.5 の条

件が浄化に対して有効であることがわかったがその有

効性は他のケースと比較してさほど大きなものではな

く、微生物活性剤の追添加が有効であると結論付ける

までには至らなかった。 

 以上のことから、高濃度潤滑油汚染土に対して微生

物活性剤を増量すれば一定の浄化までは至るが、10

週程度で十分な浄化を達成するのは困難であり、更に

長期的な処理等が必要になると考えられる。 

ｂ．灯油系汚染土壌の試験結果 

 灯油系油汚染土壌約 100 m3 を対象とした浄化処理

結果を図－12に示す。 

 図より、僅か１週間で初期濃度 600mg/kg の灯油系

汚染土壌が86mg/kgまで浄化されており、灯油系油に

対しても活性剤添加と攪拌による浄化手法が有効であ

ると言える。 

 また、活性剤添加後灯油系の油臭が急激に軽減され

たことから、油臭の低減という観点からも微生物活性

剤は有効であると考えられる。 

4.4高濃度汚染土壌を用いた活性剤増量試験の結果 

 臭気センサーによる臭気測定値を図－13に示す。 

 油臭については case.5(活性剤 1.2 %追添加したも

の)の減少量が一番大きく、次いで case.4（活性剤

0.8 %＋Ｎ、Ｐを追添加したもの）、case.3（活性剤

0.4 %＋Ｎ、Ｐを追添加したもの）の順となった。 

 この結果より微生物活性剤の添加による油臭の減少

は添加量に比例すること、更に栄養塩の添加も油臭の

減少に効果的であることが推測できる。 

 次に油臭と油分含有量の相関関係を図－14 に示す。 

 対象サイトの汚染土壌においては油臭のほかにヘド

ロ臭が含まれていたため、油臭以外の臭気も採取して

しまい若干バラツキが出たが、ある程度の相関関係が

あることは確認できた。 

 今後の課題として油成分と油臭の関係評価やデータ

蓄積を行う必要はあるが、油汚染土壌の評価方法とし

て有効な手段となると考えられる。 

 

図－11 高濃度潤滑油系汚染土壌におけるＡＴＰの推移
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図－12 実規模浄化試験における灯油系油分含有量の推移
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図－13 高濃度潤滑油系汚染土壌における油臭測定値の推移
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５．まとめ 

 

 本試験では、Ｃ重油、潤滑油系油及び灯油系油の３

種類の油で汚染された土壌を使用して微生物分解処理

試験を行い、油種や濃度の相違による適用性を把握し

た。その結果をまとめれば以下のようである。 

ａ．トリータビリティー試験の結果 

 低濃度潤滑油系油汚染土壌を使用し、微生物活性剤

添加量0.4wt％及び0.8wt%にて試験を行った結果、ど

ちらのケースにおいても油分濃度が３週間で

1,100mg/kgから200mg/kg以下に低減した。 

 一方、Ｃ重油模擬汚染土においては微生物活性剤添

加無しのケースと比較して微生物活性剤の有効性は確

認できたものの、その浄化率は１年間で約 55％と決

して満足のいく結果は得られなかった。これは、模擬

汚染土であることや攪拌曝気作業条件の違いによると

考えられるが、その差異の発生原因については今後の

課題である。 

ｂ．小規模試験の結果 

 低濃度潤滑油系油汚染土壌を使用しての１m3規模の

試験では、トリータビリティー試験結果と現場での攪

拌性を考慮して微生物活性剤の添加率を 0.8wt%に設

定した。その結果、微生物活性剤添加無しの土壌では

油分初期濃度 7,800 mg/kg であったものが 14 週間で

685mg/kg までしか低減しなかったのに対し、微生物

活性剤を添加した土壌は 123mg/kg まで低減した。こ

の結果は微生物活性剤添加により油分解速度の促進が

得られたと判断できる。 

ｃ．実規模浄化試験の結果 

 潤滑油系実規模汚染サイトでは、トリータビリ

ティー試験や小規模試験結果を考慮して微生物活性剤

を0.8wt%添加した。その結果、油分濃度初期値8,500

～16,500mg/kg の低濃度汚染土では７週間で 1,800

～1,900mg/kg まで浄化が進んだ。しかし、初期濃

度 30,400mg/kg の 汚 染 土 壌 は 13 週 間 で

19,500mg/kg までしか低減できないという結果が得

られた。また活性剤を追添加する試験も行ったがそ

の有効性を確認するまでには至らなかった。従って、

油分含有量３％を超えるような高濃度汚染土壌に対

して、微生物分解処理には限界があり、加熱処理や

簡易洗浄処理等と組み合わせる工事計画が必要であ

ると考えられる。 

 灯油系油で汚染されたサイトでは微生物活性剤

0.8wt%を添加することで、僅か１週間で初期濃度

600mg/kg が 86mg/kg まで浄化された。また、微生物

活性剤を添加することにより油臭が低減される事も確

認された。 

 以上のことから油分濃度や油種を考慮すれば、微生

物活性剤を用いた分解処理浄化は有効であると言える。 

ｄ．高濃度汚染土壌を用いた活性剤増量試験の結果 

 今回の試験では油臭をポータブルタイプの測定器で

観測したが、高濃度汚染土壌に対して高い油臭測定値

を示す等、油分含有量と油臭相関関係にあることを確

認した。今後は他種の油においても油臭を測定するこ

と等のデータを蓄積すれば油汚染土壌の有効な評価手

段となり得るものと考えられる。 
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 図－14 高濃度潤滑油系汚染土壌における油分－油臭相関関係
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－粉塵抑制技術と除染水処理技術－ 

 

亀田 茂＊   小西正郎＊    

秋吉敏二＊＊  西田新一＊＊＊  

 

 
＊技術研究所 ＊＊東京支社土木部 ＊＊＊東京支社機械部 

１． はじめに 

 

焼却施設の解体工事では、各種汚染物が発生するこ

とから発生した汚染物による除染従事者への暴露低減

や環境中への漏出防止の観点から管理区域を定めた湿

式による除染方法が除染の基本的工法となっている。

発生汚染物で暴露や漏出の可能性が高いものとして除

染時の発生粉塵と汚染排水が挙げられる。 

以上のことから焼却施設の解体処理技術として発生

粉塵の抑制技術とダイオキシンを含む排水の効率的な

処理技術が重要になってくる。本稿では、薬剤を添加

した微粒子ミストによる粉塵抑制技術および光触媒と

膜分離によるダイオキシン含有排水処理について種々

の基礎実験を実施したので報告する。また、実現場で

の水処理技術の適用結果についても報告する。 

 

２．微粒子ミストによる粉塵抑制技術 

 

焼却施設の解体に際しては厚生労働省による解体マ

ニュアルが作成されており、その中で管理区域が規定

されている 1)。除染従事者への暴露低減や環境中への

漏出防止、また作業効率という観点からも作業空間内

の粉塵濃度を低減させることが非常に重要になってく

る。また、施設の運転・点検時の作業改善においても

粉塵濃度の低減化は重要な課題である。 

建屋内には大量の焼却に伴って生じた飛灰が蓄積し

ており、これらの飛灰にはダイオキシン類が含まれて

いると考えられる。この集積飛灰や付着した汚染物の

除去を行う際、真空掃除機や研磨機を用いられる場合

が多く、これらは粉塵発生源となる。 

著者らはすでに水道水を微粒子水滴にして利用する

浮遊粉塵抑制手法を開発している 2)。しかしながら噴

霧時間が多くなると視界が低下することや沈降した粉

塵が乾燥とともに再浮遊する問題があった。そこで視

界低下を引き起こす粒径の大きさや噴霧時間との関係

を把握するとともに、微粒子水滴に薬剤を添加するこ

とで粉塵の再浮遊を防止する効果について実証実験を

実施し検証を行った。 

2.1 薬剤噴霧による粉塵沈降速度改善 

粉塵の沈降速度が遅い原因は、粉塵粒子表面が撥水

性であるため噴霧した水と粉塵粒子が付着しにくく、

粒子が大きくなりにくいためと考えられる。そこで界

面活性能を有する薬剤をミストに添加する手法が有効

と思われるため、実証実験にてその効果を確認した。 

ａ．実験方法 

粉塵は、ミスト発生ノズルを 1.5m ピッチで３つ取

り付けた密閉空間（3.5m×7.8m×2.5mm=68.25 空m3）

内で発生させ、負圧除塵装置を作動させながら空間内

粉塵測定を行った。粉塵量はろ紙捕集により測定した。 

表－１に粉塵沈降速度改善に使用する薬剤成分を記

す。 

表－１ 薬剤基本組成 

 

ｂ．実験結果 

図－１にミストを噴霧しなかった場合の捕集粉塵量

と水ミストおよび薬剤ミストを噴霧した場合の空気中

の捕集粉塵量を示す。 

ミストを噴霧することで空気中の捕集粉塵量が大き

く低減している。 

薬剤種類 沈降速度改善用薬剤（白色） 

成分(%) 石油系エマルジョン 

グリセリン 

界面活性剤 

水 

防腐剤 

10 

３ 

１ 

86 

微 

粘度(mPa･s) 3.17（水：2.70） 

乾燥残留物(%) 8.4 
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ミスト噴霧をしない場合は、浮遊粉塵量が５分間で

約半分程度であるが、ミスト噴霧を１回（１分間）す

れば浮遊粉塵量は５分間で 1/5～1/7 程度になってい

る。これは、噴霧によって浮遊粉塵の沈降速度が急速

に高まり、空気中の粉塵量が低下したためと考えられ

る。ただ、薬剤を添加する効果については明瞭に観察

できなかった。薬剤を添加した場合には、表面張力が

低減し発生する微粒子水滴径が水道水噴霧に比べ小さ

くなり過ぎたことが影響したと思われる。 

2.2 噴霧による有視界距離の低下 

微粒子水滴の噴霧時間が長くなると有視界距離（視

界が良好な距離）が低下することが懸念されるため噴

霧時間と視界の関係を調べた。 

ａ．有視界距離の測定方法 

有視界距離の測定方法は一辺300mmの白紙に太さ５

mm の二重線の十字を描き、目視にてその十字線が

はっきり見える距離とその時の噴霧時間を計測した。 

ｂ．ミスト水滴の粒径 

本実験では水圧0.2MPa，空気圧0.3MPa を噴霧ノズ

ルに与える噴霧条件でミストを発生させた。今回のノ

ズルではこの条件で水量 140ml/min、空気量 90l/min

が放出されるので、気水体積比は642となり図－２に

よるとミスト水滴の平均粒径は約20μmとなった。 

 有視界距離の測定結果を表－２に示す。 

表－２ 有視界距離と噴霧時間 

  ５ｍ ４ｍ ３ｍ 

水噴霧（秒） 190 270 405 

薬剤噴霧（秒） 110 130 170 

 

有視界距離については水噴霧の場合は400秒以上噴

霧しても３m 以上の有視界距離を確保できるが薬剤を

用いた場合は170 秒の噴霧で有視界距離が３m 以下に

なった。これは薬剤を噴霧した場合、粒子径が水道水

に比べ小さくなっており沈降速度が遅くなっているた

めと考えられる。水滴の粒子径は表面張力と大きく関

係があるので薬剤の表面張力を測定し、任意の粒子径

発生方法を検討した。 

ｃ．表面張力測定 

薬剤には界面活性剤が添加されているので表面張力

が小さくなり、水道水と同じ噴霧条件（水圧 0.2MPa，

空気圧 0.3MPa）では水道水に比べより小さな水滴と

なると考えられる。そこで薬剤の表面張力を毛管上昇

法で測定した。 

内径 0.5mm と１mm のガラス管を用いて水道水と薬

剤の毛管上昇高さを測定した。その結果を表－３に示

す。 

表－３ 毛管上昇測定 

ガラス管 内径0.5mm 内径1.0mm 

水道水 55mm 30mm 

薬剤 28mm 15mm 

この結果より薬剤の毛管上昇高さは水道水の約半

分であることから、表面張力も水の半分の値である

36×10-3N/m程度であることが分かった。 

ｄ．薬剤ミストの粒径 

同じ飽和水蒸気圧下では表面張力が半分になれば

水滴の半径も半分になることから今回使用した薬液ミ

スト水滴の大きさは水道水の約半分程度と考えられる。 

ストークスの式では粒子の沈降速度は粒子径の２乗

に反比例するので、薬剤を使用した場合には水道水に

比べ４倍程度の沈降時間を要することになる。 

すなわち、薬液を使用した場合は水道水を使用した

場合に比べミスト状態が４倍永続することになるので

有視界距離に大きな差違が生じ、表－２のような結果

が得られたと考えられる。 
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噴霧なし 水噴霧 薬剤噴霧

１～５分(噴霧なし） ６～１０分 １１～１５分

図－１ 捕集粉塵量 
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図－２ 気水体積比と発生ミスト径
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薬剤を噴霧した場合、平均粒径を20μm程度にする

ためには気水体積比（空気量/水量）を小さくすれば

表面張力が半分程度でも水道水と同程度の粒径のミス

トが発生できると思われる。今回の場合は水圧

0.2MPa、空気圧 0.2MPa とすればノズル性能より水量

182ml/min、空気量60 l/minが放出されるので図－２

のグラフより気水体積比は300程度となり、薬剤をこ

の条件下で噴霧すれば平均粒径が20μm程度のミスト

を発生させることができると考えられる。 

2.3 薬剤噴霧による粉塵再浮遊抑制 

沈降した浮遊粉塵や堆積粉塵が集塵作業などで再浮

遊しないようにするためには、堆積している粉塵表面

に衝撃を与えないで被膜を形成させることが効果的と

考えられる。そこで、高分子系の薬剤をミスト状にし

て空間に噴霧し堆積粉塵表面に皮膜を形成させ粉塵の

再浮遊抑制の効果を実現場で検証した。 

ａ．実験方法 

廃炉となった旧焼却場建家内部で可搬式ミスト発生

機（写真－１）を用いて薬剤添加ミストを噴霧した場

合と噴霧しなかった場合について、発生粉塵量を測定

し粉塵の再浮遊について検討した。 

測定は建家内に人が入らない場合（無人）と人が

入って動き回った場合（有人）の粉塵カウントを粉塵

計にて行った。実証実験の様子を写真－２に示す。

表－４に粉塵再浮遊抑制に使用する薬剤成分を記す。 

表－４ 薬剤基本組成 

ｂ．実験結果 

建家内に人が入らない場合（無人）と人が入って動

き回った場合（有人）の浮遊粉塵発生量の比を薬剤添

加ミストを噴霧しない場合と噴霧した場合について散

布一週間後に測定した結果を図－３に示す。薬剤を噴

霧しなかった場合、人が建家内に入り動き回る（５分

間）と浮遊する粉塵量が急激に上昇するが薬剤を噴霧

した場合は、人が入って動き回ってもほとんど浮遊粉

塵量の増加は見られないことが確認できた。これは堆

積粉塵表面に形成された薬剤被膜が粉塵の浮遊を防止

したものと考えられる。 

しかしながら、その被膜そのものは非常に薄いもの

なので集塵作業時には被膜が壊され，再浮遊防止効果

もなくなる懸念がある。

本薬剤がどの程度飛灰に浸透するかを試験したとこ

ろ、本薬剤１mlで飛灰１gに浸透することがわかり、

これを今回の実証実験での薬剤浸透深度に換算すると

0.035mm となった。堆積粉塵に薬剤をすべて浸透させ

て集塵作業を実施するには大量の薬剤と時間が必要で

あるため、ミストの散布方法を工夫する必要があると

思われる。 

薬剤種類 再浮遊抑制用薬剤（無色）

成分(%) 

PVA(ﾎﾟﾘﾋﾞﾆﾙｱﾙｺｰﾙ) 

グリセリン 

界面活性剤 

水 

防腐剤 

10 

３ 

１ 

86 

微 

粘度（mPa･s） 14.9  

乾燥残留物(%) 12.0  
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経過時間（分）

噴霧なし

噴霧あり

図－３ 浮遊粉塵比 

写真－１ ミスト発生機 

写真－２ 実験状況 
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３．除染水重金属処理に関する基礎検討 

 

著者らは既設焼却場解体時において除染時に発生す

るダイオキシン類を含んだ排水をメッシュ膜を利用し

て処理する膜分離水処理法を開発している。これは、

除染時に発生するダイオキシン類を固形物の微粒子

（排水中の浮遊物質）を低減、すなわち濁度を低減さ

せる方法である。しかしながら、焼却過程で消石灰を

利用する事が多いため焼却物は高アルカリになり両性

金属である鉛などが除染水中に多く溶出するおそれが

ある。これら重金属類は、溶出に関して pH の依存性

が高く、濁度を低減させるだけでは処理できないこと

が予想されるため、その検討を行った。 

重金属処理に関する検討として光触媒表面での析出

量を紫外線の照射時間をパラメータにした実験（析出

試験）、活性炭での処理実験、イオン交換樹脂処理実

験を実施した。対象とした重金属類は鉛(Pb)、カドミ

ウム(Cd)、６価クロム(Cr6+)、ヒ素(As)である。 

3.1 重金属析出試験 

処理時間（紫外線照射時間）と溶液中の重金属濃度

の関係を実験にて把握することを目的とする。 

ａ．試験方法 

光触媒は酸化チタン ST-01 (石原産業製 粒径７nm 

比表面積340m2/g)を使用した。 

実験は飛灰洗浄排水を模擬するため石灰水を用い高

アルカリ側の重金属溶液を調整した。 

調整方法は、精製水１l 中に水酸化カルシウムを溶

かし石灰水を作成し、この石灰水に重金属標準液

(Pb:100mg/l,Cr:100mg/l,Cd:100mg/l,As:100mg/l) を

各 2々0ml/l 添加して撹拌した。光触媒を0.1g/l 添加

し紫外線ランプ（ブラックライト ピーク波長

360nm）を照射し、30 分ごとに pH 測定するとともに

溶液を採水し、0.45μm のメンブレンフィルターろ過

後、原子吸光度計にて重金属濃度を測定した。 

ｂ．試験結果 

試験結果を図－４に示す。 

光触媒表面に紫外線を照射することによって、光触

媒表面で強力な酸化還元反応が生じる 3)。一般的に重

金属は還元体の電子エネルギーが低く、イオンの電子

受容能が高いため溶液中のイオン化した重金属は光触

媒表面で還元され析出すると考えられる。試験結果を

見ると６価クロム以外の重金属は３０分以内で重金属

濃度が低減した。６価クロムの低減が進まなかったの

は、Cr2O7
-という形の６価クロムから３価のクロムに

は還元され易いが３価のクロムは還元され難いことが

理由と考えられる。 

3.2 活性炭処理試験 

粉末活性炭はダイナミック膜処理の分離に都合がよ

いことからイオン化した重金属を活性炭にて吸着処理

できるかを検討した。 

ａ．試験方法 

粉末活性炭は白鷺 CW50（武田薬品）を用いた。重

金属溶液は重金属析出試験と同様な方法で調整した。  

この重金属溶液に粉末活性炭を１g/l 添加撹拌後、

溶液を採水し0.45μmのメンブレンフィルターろ過後、

原子吸光度計にて重金属濃度を測定した。 

ｂ．試験結果 

試験結果を表－５に示す。 

表－５ 活性炭吸着 

 

 

 

 

 

  

 ６価クロム以外の重金属は活性炭によく吸着される

ことが分かった。 

3.3 イオン交換樹脂処理試験 

イオン交換樹脂にイオン化した重金属を通し、処理

量と処理効果を検討した。 

ａ．試験方法 

陽イオン交換樹脂はアンバーライト IRC748（Rohm 

and Hass 社製）を使用した。重金属溶液は重金属析

出試験と同様な方法で調整した。 

粉末活性炭添加  

pH 12.1 

Pb(mg/l) 0.07 

Cr(mg/l) 0.7 

Cd(mg/l) ND 

As(mg/l) ND 

図－４ 重金属析出試験 
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カラムにイオン交換樹脂２g を充填し、このカラム

に重金属溶液を通して 50ml 毎に原子吸光度計にて重

金属濃度を分析した。 

ｂ．試験結果 

試験結果を図－５に示す。 

 ６価クロムとヒ素がイオン交換樹脂で処理しにく

かった。これは６価クロムやヒ素はマイナスイオンと

して振る舞うことが影響しているものと考えられる。 

3.4 重金属処理に関するまとめ 

６価クロムの処理がどの手法でも困難であった。こ

のため６価クロムを処理する場合は、３価のクロムに

還元させて水酸化物として沈殿回収するか陰イオン交

換樹脂を用いて除去するなどの手法を用いなければな

らないと考えられる。またクロムは物理的処理（活性

炭吸着）によってもある程度処理が可能であるので活

性炭を併用することも有望と思われる。いずれにして

も６価クロムが除染水中に検出された場合は注意を要

することが確認された。 

 

４．実現場における除染水処理 

 

廃焼却施設の解体実現場にてメッシュ膜ろ過（ダイ

ナミック膜ろ過）と光触媒・限外ろ過膜ろ過を用いて

除染水の処理を行い、処理水の再利用や放流水の水質

などの検討を行った。 

4.1 除染水ろ過処理の原理 

焼却施設解体現場では、壁面や管路の内部面に付着

した汚染物を高圧洗浄にて除去を行うのが一般的であ

る。ここで発生した排水にはダイオキシン類や重金属

類に汚染されている浮遊懸濁物質が多く含まれている。

このような排水の処理は固液分離が基本となるが、従

来の凝集沈殿法では濁度を 10 度以下に低減させるこ

とが困難でありダイオキシン類の排出基準(10pg-

TEQ/l)を満たさないことが想定されるため後段に砂ろ

過や活性炭ろ過の処理工程を追加している。この方法

では、設備が大きくなるばかりでなくろ過砂や活性炭

も汚染物になり汚染物の増大につながる。そこで、固

液分離性能が良く、設備的にもコンパクトになるダイ

ナミック膜ろ過を基本とし、より高度処理が可能であ

る光触媒・限外ろ過膜ろ過を組み合わせたシステムを

開発した。除染水処理フローは、図－６に示すように

ダイナミック膜ろ過処理にて除染水の再利用を図り、

高度処理にて最終放流するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．ダイナミック膜ろ過 

図－７に示す濁水のろ過現象のうちケーキろ過現

象を利用したろ過手法である。本システムで用いる

炉材は平均 33μm 前後の孔径を有するステンレス

メッシュ膜である。このろ過膜の外側から内側に排

水を水頭差（ろ過圧力）を低くしながら通過させる

ことにより、排水中の浮遊懸濁物質を利用して膜面

にケーキ状の層を形成させて、これを膜面にして排

水中の濁度を低減させる手法をダイナミック膜ろ過

と呼んでいる。 

図－５ イオン交換樹脂試験 

図－１ 処理フロー概念図

洗浄排水

ダイナミック膜ろ過

光触媒添加

限外濾過膜ろ過

放流

貯留、水質確認

原水

限外ろ過膜ろ過

図－６ 除染水処理フロー 
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ｂ．光触媒・限外ろ過膜ろ過 

光触媒による処理とは、太陽光や蛍光灯などから出

る近紫外線（380nm 以下）のエネルギーによって光触

媒表面で発生する強力な酸化力と還元力を利用し、難

分解性有機物の処理を行うものである。ここでは光触

媒として微粉末の酸化チタンを用い、これを処理水中

に懸濁させ、紫外線ランプを一定時間照射して処理す

るシステムとしている。イオン化した重金属類も光触

媒表面上で発生する強力な還元力により還元析出され

て処理される。 

限外ろ過膜処理は、１５万分画の中空糸膜を用いて

懸濁している光触媒微粒子を回収することを目的にし

ている。 

4.2 実現場における除染水の処理 

 焼却施設解体現場で発生した除染水を再び高圧洗浄

に使用できる程度まで濁度を低減させて再利用するこ

とが、汚染水量の低減からも重要である。 

本現場では、図－６のフローに基づいて循環再利用

と高度最終処理を行い、その処理効率（透過流束）や

処理水質の検討を行った。 

実現場にて除染水の処理を実施した結果、単位時間

当たりの処理量とメッシュ膜面積より、本システムで

の透過流束は10m/d（10m3/m2/day）の値が得られた。 

表－６ 処理水の水質 

 
ダイオキシン類 

（pg-TEQ/l） 

鉛 

（mg/l） 

濁度

(NTU)

除染水 200 0.05 75 

ダイナミッ

ク膜処理水 
0.099 0.05 3.9 

高度処理水 0.0055 0.005未満 2.3 

処理水の水質については表－６に示すようにダイナ

ミック膜ろ過のみでも排出基準（ダイオキシン類は

10pg-TEQ/l、鉛は 0.1mg/l）を満足している。また、

濁度も大きく低減し、高圧洗浄水として再利用が十分

可能であった。高度処理した場合は、その１／20 程

度までダイオキシン類の低減が図れた。 

また、他の実現場での処理結果でも同程度の低減率

(25000pg-TEQ/l 12pg-TEQ/lと99.95%の除去)が得ら

れており、本システムの有効性が確認できたとともに

以下の知見も得られた。 

ⅰ．除染されたダイオキシン類や重金属類はイオン

化せず SS とともに排出されるため固液分離を主

とするダイナミック膜ろが有効である 

ⅱ．ダイナミック膜ろ過でダイオキシン類の除去率

99.95%の値が得られ、ダイナミック膜ろ過のみ

で排出基準を満足させるには原水のダイオキシ

ン類濃度20,000pg-TEQ/lが一つの基準となる 

 

５．まとめ 

 

焼却施設解体処理技術の要素技術として発生粉塵の

抑制技術と除染排水の処理技術について基礎実験、実

現場での実証を行った。薬剤を添加した微粒子ミスト

による粉塵抑制技術については粉塵の再浮遊に大きな

効果が確認できた。コンパクトな装置を用い、低コス

トで行える技術であるので実現場での採用を積極的に

提案していきたい。また、ダイナミック膜ろ過と光触

媒・限外ろ過膜によるダイオキシン含有排水処理につ

いては多くの実現場で実証を行い、より効率的な除染

水処理方法や濃縮汚泥の処理方法について検討を行い、

完成された処理システムを目指していきたい。 

 焼却場解体技術として開発してきた粉塵抑制技術に

ついては㈱トリムテック、川口薬品㈱の協力を得なが

ら実施してきた。また、ダイナミック膜ろ過処理につ

いてはダイセン・メンブレン・システムズ㈱の多大な

る協力を得た。ここに感謝の意を表する。 
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2) 亀田茂他、「焼却施設の解体処理に伴う汚染防止

技術の開発」、奥村組技術研究年報、№27、

pp.31-32、2001 

3) 村澤貞夫、「酸化チタン光触媒とその応用」、色材、

Vol.69、No.7、pp.444-454、1996 

図－７ ろ過現象 
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リ・バースコンクリートの開発 
－解体コンクリートを全量使用した現場再生コンクリート－ 
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＊技術研究所 

１．まえがき 

 

 国土交通省の調査による 2000 年のコンクリート解

体材の排出量は3500 万トンで、そのうちの 98 %は再

資源化されている 1)。その大半は道路用の路盤材とし

て使用されているが、2030年の排出量は1億7000万

トンと４倍以上になるのに対し 2)、道路用路盤材の需

要は漸減すると予想されている 3)。一方では、建設リ

サイクル法およびグリーン購入法の施行により、特定

建設資材（コンクリート、木材、アスファルト・コン

クリート等）の分別解体と再資源化の義務づけ、公共

工事における環境負荷低減に資する物品等の調達の推

進が図られ始めている。 

そこで、解体コンクリートのリサイクル性の向上と

環境負荷低減を目的に「解体コンクリートを現場内で

骨材に 100 %リサイクルする現場再生コンクリート

（以下、リ・バースコンクリート:Re-birth Concrete

と称す）」を開発した。 

 本報告では、リ・バースコンクリートの工法概要、

品質および適用例を紹介する。 

 

２．リ・バースコンクリートの工法概要 

 

2.1 リ・バースコンクリートの開発コンセプト 

図－１に通常の再生コンクリートとリ・バースコン

クリートの製造プロセスを示す。通常の再生コンク

リートは、解体コンクリートを発生した現場から再生

骨材処理工場に運搬して破砕、ふるい分けにより再生

骨材を製造する。この再生骨材を生コン工場に運搬し

て再生コンクリートを製造し、使用する現場に運搬す

る必要がある。なお、通常の再生骨材のリサイクル率

は、粗骨材のみの場合で 40～50 %、細骨材と粗骨材

で80 %程度であり、残りは廃棄処理されている。 

これに対して、リ・バースコンクリートは、解体コ

ンクリートを発生または近傍の現場で破砕後、その破

砕物を無調整で全量を骨材とし、セメント・水・化学

混和剤とで練り混ぜて製造する現場再生コンクリート

である。したがって、「現場外に廃棄処理するものが

ない」、「重量物の運搬距離が短くなり、二酸化炭素排

出量の低減が可能となる」など、環境保全に優れた技

術である。 

解体コンクリート発生現場

再生骨材 処理工場
 

破  砕  
 

ふるい分 け 
 

再生骨材  
（使用不可分は廃棄処理）

生コン工 場 

再生コンクリート打設現場

運搬

運搬

運搬

 
コンクリートの解体  

 
破  砕  

（ 100%骨材に使 用）  
 

練り混ぜ  
 

打  設  

同一現場

図－１ 製造プロセスの比較 
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図－２ リ・バースコンクリートの製造方法 
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2.2 製造方法と製造装置 

シンプルな製造方法と材料構成をコンセプトにした

製造方法を図－２に示す。あらかじめ油圧ブレーカ等

により一次破砕した解体コンクリート塊を練り混ぜる

直前にクラッシャーで40 mm以下に破砕し、そのまま

無調整の破砕物を計量ホッパーで１バッチ分自動計量

する。破砕物と同時に自動計量した水・セメント・混

和剤をミキサーに投入して練混ぜ、排出する。この製

造過程で新たに天然骨材を全く使用しない。また、解

体コンクリート塊を練り混ぜ直前に１バッチ毎に破砕

することで解体コンクリート破砕物の水分および粒度

管理が容易になる4)。 

 簡便な現場間の移動方法および設置・撤去作業をコ

ンセプトにした製造装置を写真－１に、主な仕様を表

－１に示す。製造装置は、クラッシャー、急傾斜ベル

トコンベア、計量ホッパーおよびミキサーを中心とし

た機械部と架台部の２分割とし、架台部を機械部に被

せることで運搬がトラック１台で可能となり、設置・

撤去時間も２～３時間と短い。コンクリートの製造能

力は標準装備で最大５m3/h、大型クラッシャーの追加

により20 m3/hまで対応可能である5)。 

2.3 特長と適用範囲 

ａ．特長 

ⅰ．リサイクル性の向上 

解体コンクリートをコンクリート用骨材に 100 %

リサイクル可能である。 

ⅱ．環境保全への貢献 

現場外に廃棄処分する解体コンクリートがない、

新たに天然骨材を使用しない、重量物の運搬距離が

短くなり、二酸化炭素排出量の低減が可能となる。 

ⅲ．コンパクトな製造装置 

トラック１台で運搬が可能で設置・撤去が容易で

ある。 

ⅳ．コスト縮減の可能性 

製造費は、現場所在地および製造数量に大きく影

響され、解体コンクリート処分費と新規コンクリー

ト購入費の合計に比べて同等から最大で約 30％の

コスト縮減が可能である。 

ｂ．適用範囲（用途） 

 リ・バースコンクリートはJIS規格外のコンクリー

トのため、適用に際しては発注者、設計者の承認が必

要であり、均しコンクリート、土間コンクリート、裏

込めコンクリート、小型重力式擁壁、各種コンクリー

トブロックなどの無筋コンクリートに適用する。 

 

３．リ・バースコンクリートの諸特性 

 

3.1 解体コンクリートの特性 

ａ．解体コンクリートの基本物性例 

 表－２に破砕能力 8t/h のジョークラッシャーで破

砕した解体コンクリートの基本物性例を示す。解体コ

ンクリート破砕物の吸水率および密度は、細骨材相当 

製造能力 
平均4.0m3/h,最大5.0m3/h 
(大型破砕機の追加により20m3/h) 

総重量 12.5t 
必要総電力 40kW 
製造時寸法 長さ8.5m,幅3.0m,高さ4.0m 
運搬時寸法 長さ8.5m,幅2.0m,高さ2.4m 

破砕機 
ジョークラッシャー,処理能力8t/h 
標準投入塊寸法 200mm 
(ｸﾗｯｼｬｰｻｲｽﾞにより変動) 

磁選機 150ガウス,幅300mm,長さ820mm 
ベルトコンベア 急傾斜型 ,傾斜角50°,搬送能力15t/h 
破砕物計量ホッパー 容量1.0m3,ロードセル型自動計量式 
水計量タンク 容量0.2m3,電極棒型自動計量式 
ミキサー パン型強制練り,容量0.4m3 

起 源 橋脚コンクリート

施工時期 １９２３年竣工 

コアの圧縮強度(N/mm2) 20.9～25.9 

コアの静弾性係数(N/mm2) 2.34×104 

解体 
ｺﾝｸﾘー ﾄ

気乾密度(g/cm3) 2.36 

粒径 0- 5mm 2.10(2.5 以上) 
絶乾比重(g/cm3) 

5-40mm 2.37(2.5 以上) 

0- 5mm 9.3 (3.0 以下) 
吸水率(%) 

5-40mm 4.2 (3.5 以下) 

0- 5mm 64.7 

破砕物

実績率(%) 
5-40mm 59.9 

*)8/hジョークラッシャー使用の場合 
  カッコ内はJIS A 5308 附属書１の規定値 

写真－１ 製造装置「リ・バース号」 

表－１ 製造装置の主な仕様 

表－２ 解体コンクリート破砕物の基本物性例

機械部

架台部

クラッシャー急傾斜ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ 計量ホッパー

ミキサー

運搬時
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分で9.3 %と2.10、粗骨材相当分で4.2%と2.37であ

り、レディーミクストコンクリート用骨材(JIS A 

5308 附属書１)を満足していない。これは、付着モル

タルの影響によると考えられ、シンプルな製造方法を

優先し、１回の破砕だけで無調整の解体コンクリート

破砕物を全量使用することに起因する。 

ｂ．解体コンクリート破砕物の粒度分布 

 表－２の解体コンクリートを各種破砕機で破砕した

解体コンクリート破砕物の粒度分布例を図－３に示す。

同一破砕機で破砕した解体コンクリート破砕物の粒度

分布はほぼ一定の値である 6)。したがって、この破砕

物を骨材に全量使用するリ・バースコンクリートの

ワーカビリティーも安定することになる。また、JIS

骨材標準粒度の範囲に比べて、細骨材相当部分の粒径

１mm前後の割合が少ないことが特徴である。 

 図－４に解体コンクリートの圧縮強度と粒度分布例

を示す。圧縮強度 14～45N/mm2の解体コンクリート破

砕物の粒度分布はほぼ同じであり、120N/mm2の高強度

コンクリートではやや粗くなる。しかし、高強度コン

クリートの解体は今後 50 年程度発生しないことが予

想されるため、実用上問題ないと考えられる。 

3.2 配合例と硬化コンクリートの特性 7) 

ａ．配合例 

 表－３に配合例を示す。骨材には解体コンクリート

破砕物のみを無調整で全量使用し、新たに天然骨材を

使用していない。セメントは、リサイクル性の向上と

アルカリ骨材反応抑制対策に配慮して混合セメントを

標準仕様とした。配合は、ワーカブルな性状となるよ

うに水セメント比と解体コンクリート破砕物の単位容

積を変化させて決定しており、低水セメント比、高粉

体量となる。目標スランプは用途に応じて設定し、例

えば、コンクリートブロックのように立体的なもので

は 8.0 cm、土間コンクリートのように平面的なもの

では12.0 cmとした。また、リ・バースコンクリート

の密度は、骨材に解体コンクリートを使用するため

2.1程度である。 

ｂ．圧縮強度 

 圧縮強度 14～120N/mm2 の解体コンクリート破砕物

を用いて、同一配合のリ・バースコンクリートを製造

した場合の解体コンクリートの圧縮強度とリ・バース

コンクリートの圧縮強度の一例を図－５に示す。解体

コンクリートの圧縮強度の増加によりリ・バースコン 
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● 8t/h ジョークラッシャー
▲ 1t/h ジョークラッシャー
□20t/h ロールクラッシャー

単位量(kg/m3) 

用 途
目標
ｽﾗﾝﾌﾟ
(cm)

水ｾﾒﾝﾄ
比 
W/C 
(%) 

破砕物 
容積 

(m3/m3) 
水 
W 

ｾﾒﾝﾄ 
C 

破砕物
混和剤

ブロック 8 42.5 0.65 171 402 1495 0.43

土間コン 12 41.0 0.63 179 436 1450 0.43

[使用材料] 

セメント：フライアッシュセメントＢ種の例、密度 2.98 
(普通ポルトランドセメント、高炉セメントの使用可) 

破砕物 ：１回破砕かつ無調整の解体コンクリート破砕物 
最大寸法 40mm、暫定密度 2.3 

混和剤 ：高性能減水剤、ポリスチレンスルホン酸系（粉体） 
プレパック型アルカリ解砕紙入り 

*)AE 剤：用途に応じて使用、陰イオン界面活性剤 
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【1t/hｼﾞｮｰｸﾗｯｼｬｰの使用】

○ 解体コン強度120N/mm2

● 解体コン強度 45N/mm2

▲ 解体コン強度 35N/mm2

■ 解体コン強度 22N/mm2

◆ 解体コン強度 14N/mm2
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20

40

60

0 30 60 90 120

解体コンクリートの圧縮強度 (N/mm2)

材齢28日強度

リ・バースコンクリートの配合 
・原料ｺﾝｸﾘｰﾄ破砕物最大寸法 25mm 
（1t/h ｼﾞｮｰｸﾗｯｼｬｰ使用） 
・W/C=55% 
・破砕物容積 0.65m3/m3 

図－３ 解体コンクリート破砕物の粒度分布例

図－４ 解体コンクリート強度と粒度分布例

表－３ 配合例

図－５ 解体ｺﾝｸﾘｰﾄとﾘ･ﾊﾞｰｽｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度例 
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クリートの強度も増加傾向にあり、低強度 14N/mm2の

解体コンクリートを用いた場合でも 25N/mm2 以上の

リ・バースコンクリートが得られた。 

ｃ．乾燥収縮量 

 図－６に乾燥収縮量の一例を示す。無対策のリ・

バースコンクリートの収縮量は普通コンクリートの

1.5 倍程度である。これは、コンクリート表面からの

乾燥による収縮に加えて、コンクリート内部の解体コ

ンクリート破砕物が余剰水を吸水することによって生

じる収縮に起因すると考えられる。混合セメントの単

位水量低減効果と収縮低減剤の表面張力低減効果によ

り収縮量を容易に低減可能であり、用途に応じてこれ

らの対策を選択する。 

ｄ．耐凍害性 

 図－７に凍結融解試験結果の一例を示す。室内試験、

実機製造実験および実施工の300サイクル終了後の相

対動弾性係数は空気量2.4 %の無対策の場合で60 %以

下となるが、AE 剤の使用により十分な空気量を連行

することで 90%以上を示しており、良好な耐凍害性が

得られる。 

3.3 品質の安定性 8)9) 

 リ・バースコンクリートの品質の安定性について、

表－４に示す２件（No.3 と No.4）の河川用根固めブ

ロックの品質管理データをもとに検討した結果を以下

に示す。 

ａ．スランプおよび空気量 

 図－８にスランプ試験結果を示す。解体コンクリー

トの乾燥状態に応じて解体コンクリート破砕物の単位

量に対して±0.5 %程度の水分を補正することで、目

標スランプ8 cmを許容差±2.5 cmに管理可能である。 

 図－９に空気量試験結果を示す。無対策の場合の空

気量は1～2 %であったが、市販の空気連行剤（AE剤）

を一定量添加することで、目標空気量4.5 %を許容差

±1.5 %に管理可能である。このようにスランプおよ

び空気量の許容差は、レディーミクストコンクリート

の値(JIS A 5308)と同様である。 

ｂ．圧縮強度 

 図－10に圧縮強度試験結果を示す。同一配合および

現場毎に同一起源の解体コンクリートを用いた場合、

現場間で原料である解体コンクリート強度が異なって

いてもリ・バースコンクリートの平均強度は、岐阜で

33.8N/mm2、北海道で32.9N/mm2とほとんど同じ値を示

し 

-1000

-800

-600

-400
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0

0 30 60 90 120 150 180

乾燥期間（日）

普通コンクリート 
○JISコン(呼び強度24N,W/C=55.0%) 

リ・バースコンクリート 
●無対策(普通ｾﾒﾝﾄ,W/C=52.5%) 
■収縮低減剤2%(普通ｾﾒﾝﾄ,W/C=52.5%)
◆高炉ｾﾒﾝﾄ B種(W/C=45.0%) 
▲ﾌﾗｲｱｯｼｭｾﾒﾝﾄ B種(W/C=45.0%)

表－２の解体コンクリートを使用 
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凍結融解サイクル数（回）

○空気量 2.4%(無対策,W/C=42.0%,実機試験) 
●空気量 6.0%(AE 剤使用,W/C=42.0%,実施工) 
▲空気量 5.0%(AE 剤使用,W/C=50.0%,室内試験)
■空気量 4.8%(AE 剤使用,W/C=50.0%,実機試験)

0

2

4

6

8

10

12

0 10 20 30 40 50 60 70

試料の番号

　　No.3 岐阜
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図－６ 乾燥収縮量の一例 

図－７ 凍結融解試験試験結果の一例 

図－８ スランプ試験結果 

図－９ 空気量試験結果 
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した。また、北海道では解体コンクリート圧縮強度

26.5N/mm2よりもリ・バースコンクリートの方が２割程

度高くなった。これらは、低水セメント比で高強度の

セメントペースト部分が有効に作用したと考えられる。

また、両現場とも変動係数は７%程度であり、圧縮強

度は３σの管理限界内である。一般の生コン工場の変

動係数は10％程度であることから骨材に解体コンク

リートを使用し、現場製造するリ・バースコンクリー

トの圧縮強度は安定していると判断できる10)。これは、

コンクリートの解体と再生コンクリートの製造を同一

現場で行い、解体コンクリート起源を明らかにするこ

とで、原料である解体コンクリートの品質の安定性が

確保されることやリ・バースコンクリートの配合も一

種類に限定したことに起因する。 

 

４．現場適用例 

 

均しコンクリート、土間コンクリートおよびコンク

リートブロックに適用した。表－４に主な現場適用事

例を示す。 

4.1 土間コンクリート適用例 

 写真－２に土間コンクリート適用例を示す。倉庫改

修工事の内、撤去した旧基礎コンクリートを原料に目

標スランプ12.0 cmでリ・バースコンクリートを製造

し、土間コンクリート約 6,400 m2（760m3）に適用し

た。圧縮強度は材齢 28 日で 33～39N/mm2 の値が得ら

れ、セメントと破砕物の微粒分でモルタル部分の粘性

がやや高いものの通常のレディーミクストコンクリー

トと同様な施工および仕上げが可能であった 11)。な

お、原料となる解体コンクリート塊を全て使用して製

造を終了し、不足分は購入コンクリートで施工した。

途中、原料コンクリートの中に混入していた鉄塊でク

ラッシャーのピンが破損したことを除いては順調に製

造を継続できた。 

4.2 コンクリートブロック適用例 

 写真－３に階段ブロック適用例を示す。撤去した旧

橋脚コンクリートを原料にリ・バースコンクリートを

製造して階段ブロック 69 個を製作し、堤防に設置し

た 12)。現在も現地追跡調査を継続中であり、施工後

２年の表面観察およびコア強度試験結果は良好なもの

であった。 

 写真－４に根固めブロック適用例を示す。排水樋門 
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試料の番号

X＋3σ

材齢28日

X－3σ

　 No.3 岐阜 　No.4 北海道

【　No.4】

Ｘ=32.9N/mm2

σ=2.34N/mm
2

Ｖ=7.1%

【　No.3】

平均強度:Ｘ=33.8N/mm2

標準偏差:σ=2.57N/mm
2

変動係数:Ｖ=(σ/Ｘ)=7.6%

X＋3σ

X－3σ

No 用 途 施工時期 施工場所 
解体ｺﾝｸﾘｰﾄ 
(原料ｺﾝｸﾘｰﾄ)

施工数量
(m3) 

1
倉庫改修工事 
土間コンクリート 

H12.6～ 
H12.8 

大阪府 
堺市 

基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ 760

2
河川整備工事 
階段ブロック 

H13.1 
東京都 
足立区 

橋脚ｺﾝｸﾘｰﾄ 8

3
河川災害復旧工事 
根固めブロック 

H14.2～ 
H14.3 

岐阜県 
岐阜市 

堤防ｺﾝｸﾘｰﾄ 808

4
河川改修工事 
根固めブロック 

H14.10 
北海道 
中川郡 

頭首工ｺﾝｸﾘｰﾄ 180

5
道路トンネル工事 
側溝基礎コンクリート 

H15.2～ 
H15.3 

高知県 
幡多郡 

仮設ｺﾝｸﾘｰﾄ 90

図－10 圧縮強度試験結果 

表－４ 主な適用実績

写真－２ 土間コンクリート適用例 

写真－３ 階段ブロック適用例 
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新設工事に伴い撤去した堤防張りコンクリートを原料

に目標スランプ 8.0 cm でリ・バースコンクリートを

製造し、２ｔ型根固めブロック 920 個（800 m3）に打

設後、材齢３日で脱型した。高度な専門知識のない作

業員だけで安定したワーカビリティーと圧縮強度のコ

ンクリートが製造できた（図－７～９参照）。また、

専用製造装置「リ・バース号」は、セメントサイロの

使用により１バッチ毎の計量開始ボタン、練混ぜ開始

ボタンおよびコンクリート排出レバーを操作するだけ

でよく、容易に運転可能であった。なお、この根固め

ブロックは台風による出水時に河川に投入され、災害

防止に役立てられた11)。 

 

５．あとがき 

 

リ・バースコンクリートについて研究および現場適

用を行い、呼び強度 24N のレディーミクストコンク

リートとほぼ同等の品質、耐久性、安定性および施工

性を確認した。これにより、解体コンクリートの自己

循環型リサイクル技術であるリ・バースコンクリート

の実用性が明らかになった。 

このコンクリートはJIS規格外コンクリートである

ため、使用に対する制約は大きい。しかし、今後のコ

ンクリート解体材の排出量の急激な増加を考えると使

用することの必要性は議論を待たない。現在、経済産

業省により再生骨材と再生骨材コンクリートのJIS化

に向けた検討が開始されており、使いやすい環境の早

急なる整備が期待される。 

リ・バースコンクリートは平成 15 年４月にグリー

ン購入法の特定調達品目に選定された。国土交通省関

連工事での採用が増加すると考えられ、さらなる品質、

施工性の向上を図り、用途の拡大に努めていきたい。 

なお、開発の一部は（社）近畿建設協会「平成 11

年度技術開発支援制度」、（財）クリーン・ジャパン・

センター「平成 12 年度廃棄物等用途開発・拡大実施

事業」の助成により実施した。 
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外部スパイラル鋼線巻立耐震補強工法 

（ＡＰＡＴ工法）の開発 
 

 

 柴田輝和＊ 中村敏晴＊＊ 

 高橋一成＊＊＊ 向 広吉＊＊＊＊ 

 

１．まえがき 

 

兵庫県南部地震では山陽新幹線および在来線の RC

ラーメン高架橋や RC ラーメン橋台の柱に大きな被害

が発生した。これらの応急復旧や緊急耐震補強におい

ては、せん断破壊先行型の RC ラーメン高架橋等の柱

を対象に、鋼板巻立て工法が用いられてきた。耐震補

強対策は、必要個所で鋭意おこなわれているが、未対

策の柱もいまだ多く存在しているのが現状である。一

方、高架下を店舗等に活用している箇所や、重機が進

入できない箇所などで、鋼板巻立て工法が適用できな

い箇所も多いことから、人力施工による耐震補強工法

に対する期待も大きい。これら未対策箇所における耐

震補強を加速化させるためにも、さらに経済的で施工

性の良好な耐震補強工法の開発が強く望まれている。 

鋼板巻立て工法に代わる耐震補強工法としては、炭

素繊維シート巻立て工法 1)、アラミド繊維シート巻立

て工法 2)、および㈱奥村組開発のスパイラル筋巻立て

工法 3) 等がある。しかし、鋼板巻立て工法を含めこ

れらの各工法は柱全面を覆うため、地震発生時の緊急

点検において、柱の損傷の有無やその程度を容易にか

つ迅速に把握することは困難である。 

そこで、既設RC柱の耐震補強工法として 

① 変形性能の十分な向上が期待できること ② 地

震の影響による損傷の有無や程度が容易に視認できる

こと ③ 耐震補強実施後も既設RC柱の経年劣化の把

握が容易なこと ④ 既設RC柱の中性化抑制効果が期

待できること ⑤ 鋼板巻立て補強工法よりも、さら

に安価であること ⑥ 普通作業員が人力で容易に施

工できること 

をコンセプトに、短形断面の柱の４側面に、ポリマー

セメントモルタルを介して、櫛形のプレキャストコン

クリートブロックを張り付け、その外周をスパイラル

状に加工した亜鉛メッキ鋼より線（以下「スパイラル

鋼線」と記す）で巻立て補強する外部スパイラル鋼線

巻立耐震補強工法（ＡＰＡＴ工法：Aseismatic 

reinforcements by Precastblocks and Additional 

Tendons）を西日本旅客鉄道㈱、ジェイアール西日本

コンサルタンツ㈱と共同開発した。 

本報告はＡＰＡＴ工法の基本性能を確認する正負交

番水平載荷試験結果と、ＡＰＡＴ工法の実用化を目指

し軽量化したプレキャストブロックを用いた正負交番

水平載荷試験結果について述べ、省力化とともにスパ

イラル鋼線の緊張管理の定量化を目指して開発したス

パイラル鋼線自動巻付機ならびにＡＰＡＴ工法の施工

管理項目について述べるものである。  

 

２．水平載荷試験その1（円形セグメント使用） 

 

ＡＰＡＴ工法の耐震性能を確認するために、図－１

～３に示す試験体を用いて正負交番水平載荷試験を実

施した。 

補強対象とする既設 RC 柱は、耐震設計指針（案）

解説（昭和54 年）4)  以前の基準（以下「旧基準」と

記す）に基づいて設計された RC ラーメン高架橋の柱

（断面寸法 80 cm×80 cm）である。試験体は、既設

柱の断面寸法を5/8 に縮小したもの（断面寸法 50 cm

×50 cm）であり、軸方向鉄筋 D22（SD295）20 本と

帯鉄筋φ6（SR235）＠94 mm を配置し、補強がなされ

ない場合にはせん断破壊するものである。 

プレキャストブロックの形状は、外周に巻立てたス

パイラル鋼線の拘束力が既設 RC 柱のコンクリートに

効果的に伝達されるように巻立て後の断面形状が円形

となるようにした（以下「円形セグメント」と記す）。 

＊関西支社土木工務部 ＊＊技術研究所 ＊＊＊東京支社土木技術部 ＊＊＊＊技術本部技術開発部 
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表－１ 試験体の種類と仕様 

試験体名 N‐1＊ AP‐1 AP‐2 

補強方法 補強なし 
N‐1をAPAT工法 

円形セグメントで補強 

柱形状 
断面寸法50cm×50cm、有効高さ（d）44cm 

せん断スパン（a）150cm、a/d＝3.4 

軸方向鉄筋 D22 20本（SD295） 
鉄筋 

帯鉄筋 φ6@94mm（SR235）帯鉄筋比0.12% 

コンクリート 設計基準強度 21 N/mm2 
亜鉛メッキ鋼より線 2号(a)1種A級

φ6.9＠50mm φ9.6＠100mm 
使用補強材 補強なし 

補強筋比0.23% 

セグメント設計基準強度40N/mm2 
軸方向圧縮応力度 0 1 N/mm2 

柱下端の無補強区間 5cm 

＊N-1試験体の載荷試験は平成８年度実施3) 

 

2.1 試験体の種類 

表－１に試験体の種類と仕様を示す。 

試験体はＡＰＡＴ工法の耐震補強効果を確認するこ

とを目的に円形セグメントをスパイラル鋼線で巻立て

た２体である。この２体の試験体は、スパイラル鋼線

の巻立て間隔の相違が変形性能やひび割れ発生に与え

る影響を確認することを目的に、AP‐1（スパイラル

筋配置間隔 50 mm）、AP‐2（スパイラル筋配置間隔

100 mm）とした。スパイラル鋼線量は文献 3) に示さ

れるせん断補強に必要な量とした。なお、AP‐1、AP

‐2 でスパイラル鋼線の間隔は異なるが鋼線量はほぼ

同量である。 

また、円形セグメントに用いるコンクリートの設計

基準強度は、プレキャスト工場における市場性を考慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して40N/mm2とした。 

2.2 載荷方法 

載荷方法は、図－４に示す載荷装置を用いて、試験

体頭部に所定の軸力を載荷した後に正負交番の水平力

を加えるものである。載荷は、軸方向鉄筋の降伏時点

を降伏変位δy として、降伏変位の１倍、２倍、４倍、

６倍（以後降伏変位の偶数倍）の変位を各３サイクル

ずつ与える変位制御でおこなった。 

2.3 試験結果 

試験体の水平荷重－水平変位の関係は、図－５に示

すように、AP‐1、2 ともに 12δy まで水平荷重がほ

ぼ一定のじん性に富む変形性状を示した。なお、図－ 

図－１ 試験体構造図 
（単位mm） 

図－２ 試験体配筋図
（単位mm） 

図－３ 補強詳細図
（単位mm） 

AP-1 AP-2

反力床 

試験体 

反
力
壁

図－４ 載荷装置 
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(a) AP‐1 (b) AP‐2 図－６ 水平荷重-水平変位
（包絡）図－５ 水平荷重-水平変位（履歴） 

５、６より、AP‐1 と AP‐2 の荷重－変位性状に特筆

すべき差異は見られないことがわかる。 

また、図－６に示す無補強の N‐1 との比較により

本工法の優れた耐震補強効果が明らかである。 

試験体の損傷状況について述べる。まず、1δy ま

でに 1.9D（950 mm D：柱の断面高さ）までの柱下端

部に曲げひび割れが生じた。この時点で円形セグメン

トにはひび割れは見られなかった。その後、柱中間部

の曲げひび割れの下方への進展および 4δy からの柱

曲げひび割れに付随する円形セグメントのひび割れ発

生等の現象を伴う柱下端の塑性ヒンジの形成により、

12δy まで水平荷重がほぼ一定の安定した状態が続く。

12δy 以降は柱下端から 0.34D（170 mm）区間の軸方

向鉄筋の座屈、かぶりコンクリートのはらみ出しに伴

う最下段の円形セグメントのはらみ出しがあり、柱下

端から約 0.3D（150 mm）区間のコンクリートが剥落

して曲げ破壊した。なお、軸方向鉄筋は柱基部におい

て座屈したが破断はしなかった。この損傷状況は AP

‐1とAP‐2で特筆すべき差異は見られなかった。 

帯鉄筋のひずみ分布、スパイラル鋼線のひずみ分布

を図－７に示す。図は縦軸に柱基部からの高さを示し、

横軸にひずみの値を示したものである。柱基部より

0.7D～1.5D（360～740 mm）までの帯鉄筋が6δyで降

伏した。スパイラル鋼線の方は、柱基部より 1.1D

（530 mm)までのひずみ増加が6δy以降に顕著である。

すなわち、当初は帯鉄筋が主にせん断破壊に抵抗し、

帯鉄筋が降伏するとスパイラル鋼線が主にせん断破壊

に抵抗するようになるものと考えられる。なお、スパ

イラル鋼線の最終ひずみは降伏ひずみ以下であった。 

 

３．水平載荷試験その2（扁平セグメント使用） 

 

優れた耐震補強効果を持つＡＰＡＴ工法の実用化を

目指し、コストダウンや施工性向上を図り円形セグメ

ントの厚さを半減した扁平なセグメントを開発した

（以下「扁平セグメント」と記す）。この形状は、円

形セグメントに比べ拘束効果の低下により変形性能の

改善効果の減少が懸念されるため、正負交番水平載荷

試験を実施した。 

3.1 試験体の種類 

表－２に試験体の種類と仕様を示し、図－８に補強

詳細を示す。 

補強対象とする既設 RC 柱は前章と同様のものであ

り、３試験体ともに扁平セグメントとスパイラル鋼線

で補強した。なお、スパイラル鋼線の間隔は前章の試

験結果と施工性を考慮して 100 mm とした。AP‐3 は、

セグメント形状の差が耐震補強効果に与える影響を検

討するものであり、前章のAP‐2に比べセグメント厚

さが半減したこと以外は同一である。AP‐4 は、柱下

端に設けた 0.25D（125 mm）の無補強区間が耐震補強

効果へ与える影響を検討するものであり、補強施工時

の掘削省略等に対処するものである。AP‐5 は、変形

性能が低下すると言われる高軸力下における耐震補強

効果を確認するものであり、地下鉄の中柱等への展開

を図るものである。 

載荷方法は前章に示したものと同様である。 

3.2 試験結果 

試験体の水平荷重－水平変位の関係は、図－９に示 
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(a) AP‐3 (b) AP‐4 (c) AP‐5

図－９ 水平荷重-水平変位（履歴）

図－10 水平荷重-水平変位（包絡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すように、AP‐3 で 10δy、AP‐4 で 8δy、AP‐5 で

は10δyまで水平荷重がほぼ一定のじん性に富む変形

性状を示した。セグメント形状の差が耐震補強効果に

与える影響は、図－10 に示すように、円形セグメン

トのAP‐2と扁平セグメントのAP‐3の変形性能がほ

ぼ同等であることから、小さいことがわかる。柱下端

に設けた無補強区間が耐震補強効果へ与える影響は、

図－10 に示す無補強区間の小さい AP‐3 と無補強区

間が0.25D（125 mm）の AP‐4 の比較より、無補強区

間が大きくなると変形性能は僅かではあるが小さくな

ることがわかる。高軸力下における耐震補強効果につ

いては、図－10 に示すように、7N/mm2 の高軸応力度

を載荷したAP‐5の変形性能がAP‐3と遜色ない結果

となっていることから、ＡＰＡＴ工法は高軸力下でも 

表－２ 試験体の種類と仕様 

試験体名 AP‐3 AP‐4 AP‐5 

補強方法 
N‐1をAPAT工法 

扁平セグメントで補強 

柱形状 
断面寸法50cm×50cm、有効高さ（d）44cm 

せん断スパン（a）150cm、a/d＝3.4 

軸方向鉄筋 D22 20本（SD295） 
鉄筋

帯鉄筋 φ6@94mm（SR235）帯鉄筋比0.12% 

コンクリート 設計基準強度 21 N/mm2 
亜鉛メッキ鋼より線 2号(a)1種A級 
φ9.6＠100mm 
補強筋比0.23% 

φ10.5＠100mm
補強筋比0.27%

使用補強材 

セグメント設計基準強度40N/mm2 
軸方向圧縮応力度 1 N/mm2 7 N/mm2 
柱下端の無補強区間 5cm 12.5cm 0.25D 5cm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優れた変形性能を示す工法であることがわかる。 

試験体の損傷状況は、扁平セグメントを用いた AP

‐3～5 いずれも、円形セグメントを用いた AP‐1、2

同様に、曲げひび割れの発生、鉄筋降伏後の柱下端の

塑性ヒンジ形成に伴う水平荷重一定の安定した状態、

その後の軸方向鉄筋の座屈、かぶりコンクリートのは

らみ出しに伴う最下段の扁平セグメントのはらみ出し、

柱下端のコンクリート剥落と続く曲げ破壊であった。 

ただし、円形セグメントの場合は終局状態において

もセグメントには数本の曲げクラックがあるのみであ

るが、扁平セグメントの場合は初期の2～4δyの時期

で、セグメントに多数のせん断クラックや曲げクラッ

クが生じる結果となった。  

AP‐3について試験終了時のひび割れ状況と、扁平 

図－８ 補強詳細図（単位mm） 

(a) AP‐3、5 

（AP‐5はφ105で補強） 

(b) AP‐4 
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図－11 試験体の損傷状況（AP-3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－3 水平載荷試験結果 

試験体 N-1 AP-1 AP-2 AP-3 AP-4 AP-5

降伏荷重Ｐy（kN） 286 303 322 333 326 494

降伏変位δy（mm） 8.4 7.5 7.6 9.3 9.0 11.2

最大荷重Ｐmu（kN） 353 393 390 396 393 548

終局変位δu（mm） 23 115 113 118 95 112

じん性率δy／δu 2.7 15.4 14.8 12.7 10.6 10.0

荷重正の値で算定 
降伏荷重：最外縁主鉄筋ひずみが降伏ひずみに達した時点の水平荷重
降伏変位：降伏荷重時の水平変位 
終局変位：水平荷重－水平変位曲線の包絡線において、 

水平荷重が降伏荷重を下回らない最大の変位 
じん性率：終局変位を降伏変位で除した値 

 

セグメントを撤去した状態の既設 RC 柱に生じたひび

割れ状況を図－11 に示す。この図より、柱の隅角部

や扁平セグメントのひび割れ発生状況は、既設 RC 柱

に生じているひび割れの状況を示す指標となることが

わかる。 

表－3 に水平載荷試験結果を示す。表より各試験体

のじん性率は、円形セグメントを用いた AP‐1、2 で

15程度、扁平セグメント用いたAP‐3で13程度、無

補強区間が 0.25D（125 mm）の AP‐4 で 11 程度、高

軸力下のAP‐5で10程度となることがわかる。 

 図－12 にＡＰＡＴ工法と他の耐震補強工法との比

較を示す。PL‐1 は N‐1 を鋼板（t=3.2mm）で巻立補

強したものである。CF‐1 は N‐1 を炭素繊維シート

（t=0.167 2 層）で巻立補強したものである。図よ

り扁平セグメントを用いたAP‐3は鋼板巻立て補強お

よび炭素繊維シート巻立て補強と同等以上の変形性能

を有することがわかる。また、無補強区間が 0.25D

（125mm）のAP‐4でも一般的な鋼板巻立補強と同等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の変形性能を有することがわかる。 

 

４．施工法 

 

 ＡＰＡＴ工法により山陽新幹線の RC ラーメン高架

橋柱216本を耐震補強した。施工にあたっては下記の

施工手順を標準化するとともに、スパイラル鋼線巻き

つけの省力化およびスパイラル鋼線の定量的な緊張管

理を目的に、スパイラル鋼線自動巻付機（写真－１参

照）を開発した。自動巻付機は鋼より線巻き取り・取

り出しと緊張力導入等の複合機能を持ち、所定の緊張

力(1KN～2KN)導入が可能であるほか、人力運搬ができ

るように分割可能な構造(最大35kg／個)とした。 

施工手順は以下を標準とする。 

① 準備工 － 柱の原寸を確認するとともに支障物

の移設撤去をおこなう。 

② 柱表面処理工 － 柱表面の劣化部の補修をおこ

ない、地中部の土砂、表面に付着している汚れ・

異物等を除去した後、水洗い等の清掃をおこなう。 

③ 扁平セグメント取付工 － 柱にポリマーセメン

トモルタル(t=4～5mm)を塗布し、型枠バイブレー

ターの振動を利用して扁平セグメントを密着させ

る。扁平セグメント取り付け後は一段毎に締めつ

(a) 載荷終了時 14δy

(b) 扁平セグメント撤去後

載荷面 

図－12 各耐震補強工法の 
水平荷重-水平変位（包絡）比較 

写真－１ スパイラル鋼線自動巻付機 
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けによる仮止めを施す。補強範囲は基礎+５cm～上

梁-５cm とし、扁平セグメント間は１cm の離隔を

確保する 

④ スパイラル鋼線巻付工 － 自動巻付機を用いて

扁平セグメントに設けられた巻付ガイド溝に沿っ

てスパイラル鋼線を巻き付けた後緊張力を導入す

る。 

緊張力は１kN 程度を標準とする。スパイラル鋼

線は、所定径の 80％程度の径でスパイラル状に加

工し、人力で運搬できる重量(約 60kg／巻)に分割

搬入する。スパイラル鋼線の定着は端部を２重に

巻き、柱隅角部４箇所をワイヤーグリップ

(JISB2809)で緊結することによる。スパイラル鋼

線の継ぎ手は突合せ継ぎ手ができる専用の曲線用

グリップを用いておこなう。これはスパイラル鋼

線と同一材料の全強摩擦継ぎ手で、人力施工が可

能なものである。 

⑤ 保護コンクリート工 － 地中部には必要に応じ

て保護コンクリートを設置する。保護コンクリー

トの厚みは 10 cm とする。また、保護コンクリー

ト底部は基礎との離隔５cmを確保する。 

⑥ 復旧工 － 準備工で移設・撤去した各種設備・

施設は所定の箇所に復旧する。 

 

５．まとめ 

 

ＡＰＡＴ工法の基本性能を確認する正負交番水平載

荷試験とＡＰＡＴ工法の実用化を目指し軽量化した扁

平セグメントを用いた正負交番水平載荷試験より以下

のことが明らかになった。 

① ＡＰＡＴ工法により補強された柱は、曲げ破壊の

変形性能に富む破壊性状を示した。そのじん性率

は円形セグメントを用いた場合で15程度、セグメ

ント厚さを円形の約半分とした扁平セグメントで

13程度と極めて良好である。 

② ＡＰＡＴ工法により耐震補強された柱は、鋼板巻

立て補強工法、炭素繊維シート巻立て補強工法に

よる柱の変形性能と同等以上である。

③ スパイラル鋼線の間隔の違いは、破壊性状、変形

性状に影響しない。 

④ ＡＰＡＴ工法により耐震補強された柱は、柱コー

ナー部分の扁平セグメントのない部分および扁平

セグメントのひび割れより柱の損傷状況を把握す

ることが可能である。これは柱の損傷状況を目視

できない鋼板巻立て工法、炭素繊維シート巻立て

工法に比べ地震発生時の緊急点検に有利である。 

⑤ 柱下端に無補強区間 0.25D（D：柱の断面高さ）を

有しても一般的な鋼板巻立補強と同等の変形性能

を有する。 

⑥ 高軸力下においてもじん性率 10 程度と優れた変形

性能を示す。 

 

６．あとがき 

 

既往の耐震補強工法に比べ、より経済的で施工性の

よい耐震補強工法の開発を目的にＡＰＡＴ工法を開発

した。この工法は、耐震補強工法としての基本的な性

能を十分満足しているとともに、地震発生時の緊急点

検や日常の維持管理の容易さを確保することできるも

のである。試験体数が少ないことから変形性能を定量

的に評価するまでには至っていないが、工法の普及に

向けての課題と考え、取り組んでいく予定である。 
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海水交換型防波堤に関する研究 
 

 

森田修二＊ 

 

 

＊技術本部技術開発部 

１．まえがき 

 

閉鎖性水域となる港湾は富栄養化や廃水等による水

質悪化から沿岸域の水質汚濁を引起す一方、港湾の利

用者にとっても問題となっている。本研究では、港湾

の閉鎖性を改善することで水質の悪化を防ぎ、沿岸域

への影響も緩和できると考えている。近年、港湾の水

質改善対策として海水交換型の防波堤に関する研究が

進められている。図－１に海水交換型の防波堤を用い

て港内の水質悪化を改善する例を示した。海水の交換

機能を有する透過性の防波堤には、例えば浮体式や潜

堤が考えられるが、波の遮蔽と海水の交換機能は相反

する課題であり、これらの構造物によって波を十分に

遮断するためには課題がある。一方、港湾における汚

濁の負荷量を考えれば、海水循環を促す適度な流れに

よって港内の水質維持は十分期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 海水交換型防波堤による水質改善例 

 

本研究では、防波堤にスロープ型やステップ型と

いった通水路を設けた通水路型防波堤の波に対する特

性や海水の交換機能について研究を行なった。これら

の防波堤は波の遮蔽性に優れており、海浜流や潮流と

いった沿岸流を利用して港外の水を港内へ取込むこと

ができる。現地への適用を考えた場合、波の透過率や

実際にどの程度の海水交換量が得られるか把握してお

く必要がある。本研究では、水理模型実験や数値解析

によってこれらの特性を検証した。 

 

２．通水路型防波堤の概要 

 

 従来の防波堤に通水路を設けることで、海水交換機

能を付加したものには、様々な形体の防波堤があるが、

通水路の基本形状から分類すると、多くは水平型のも

のである。防波堤に水平型の通水路を設けた場合、防

波堤の基本的な機能すなわち波の遮蔽機能を確保する

ために通水路の水深を大きくする、通水路内に波のエ

ネルギー逸散を図るなどの工夫がなされている。図－

２には本研究で提案するスロープ型とステップ型の通

水路を有する防波堤のモデルを示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 通水路型防波堤の概観 

 

これらの防波堤のメリットとしては、①取水口（外

洋側）が水面付近にあり、通水路の水深を大きくする

ことで生じる海水循環の阻害や漂砂による埋没がない、

②注水口（港内側）が海底付近にあり、波の遮蔽効果

が向上する、③流れ場の非対称性によって海水交換を

促進する、等が考えられる。 

本研究では、これらの防波堤の特性について、実験

および解析によって検証を行なった。 
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３．通水路型防波堤の特性 

 

3.1 波の透過率 

図－３には、通水路が水平型とステップ型、スロー

プ型の防波堤のモデルを示したが、これらの防波堤に

ついて波の透過率を実験と解析によって検証した。 

図－４には実験水槽の概要を示したが、この水槽で

は波の透過率の他に、波力や通水性に関する実験も

行っており、その概要も示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 通水路型防波堤のモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 実験水槽の概要 

 

 図－５には波の透過率に関する実験結果と解析結果

を示した。横軸は波数kと水深hの積，縦軸は透過率

である。水深は 20cm で水平型とスロープ型について

通水路の開口高さが１cm と３cm の結果を示している。

取水口の下端水深はスロープ型が 10cm、水平型は

13cm である。スロープ型の取水口の水深が小さいに

も関わらず、水平型よりも透過率が小さくなっており、

スロープ型が波の遮蔽効果に有利であることがわかる。

解析結果は実線で示しているが、２次元の湧き出し分

布法(境界積分方程式法)による結果であり、概ね良好

な結果が得られている。 

3.2 波力 

 本報では従来の２次元の湧き出し分布法に重み係数

を導入して奥行き方向の形状変化を平均的に評価する

解析手法 1)を考案した。一定水深における物体周りの

定常の２次元微小振幅波について、入射波の速度ポテ

ンシャルΦI は(1)式、回折波の速度ポテンシャルΦD

は(2)式で表される。2) 

 

 

 

 

ここで，HIは入射波の波高、h は水深、ωは角周波数、

k は波数、g は重力加速度、f は湧き出し関数、G は

John のグリーン関数、∫SdS(p,q)は物体表面の積分

を表す。(2)式に水面や底面、無限遠方の境界条件を

用いることで(3)式が求められる。ここで、φIは入射

波の複素振幅、 ＝{nｘ,nｚ}は物体表面における単位

法線ベクトルである。 

 

 

(3)式から求まる湧き出し分布関数ｆを(2)式に代入す

ることで回折波の速度ポテンンシャルΦD が得られ、

任意点の速度ポテンシャルや波高が算出できる。本手

法で用いる重み係数は要素の線分長に乗じる係数であ

り、(4)式、(5)式には重み係数 Wｊを導入したグリー

ン関数とその微分形の数値積分式の定式化を示した。

図－６には通水路を有する防波堤に重み係数を適用す

る場合の概要を示した。図－７にはステップ型とス

ロープ型の防波堤が受ける波力の結果を示した。水深

は 40cm、波力を測定した防波堤の幅 D は 30cm、通水

路の幅は20cm、開口高さは8cm、取水口および注水口
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図－５ 波の透過率 
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図－７　防波堤の受ける波力
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の中心水深は10cmと30cmである。実験と解析ともに

周期が短いほど波力が小さくなるが、この傾向は周期

が短いほど水深増加による波動の減衰が大きくなるた

めである。また、解析ではスロープ型の波力が大きく

なっており、実験結果でもその傾向はうかがえる。解

析は透過率と同様に通水路幅を考慮した重み付き２次

元湧き出し分布法を用いているが、実験と解析の比較

から、本手法の適用性が検証できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６  物体境界における重み係数の概念 

 

 

3.3 波動に伴う流量フラックス 

図－８には通水路から流入する流量フラックスを示

した。縦軸のフラックスは10 秒～25 秒間の時間平均

した値で、u0は水面水粒子速度の振幅ある。実験条件

は図－７と同じで水平型の１～３は通水路の中心水深

が 10cm、20cm、30cm である。スロープ型の流量は周

期が長いほど流量が大きくなる傾向がある。この結果

は波動によっても通水路を通じて海水交換がなされる

ことを表しており、非常に興味深い結果である。 

 

3.4 通水性 

通水路型防波堤の通水性を検証するために、図－４

の2次元水槽に一定流量の注水を行い水槽内に一様定

常流を発生させた。水深はほぼ 15cm、流速は１cm/s

～10 cm/s で一定、模型前後の水位変化と上流側の流

速を測定した。本研究では非線形ダルシー則を用いて

通水路型の通水性の評価し運動方程式を次式に示す 3)。 
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ここで、p は圧力、ρは流体の密度、z は鉛直座標、

νは流体の動粘性係数、g は重力加速度、q は流速、

kpは長さの2 乗の次元を持つ透水係数、Cfは乱流抵抗

係数である。 

(6)式の左辺は動水勾配ξで表すことができ、見か

けの透水係数kpeを(7)式で表すと、(6)式から(8)式が

導かれる。(7)式を用いて見かけの透水係数と実流速

の関係について整理し、線形近似により透水係数と乱

流抵抗係数を求めることができる。 
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図－10 水位勾配と流速(構造別比較)
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図-11　平面水槽の概要

図－９にスロープ型の実験結果について、水位勾配

と実流速の関係を示した。表－１の係数を用いて近似

曲線を挿入している。図中の ha は通水路の開口高さ

である。実験結果は近似曲線によってよく表されてお

り、以上の手法で求めた非線形のダルシー則によって

通水路の通水特性が評価できると考えられる。4)、5) 

 

    表－１ 透水係数と乱流抵抗係数 

 水平型 スロープ型 

kｐ 0.129 0.058 

Cｆ 0.016 0.027 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防波堤に水路を設けて海水交換を図る様々な研究が

行われている。西守ら 6)は数種の形状の防波堤模型を

用いて本研究と同様に通水特性に関する実験を行って

いる。模型の寸法は本研究の模型よりも大きく、形状

も複雑であるが、参考までに比較を行った。図－10

に水位勾配と実流速の関係を示した。西守らは水没断

面での平均流速と水位差の関係を近似曲線で評価して

いるが、ここでは港内側と港外側で開口率の平均値を

用いて便宜的に実流速を算出した。ﾏｰｸ付きの細線が

西守らの結果，実線および点線が本研究の結果である。

最も通水性の良好なのはT型であり本研究の水平型と

ほぼ同程度と言える。スロープ型はやや通水性が劣る

が、その他のタイプと比較すれば遜色ない。 

 

４．通水路型防波堤による海水交換 

 

4.1 波と流れ場における検討 

現地の港湾内外の流況を想定して、ここでは港湾模

型を用いて波と流れ場において通水路型防波堤を通し

てどの程度の水交換機能が期待できるか検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 に示すように平面水槽内(13m×10m)に港湾

模型(２m×1.5m)を配置し、通水路型防波堤による水

交換量を把握する実験を行なった。入射波に対して

20°の入射角を持つようにした 1/10 の勾配の固定床

上に港湾の模型を設置した。水深は沖側で 33cm、港

湾内の水深は一様に 15cm にした。港湾の両側面には

通水路型防波堤を配置した。固定床上に発生する沿岸

流によって港内に外水を導入し港内の水交換を図ろう

としたものである。港内に懸濁物質を投入し港内濁度

の変化から水交換量の評価を行なった。 

 図－12 には、通水路の通水性から求めた港内水の

交換に要する代表時間と濃度低下に要した時間の相関

関係を示した。水交換に要する代表時間とは、通水路

(上流側)の開口面積 A と代表流速 u の積の流量 Q(=A

×u)と港内水量Vから、V/Qで表される時間である。 

図-９ 水位勾配と流速(ｽﾛｰﾌﾟ型)
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図-12 代表時間の相関(水平型)
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すなわち、通水路からの流入流量によって港内水量

を置換するのに必要な時間を表している。なお、代表

流速にはLonguet-Higgins の砕波点の沿岸流速 7)を用

いた。図中の印は３測点の平均濃度比 Cr(=C/C0)が

0.5、 0.3、0.1 にまで低下する時間を表しており、

実線はその近似直線である。なお、通水口を閉じた状

態で平均濃度比が 0.1 に低下するのに要した時間

t0(100 分)で無次元化している。図－12 は水平型の結

果であるが、実験で得られた範囲では良い相関が見ら

れ、このような評価手法で港内の水を交換するのに必

要な時間が推定できることがわかった。8) 

4.2 波動による海水交換機能の検討 

波動は水粒子の正弦的な往復運動によるものであり、

防波堤内に港内と港外をつなぐ通水路を設けただけで

は波動による海水交換の効果は期待できない。本研究

で考案したスロープ型の通水路を図－13 に示すよう

に配置した場合、波によって通水路を越波する流量だ

けが港内へ導水され一定方向の流れが発生することに

なる。このような通水路からの流入流量は水深や波高、

波の入射角などに依存し、通水路内では衝撃波的な波

の伝播も予想される。ここでは水理模型実験によって

通水路からの流入流量と港内の静穏度を検証する。 

図－14 に示すように２次元水路内に港湾模型を配

置し、通水路型防波堤による水交換量を把握する実験

を行なった。水交換量の評価は、港内に投入した懸濁

物質の濃度の低下速度から水交換量を評価した。港口

からの波の回折を抑えるために、水路を中心で仕切っ

た。 

 図－16 は露出型の防波堤について水交換機能を評

価したものである。波形から求めた計算上の通水路へ

の流入量を用いて算出される港内水の交換に要する代

表時間と濃度低下に要した時間の相関関係を示した。

ここで、波形から求める流入量は次式の横越流に関す

るForchheimerの式を応用する。 

 

 

ここで、Qｗは横越流量(m3/s)、Cｗ(=1.901m
1/2/s)は流

量係数、Lｗは堰の幅、h1､h2 は堰の上下流における越

流水深(m)である。式(9)は定常状態を仮定しており本

実験のような波動による横越流に直接は適用できない。 

 

 

 

 

 

 

 

図－15 のような時間波形を考えた場合、１周期間

の越流量 Q’ｗは図の斜線部となり、式(10)で表される。

)9(
2

hh
LCQ

2/3
21

www

図－12 代表時間の相関（水平型） 

図－13 波動を利用した海水の導入 

図-14 実験水路の概要(平面図)
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図－14 実験水路の概要（平面図） 
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図-15 通水路からの越流量図－15 通水路からの越流量 
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図-16 代表時間の相関(露出型)
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ここで、hCは通水路の下端高さ、Hは波高である。 

 

 

式(9)の越流水深の項を平均水深 hｗで表し、hｗを式

(11)で置き換えることで通水路からの越流量として表

すこととする。波高は通水路型防波堤の前面に設置し

た波高計の平均値を用いた。 

 

 

 

 水交換に要する代表時間とは越流量 Qｗと港内水量

V から tｗ=V/Qｗで表される時間である。なお、通水口

を閉じた状態で平均濃度比が0.3に低下するのに要し

た時間 t0(90 分)で無次元化している。白抜きの印は

スロープ型、塗り潰しは水平型の結果である。 

 各濃度比においての相関関係が認められ、波形から

求められる計算上の越流量によって港内の水交換量が

ある程度は推定できることになる。濃度低下時間は代

表時間のほぼ5倍であり、この結果から横越流量の式

(9)の流量係数を見直せばCｗ=0.4となる9)。 

 

５．あとがき 

 

 本研究では通水路型防波堤の基本特性を明らかにし、

本研究で考案したスロープ型やステップ型の通水路型

防波堤が波の遮蔽性、通水性で優れていることを確認

した。次に、港湾模型を用いて波と流れ場における港

湾の水交換機能に関する実験を行い、周辺の代表流速

と通水路の開口率などから求まる水交換に要する代表

時間で評価できることを確認した。また、流れのない

状況を想定して波動による水交換機能についても実験

的に検証し、水交換機能が簡易な算定式による水交換

に要する代表時間で評価できることを確認した。これ

らの結果は紙面の都合で紹介できなかったが、数値解

析によっても良好な結果を得ている4)､8)､9)。 

以上の結果から、通水路型防波堤を用いることで港

湾の水質改善は十分に可能であること、その設計に際

しては代表時間を用いた概略設計や数値解析を用いて

現地に促した検討ができることがわかった。 
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材端部に開孔を有するＲＣ梁の開孔補強工法の開発 
 

 

細矢 博＊ 岸本 剛＊＊ 

 

 

＊技術研究所 ＊＊東京支社建築設計部 

１．はじめに 

 

 鉄筋コンクリート造の集合住宅などでは、梁に換気

設備配管用の開孔を設けざるを得ないが、このとき、

居室プラン上、開孔を梁端部に設けたいとの要望が強

い。しかし、端部に開孔を有する梁が地震等の外力を

受けると、開孔補強が適切でない場合には、開孔近傍

で脆性的な破壊を起こすことが既往の研究から知られ

ており、端部に開孔を設けることを避けてきた。その

ため、従来工法では、柱面より梁せい以上離れた領域

に開孔を設け、配管を外部に通しているのが一般的で

ある。これに伴い、配管を収納するための下がり天井

を設けるなどの対応が必要となり、居室プラン上、大

きな制約を受けている。 

 これらの問題を解決すべく、鉄筋コンクリート(RC)

梁の材端部に開孔を設けることを可能にするため、開

孔補強工法(以下、本工法と記す)を考案し、縮小試験

体の載荷実験によって開孔補強された有孔梁の構造性

能を検討した。また実大施工実験を行い、主として開

孔部の補強筋組の施工性ならびにコンクリートの充填

性について検討した。 

 

２．本工法の概要と特長 

 

 考案した本工法は、図－１および図－２に示すよう

に、開孔の両脇に配置する孔際補強筋と既製開孔補強

筋、ならびに普通異形鉄筋を∪形に折り曲げ成形した

開孔補強鉄筋(以下、座屈補強筋と称す)により梁端部

の開孔を補強し、設計で保証すべき強度と変形性能を

確保するものである。この∪形の座屈補強筋は、終局

時に梁主筋の座屈を防止するとともに、開孔部近傍の

コンクリートの圧壊、剥落に対する遅延効果があり変

形性能を増大させ、かつ開孔部のせん断強度の増大に

も寄与する。 

 本工法を採用すると、図－３に示すように、従来工

法では開孔を柱面から梁せい(D)以上離さなければな

らないものが、梁せいの 1/3 以上から梁せい未満に相

当する区間に、直径が梁せいの 1/3.5 以下かつ 300mm

以下の開孔を設けることが可能である。したがって、

従来工法に比べ、配管経路が短縮できること、また、

下がり天井の出隅部分の張り出しが最大で梁せいの

2/3、すなわち 450～650mm 程度小さくすることがで

きる。このため、コスト上昇せずに居室空間を拡大で

きるうえ、居室プランのバリエーションが増え、居住

者のニーズを反映させた建物の設計が可能になる。 

なお、柱面から梁せい以上離れた領域ある開孔に対

しては従来工法で対応可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

座屈補強筋 

孔際補強筋 

柱主筋 
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図－２ 配筋例 
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図－１ 配筋方法 
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３．適用範囲 

 

 本工法の適用範囲の概要を表－１に、使用材料の範

囲を表－２に示す。また、その要点は以下の通り。 

・ 開孔直径(H)： D/3.5以下かつ300mm以下 

・ 梁端柱面から開孔中心までの距離(A)： D/3以上か

つ1.0D未満［梁中央部にも同時に開孔配置可能］ 

・ コンクリート設計基準強度(Fc)： 21N/mm2以上54 

N/mm2以下 

・ 梁端部断面のせん断応力度(τ0)： τ0= (QL+Qmu)/ 

(bD)が0.07Fc以下 

ここに、 

QL：鉛直荷重時せん断力、Qmu：曲げ強度時せん

断力、b：梁幅、D：梁せい 

 本工法では、材端部に開孔を設ける場合であっても、

隣り合う開孔どうしの距離を本工法設計指針に準じて

確保すれば、梁中央部に複数の開孔を設けることが可

能である。また、コンクリート設計基準強度の上限が

54N/mm2 であることから超高層建物の梁にも採用で

きる。同時に、梁端部断面のせん断応力度の適用範囲

が 0.07Fc以下であることから、せん断応力度のレベル 

(τ0/Fc)が一般的に高い中高層建物の梁に対しても適

用できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．設計方法 

 

 構造設計方法の要点を以下に示す。 

4.1 開孔補強範囲のせん断強度 

 開孔補強範囲のせん断強度は下式による。 

Qsu≧ QL+1.2Qmu    (1) 

Qsu= [0.053pt
0.23(Fc+18)(1-1.61H/D)/{M/(Qd)+0.12} 

+0.85√pvσvy+pdσdy] bj (2) 

ここに、 

Qsu：開孔補強範囲のせん断強度、pt：梁引張鉄筋比、

M/(Qd)：せん断スパン比｛M/(Qd)≦1 の場合は 1、

M/(Qd)≧3 の場合は 3｝、σvy：孔際補強筋規格降伏

点(≦25Fc)、σdy：開孔補強筋規格降伏点(≦25Fc)、

j：応力中心間距離、その他の記号は2～3章参照。 

4.2 孔際補強筋と開孔補強筋の算定 

 孔際補強筋と開孔補強筋は、梁端部断面でのせん断

応力度をコンクリート設計基準強度で無次元化したせ

ん断応力度(τ0/Fc)の大きさに応じて、以下の条件を

満たすものとする。 

・τ0/Fc≦0.05のとき 

ξ≧ τ0/Fc+ 0.1 (3) 

・0.05＜τ0/Fc≦0.07のとき 

 ξ≧ 9τ0/Fc- 0.3 (4) 

 ここに、τ0/Fc=(QL+Qmu)/(bDFc)  

表－２ 使用材料 

表－１ 適用範囲の概要 

使用部位 鉄筋種類 鉄筋径

主筋 SD295A～SD490 D13～D41
横補強筋 SD295A～SD345 D10～D16

（肋筋、孔際補強筋） 高強度鉄筋 S6～S16
開孔補強筋 KSS785 S6～S16
座屈補強筋 SD295A～SD345 D10～D19

材料

普通コンクリート Fc 21～54N/mm2

設計基準強度

項　目

開孔形状

開孔直径

梁端-開孔中心間距離

縁あき寸法

梁端開孔～隣接

中央部開孔中心間距離

梁内法スパン比

座屈補強筋定着長さ

孔際補強筋比

開孔補強筋比

座屈補強筋量

諸　元

Lb≧0.67D+2db

De≧D/3、かつ200mm以上
D/3≦A＜D

L0/D≧4

L≧2D
（中央部開孔間距離 L'≧D）

H≦D/3.5、かつ300mm以下

円形

0.5%≦pv≦1.2%
0.4%≦pd≦1.2%

pbσby≧1.2N/mm2

図－３ 本工法と従来工法の外観上の比較 

H：開孔径 H≦D/3.5 かつ H≦300mm， 
De：縁あき長さ  De≧D/3 かつ De≧200mm， 
A：柱面から開孔中心までの距離， e：偏心距離
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ξは、開孔部補強筋指標と称し、下式より求める。 

 ξ=(pvσvy+pdσdy)/Fc (5)  

τ0/Fcは、以下の条件を満たすものとする。 

 τ0/Fc=(QL+Qmu)/(bDFc)≦0.07 (6) 

4.3 座屈補強筋量の算定 

 座屈補強筋量は、以下の条件を満たすものとする。 

  pbσby/Fc≧τ0/Fc (7) 

  pbσby≧1.2N/mm2 (8) 

ここに、pb：座屈補強筋比、σby：座屈補強筋規格

降伏点(≦25Fc)、その他の記号は2～3章参照。 

 

５．載荷実験 

 

 本工法を開発する際に構造性能を検討するため、約

1/2の縮小模型試験体による載荷実験を行った。 

5.1 試験体 

 試験体の諸元を表－３に示す。また、試験体の形

状・寸法、配筋の例を図－４に示す。試験体は、コン

クリート設計基準強度が 24N/mm2と 48N/mm2の２シ

リーズから成る。全試験体は、実際の梁の場合と同様

に、材端部で曲げ降伏するように計画されている。ま

た、座屈補強筋の定着長さは、開孔中心から 15db(db:

座屈補強筋径)まで延長することを条件としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 材料試験 

コンクリートの材料試験値を表－４に、鉄筋の材料

試験値を表－５に示す。 

5.3 実験結果 

ａ．ひび割れ状況 

 ひび割れ状況の例を写真－１に示す。試験体は、コ

ンクリート設計基準強度が Fc=24N/mm2 である無孔梁

試験体(L6-0)と、同強度で開孔径が D/3.5 である有孔

梁試験体(L6-5-6M-B3、L8-8-12M-B3)である。 

写真は、部材角が R=40×10-3rad の第一サイクル正

方向載荷後のひび割れ状況であるが、無孔梁ならびに

有孔梁のひび割れ状況に差はほとんどみられない。ま

た、開孔径がD/4の試験体、ならびに梁端柱面から開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1：開孔の水平方向の位置は梁端柱面より開孔中心までの距離、鉛直方向の位置は梁上端面より開孔中心までの距離、（D：梁せい）*2：開孔補強範囲の

うち開孔中心より片側の補強範囲に配筋された補強筋，*3：KSS785，*4：pvσvy+pdσdy（N/mm2），*5：座屈補強筋の定着長さ：開孔中心より 15dbまで延

長（db：座屈補強筋の径），*6：τmu0=Qmu/bD，Qmu：梁曲げ終局強度(Qmu=0.9atσyd/a,  at：梁主筋断面積, σy：梁主筋降伏強度,  d：有効せい,  a：シアス

パン長さ)，ここで，補強筋量の算出にあたっては，σvy, σdy, σby≦25σBとした。σＢ：コンクリート圧縮強度 

表－３ 試験体諸元 

図－４ 試験体の形状・寸法、配筋の例 

梁幅（共通） 

b= 300mm 

コンクリート打設方向

-Q

+Q

Fc

(N/ pt pw pv pd ps psσsy*4 pb pbσby

mm2) (%) (%) (%) (%) (%) (N/mm2) (%) (N/mm2)
L6-0 － － － － － － － － －

L6-5-4L-N S6×2 0.37 0.91 4.74
L6-5-6L 0.058
L6-5-6M D/3.5
L6-5-6S D/4
L6-5-4M D/3.5
L6-5-4S D/4

L6-5-6SE-B1 D/3
孔中心
+D/24

0.48 0.51 0.99 5.63 6-D6 0.46 1.68

L6-5-6SF 2×D/3 4-D6 0.34 1.23
L6-5-6M-B1 D/3.5 D/3 6-D6 0.51 1.85

L8-12-8M-B2 4-D10 0.76 2.75
L8-12-8M-B3

L8-8-12M-B3
4-D6×3

[SD295A]
0.80 S8×4 1.17 1.97 11.87

H6-0 － － － － － － － － － － － －
H6-5-9S-B2 S8×3 0.88 1.41 11.06

H6-5-12S-B2 S8×4 1.17 1.70 13.35
H6-5-9S-B1 0.88 1.41 11.06 6-D6 0.51 1.85

H6-5-9SE-B2
孔中心
+D/24

0.48 0.79 1.28 10.01 4-D10 0.69 2.50
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－ － －
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孔中心までの水平距離(A)が D/2 の試験体、開孔の偏

心距離(e)が D/24 の試験体でも、そのひび割れ状況は

同様であった。さらに、コンクリートの設計基準強度

が Fc=48N/mm2 の試験体でも同様であった。以上から、

R=40×10-3 rad 程度までは、無孔梁と有孔梁との破壊

状況に有意な差はないといえる。 

ｂ．最大強度の実験値と計算値との関係 

最大強度の実験値(Qmax)と計算値(Qmu)を表－６に示

す。ここで、Qmax は最大強度の正方向側の実験値、

Qmu は日本建築学会曲げ強度略算式(表－３脚注参照)

から得られた計算値である。全試験体が材端部で曲げ

降伏し最大強度に至り、実験値は計算値に対して 5～

25％程度上回った。曲げ強度略算式は、本工法で開孔

部を補強された材端部有孔梁に対しても、曲げ強度を

安全側に評価するといえる。 

ｃ．限界部材角 

 限界部材角(Ru)の実験値を表－６に示す。本報告で

は、限界部材角として、Q－R 曲線の包絡線上で荷重

が最大強度の 80%に低下したときの正方向側の部材

角をとっている。開孔径が D/3.5 および D/4 の試験体

の Ruは、全試験体で 40×10-3rad 以上であり、本工法

で開孔部を補強された有孔梁は、設計で保証すべき変

形性能を満たしていることがわかる。なお、本報告で

は、文献 1)に示された方法により求めた梁端ヒンジ

＊＊＊ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領域の回転角(Rp)と部材角(R)との関係を参考に、一般

的に設計で用いられている Rp=20×10-3rad を保証する

のに必要十分な部材角として R=40×10-3rad を設定し、

その値を基準に試験体の変形性能を評価している。 

ｄ．限界部材角－座屈補強筋量関係 

 Ru と曲げ終局強度時せん断応力度に対する座屈補

強筋量の比(pbσby/τmu0)との関係を図－５に示す。以

後、pbσby/τmu0 を座屈補強筋係数と称する。図中、6-

D6 の座屈補強筋が配筋された試験体では、座屈補強

筋が束ね鉄筋であったため定着性能を発揮できず Ru

L6-5-6M，Fc24，H=D/3.5，A=D/3，τmu0/σB=0.050 

L8-8-12M-B3，Fc24，H=D/3.5，A=D/3，τmu0/σB=0.073 

L6-0，Fc24，τmu0/σB=0.057 加力点

固定端
（柱）

写真－１ ひび割れ状況の比較 (R=40×10-3rad)

表－４ コンクリート材料試験値 

シリーズ
圧縮強度

(N/mm2)

圧縮強度時
ひずみ度

(×10-3）

弾性係数

(kN/mm2)

割裂強度

(N/mm2)

Fc24(1) 24.4 2.01 24.7 2.42
Fc24(2) 27.1 2.05 25.4 2.65
Fc24(3) 28.9 2.03 27.3 2.34
Fc24(4) 24.6 1.84 23.9 2.34
Fc48(1) 54.6 2.63 32.2 3.69
Fc48(2) 35.6 2.01 30.0 3.49

表－５ 鉄筋材料試験値 

呼び名 D19 D6 D10 S6 S10 S6 S8 D6 D8 D10
375 381 - - - 981 - - - -
560 513 - - - 1126 - - - -
367 329 - - - 905 - 329 - -
587 503 - - - 1096 - 503 - -
371 361 - - - 977 - 361 - -
534 528 - - - 1148 - 528 - -
375 367 362 - - 905 938 - 417 362
552 519 506 - - 1121 1110 - 573 506
538 - - 882 - - 993 361 - 364
690 - - 1068 - - 1162 528 - 500
538 - - 833 915 905 938 - - 362
690 - - 1056 1083 1121 1110 - - 506

Fc24(4)

Fc48(1)

Fc48(2)

Fc24(1)

Fc24(2)

Fc24(3)

座屈補強筋
孔際補強筋 補強筋

部位 主筋
肋筋， 開孔

上段：降伏強度，下段：引張強度 (単位: N/mm2) 

表－６ 最大強度と限界部材角 

計算値 実/計

Ru

(×10-3rad)
L6-0 198 53 1.19 無孔梁

L6-5-4L-N 174 21 1.05 pb=0%
L6-5-6L 196 41 1.20 H=D/3
L6-5-6M 202 43 1.24
L6-5-6S 201 49 1.23
L6-5-4M 194 42 1.19
L6-5-4S 204 42 1.25

L6-5-6SE-B1 192 44 1.17 e=D/24
L6-5-6SF 193 44 1.18 A=D/2

L6-5-6M-B1 195 46 1.19 -
L8-12-8M-B2 261 67 1.21
L8-12-8M-B3 258 60 1.19
L8-8-12M-B3 256 67 1.19

H6-0 270 100↑ 1.13 無孔梁
H6-5-9S-B2 272 100↑ 1.14

H6-5-12S-B2 278 100↑ 1.17
H6-5-9S-B1 271 75 1.14

H6-5-9SE-B2 274 100↑ 1.15 e=D/24
H8-12-8M-B2 332 61 1.07
H8-8-12M-B2 334 67 1.08

-

備考

-

-

-

Qmax/Qmu

238

310

164

216

166

163

試験体

実験値

Qmu

(kN)

Qmax

(kN)
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は小さいが、他の試験体では、補強筋係数が増大する

と Ru も増大する傾向があり、座屈補強筋係数が 0.83

以上あれば、Ruは 40×10-3rad 以上であった。このとき、

座屈補強筋量は pbσby≧1.12N/mm2であった。これより、

安全側の配慮のもとに、式(7)、式(8)を設定している。 

ｅ．限界部材角－開孔部補強筋量関係 

 Ru と曲げ終局強度時せん断応力度に対する開孔部補

強筋量 (孔際と開孔補強筋量の和)の比((pvσvy+pdσdy)/

τmu0)との関係を図－６に示す。(pvσvy+pdσdy)/τmu0 を

開孔部補強筋係数と称する。本実験の範囲では、開孔

部補強筋係数が 3.16 以上あれば、Ruは 40×10-3rad 以

上を確保できること、Ru は開孔部補強筋係数に対して

線形的に増大する傾向があることがわかる。 

ｆ．開孔部補強筋指標－無次元化せん断応力度関係 

開孔部補強筋量をコンクリート強度で無次元化した

値(ξ=(pvσvy+pdσdy)/σB)と曲げ終局強度時せん断応

力度をコンクリート強度で無次元化した値(τmu0/σB)

との関係、および本工法と類似した補強法を採る試験

体による既往実験 2)での同関係を図－７に示す。上記

e.で示したように、Ru と(pvσvy+pdσdy)/τmu0 とには相

関関係があり、また、座屈補強筋を有する全ての試験

体のRuが 40×10-3rad であったことから、開孔径 D/3.5

の材端有孔梁に対して Ru=40×10-3 rad を確保しうる

ξ－τmu0/σB関係を求めると、式(3)、式(4)を得る。 

ｇ．限界部材角－せん断余裕度関係 

 限界部材角(Ru)とせん断余裕度(Qsu/Qmu)との関係を図

－８に示す。ここで、Qsu は、座屈補強筋は部材の靭

性の増大には寄与するが、せん断強度の増大には寄与

しないと安全側の判断のもとに仮定し、式(2)により

求めた開孔部のせん断強度の計算値である。本実験の

範囲では、Qsu/Qmuが 1.15 以上であれば、開孔部近傍で

のせん断破壊が先行せず、Ruは 40×10-3rad 以上であっ

た。これより、安全側の配慮のもとに式(1)を設定し

ている。なお、実験時の孔際補強筋比は 0.48％≦pv≦

1.19％、開孔補強筋比は0.37％≦pd≦1.17％である。 

 

６．実大施工実験 

 

 本工法を用いる場合には、梁端部断面のせん断応力

度に応じて、孔際補強筋、開孔補強筋のほか座屈補強

筋量を増大させるため、せん断応力度が大きい有孔梁

に対しては密な配筋となる場合がある。このため、主 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

として鉄筋組の施工性ならびにコンクリートの充填性

の確認を目的として、梁端部近傍を取り出した部分架 

図－５ Ru－pbσby /τmu0関係 
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図－６ Ru－(pvσvy+ pdσdy) /τmu0関係 
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式(3)は、H=D/3.5 の場合
でも Ru=40×10-3 rad を確
保できるように安全側に
設定した。
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構試験体による実大施工実験を行った。 

6.1 鉄筋組の施工性および鉄筋組時間 

 鉄筋組の出来形を写真－２に示す。梁端部を対象と

して、本工法の設計指針で規定する中程度から上限近

くの補強筋量を配筋し、鉄筋組の精度、鉄筋組に要す

る時間などを検討した。座屈補強筋の鉄筋組に工夫が

必要であったものの、上限に近い鉄筋量の場合であっ

ても、精度良く鉄筋組できることを確認できた。また、

施工現場での開孔部の補強筋組に要する時間は、施工

実験での作業時間のデータを基に鉄筋工の習熟効果も

見込むと、上限に近い鉄筋量の場合であっても、鉄筋

工2人1組で1箇所あたり約40分と想定される。 

6.2 コンクリートの充填性 

 コンクリートの打設状況を写真－３に示す。本工法

の上限に近い補強筋量が配筋された梁部分を含んだ部

分架構試験体の型枠に、ホッパーを用いて柱部、次に

梁中央部から 3.2m3 のコンクリートを約 15 分かけて

打設した。打設に際しては、棒状バイブレータを用い

てコンクリートを締め固めた。打設したコンクリート

は 21-18-20N で、スランプの実測値は 19.5cm、現場

封緘養生の材齢 50 日での圧縮強度は 28.2N/mm2 で

あった。本工法の上限に近い補強筋量であったが、コ

ンクリートが、柱および梁中央部から梁材軸方向に

沿って、すなわち開孔補強筋面内方向から開孔部に流

入するため、容易にコンクリートを打設できた。 

 コンクリートの充填状況を写真－４に示す。コンク

リート打設約１週後に脱型し、躯体コンクリート表面

を観察したが、豆板や気泡はみられなかった。また、

開孔部の補強筋が最も交錯する断面でコンクリートを

切断したが、切断面に充填不良箇所は確認されず、コ

ンクリートを密実に打設できることを検証できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．まとめ 

 

材端有孔梁を対象に開孔補強工法を考案し、載荷実

験により構造性能を検討した。その結果、設計で保証

すべき強度と変形性能を有することを確認し、さらに

設計方法を提案できた。また、施工実験結果から、開

孔部の補強筋組の施工性ならびにコンクリートの充填

性に問題の無いことを確認できた。 

 

８．おわりに 

 

 本開発は、淺沼組、安藤建設、大木建設、奥村組、

熊谷組、五洋建設、大末建設、テイエム技研、日産建

設、松村組（五十音順）の 10 社による共同開発研究であ

る。なお、本工法は(財)日本建築総合試験所の建築技

術性能証明を取得している。 

 

【参考文献】 

1) R. Park and T. Paulay、“Reinforced Concrete Structures”、 

pp.236～254 

2) 黒沢俊也、駿河良司ほか、「梁端部ヒンジ領域に開口

を有する RC 梁の曲げせん断実験(その 1, 2)」、23262, 

23263、日本建築学会大会学術講演梗概集、2000. 9 

本工法の設計指針で規定する上限に近い補
強筋量を配筋した場合 

写真－２ 鉄筋組出来形 

座屈補強筋 切断位置 開孔補強筋 

孔際補強筋 

(1)表面 (2)梁切断面 

写真－４ コンクリート充填状況

切断位置 梁主筋 

開孔補強筋 

座屈補強筋 

孔際補強筋跡

写真－３ コンクリート打設状況 

コンクリート流入方向
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Ｌ形接合部 Ｔ形接合部

ト形接合部 十字形接合部

ネジ部鉄筋

円形定着板

摩擦圧接

 

 

 

 

 

 

写真－１ ＥＧ定着板工法  図－１ 接合部の名称

 

 

ＥＧ定着板を用いた機械式定着工法の開発 
－Ｔ形、ト形柱梁接合部の構造性能－ 

 

岸本 剛＊ 早川邦夫＊＊ 細矢 博＊＊ 

  

 

＊東京支社建築設計部 ＊＊技術研究所  

１．まえがき

 鉄筋コンクリート造建物において、柱梁接合部（以

下、接合部）への主筋定着は、一般に梁主筋は折り曲

げ定着、最上階柱主筋は 180°フックが用いられてい

る。しかし接合部内の配筋の複雑化、また架構のプレ

キャスト（PCa）化に伴い、最近では主筋端部に定着

金物を取り付ける機械式定着工法が多用されるように

なってきた。

機械式定着工法については各種工法が提案されてい

るが、ここでは、広範に流通している竹節形状の鉄筋

に適用できる工法として、写真－１に示す主筋端部に

ネジを摩擦圧接し、中央部にネジを切った円形定着板

を締め込むＥＧ定着板工法（以下、本工法という）を

対象とした。

本工法を図－１に示すト形接合部の梁主筋、Ｔ形接

合部の柱主筋、Ｌ形接合部の柱または梁主筋に適用す

る場合には、定着部の破壊を防止するために必要な定

着耐力式を評価する必要がある。定着耐力式について

は、実際の接合部の応力状態を模擬した引き抜き試験

により、提案されている実用的な耐力式 2)で本工法を

評価できることを確認している 3)。前報 1)ではＬ形接

合部の構造性能について報告している。今回、本工法

をＴ形、ト形接合部に適用した場合の構造性能を把握

するため部分架構実験を実施した。その結果、Ｔ形接

合部に本工法を適用した場合においても、柱曲げ破壊

型の実験では十分なせん断余裕度を確保し、接合部内

を中子筋や柱頭補強筋で補強を施すことにより、耐力

低下のない良好な変形性能を示すことが確認できた。

またト形接合部の梁主筋に適用した場合においても十

分な変形性能を確保でき折り曲げ定着と同様な性能を

有していることが確認できた。本報ではＴ形、ト形部

分架構実験の結果および得られた知見について報告す

る。

２．Ｔ形部分架構実験

2.1 試験体

 試験体一覧を表－１に、試験体形状を図－２に示す。

試験体は９体で、断面は全て同一とし柱断面 400×

400mm、梁断面 300×400mm である。T-1～T-4 では

Ｔ形接合部の基礎的な構造性能を把握することを目的

に、コンクリート強度を主な因子とし、Fc=42N/mm2

を基準（T-1、T-4）に Fc24（T-2）、Fc60（T-3）の３

水準とした。T-5～T-9では接合部横補強筋に中子筋を

設けることを基本とし、柱頭部にヒンジが生じた場合

のＴ形接合部の変形性能を確保することを目的に、コ

ンクリート強度、中子筋の有無、接合部せん断余裕度

の組み合わせで５体実施した。柱主筋の定着には全て

本工法を使用し、定着長さも共通で 300mm（3/4Db、

Db は梁せい）とした。主筋径に対する定着長さは T-

1～4 では 15.7db（db：鉄筋径）、T-5、6 では 18.8db、

T-7～9 では 23.1db となっている。各試験体には柱頭

部のひび割れ防止と柱・梁主筋の拘束を目的に柱頭補

強筋（図－２参照）を配置した。柱頭補強筋は逆Ｕ字

型の鉄筋を接合部横補強筋の内側に沿わせ、梁主筋に

対して直交方向、平行方向それぞれ４本づつ配筋した。

なお表中の接合部せん断余裕度は、靭性保証型設計指

針・同解説 4)と既往の研究より最上階柱梁接合部に機

械式定着具を用いる場合の評価法を示した文献 5)を

基に算出している。
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(D13,D10)
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梁断面図

T-1 R=40×10-3rad 

T-8 R=40×10-3rad T-9 R=40×10-3rad 

T-5 R=40×10-3rad 

2.2 載荷方法 

載荷装置図を図－３に示す。載荷は、試験体を上下

逆にセットした状態で、梁の反曲点位置をピン支持で

固定し、柱反曲点位置を 500kN 油圧ジャッキにて押

し引きすることによる正負交番繰り返しとした。また、

梁の両端部をピンで支持し、試験体の水平ずれを防止

するために初期軸力として約50kNを載荷した。

載荷は層間変形角(R)で制御し、R=±2.5、5.0、10、

15、20、30、40×10-3rad を各２回繰り返し、その後

R=＋100×10-3radまでの一方向載荷とした。

2.3 実験結果 

 a. ひび割れ性状 

写真－２に試験体 T-1、5、8、9 の R=＋40×10-3rad

時のひび割れ状況を示す。初期のひび割れ状況は全て

の試験体でほぼ同様であった。R=2.5×10-3rad までに

柱、梁に曲げひび割れが発生し、若干の剛性低下がみ

られた。接合部のせん断ひび割れは R=5.0×10-3radま

たは、R=10×10-3rad のピーク前に発生し、発生とほ

ぼ同時に若干の耐力低下が生じた。中子筋の無い T-1

～T-4、T-9試験体ではせん断ひび割れの進展、ひび割

れ幅の拡大にともなって耐力低下がみられ、最終的に

は接合部のせん断ひび割れが拡大し、接合部が面外方

向に大きく膨らみ、コンクリートが剥落しせん断破壊

した。

一方、接合部内に中子筋を設けた T-5～7、接合部

せん断余裕度を約 2.0 とした T-8（中子筋無し）では

せん断ひび割れはほとんど拡大せず、実験終了まで大

きな耐力低下はみられなかった。 

写真－２ ひび割れ性状

表－１ Ｔ形試験体一覧

図－２ Ｔ形試験体形状

図－３ 載荷装置図

梁

主筋

配筋 Ld 配筋

(N/mm2) pg (mm) pt

T-1 42 1.06

T-2 24 0.88

T-3 60 1.17

T-4 42 4-D10 1.06

T-5 1.43

T-6 1.93

T-7 1.90

T-8 1.98

T-9 1.75

接合部
せん断
余裕度

42

24
0.33

300

300

15.8

18.8

23.1

12-D16
1.49%

12-D13
0.95%

ｺﾝ
ｸﾘ-ﾄ

σB

4-D19
1.07%

12-D19
2.15%

配筋

主筋

Lb/db

4-D19
1.07%

2-D10@100
0.36%

4-D13

接合部

4-D13

柱頭
補強

0.33

0.67

配筋pwj

4-D10

配筋

2-D10@100
pw=0.36%

4-D10@100
pw=0.71%

4-D16
0.74%

試験体 横補強筋

柱

面外拘束装置

500kN
ジャッキ

500kN
ロードセル

試験体

反力フレーム

17001700
3400

1
0
00
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b. 履歴性状及び最大耐力 

表－２に実験値と計算値一覧を示す。ここで、実験

値の最大荷重は正載荷時の値を示しており、柱曲げ耐

力計算値は、文献 5)の中段筋を考慮した略算式を用

いた。また、接合部せん断耐力は、靭性保証型耐震設

計指針式 4)を用いた。各耐力の計算には，表－２の鉄

筋試験結果および，表－３中に示すコンクリート圧縮

強度を用いた。また，値は全て層せん断力に換算して

表示している。

接合部せん断余裕度が最も低く(0.88)、接合部せん

断破壊が先行した試験体 T-2では、実験値と接合部せ

ん断耐力計算値との比(Qmax/Qsu)が、1.03とよい対応

を示した。このことより、本工法により定着された柱

主筋を有するＴ形接合部の接合部せん断耐力は、既往

の設計式を用いて評価できることが確認できた。

 柱曲げ降伏が先行するように、接合部せん断余裕

度を大きくした（1.43～1.98）T-5～9 では実験値と、

曲げ耐力計算値の比(Qmax/Qmu)は 1.02～1.11 と良い

対応を示しており、バラツキも小さく、Ｔ形接合部の

柱曲げ耐力は、文献 5)の提案式で安全に評価できる

ことがわかった。

図－４に各試験体の層せん断力(Q)－層間変形角(R)

関係を示す。図中には柱主筋（一段筋）の降伏および

接合部せん断ひび割れ発生時をプロットした。接合部

内に中子筋を設けていない T-1～T-4 の内、Fc42 とし

た T-1,T-4、および Fc60 の T-3 は R=10×10-3rad で柱

一段筋の降伏が確認された後も荷重は増大し、R=15

×10-3rad で最大耐力に達した。その後、徐々に耐力

表－２ 鉄筋材料試験結果

表－３ 最大耐力一覧

図－４ 層せん断力(Q)－層間変形角(R)関係

実験値

最大荷重

σB Qmax Qmu Qmax Qpu Qmax

(N/mm2) (kN) (kN) Qmu (kN) Qpu

T-1 45.2 302 297 1.02 315 0.96 C J

T-2 25.1 216 238 0.91 209 1.03 J

T-3 70.6 364 368 0.99 430 0.85 C J

T-4 45.2 301 297 1.01 315 0.96 C J

T-5 44.9 230 214 1.07 307 0.75 C CS

T-6 48.3 183 168 1.09 323 0.57 C CS

T-7 25.4 113 110 1.03 209 0.54 C

T-8 26.9 113 110 1.02 217 0.52 C

T-9 27.9 142 128 1.11 223 0.64 C J

破壊形式試験体

計算値コンクリー
ト強度 接合部せん断耐力柱曲げ耐力

・実験値最大荷重は正加力時の値とした  ・実験値および計算値は全て層せん断力に換算
・Qmu:文献５）の提案式による柱曲げ耐力 
・Qsu :靭性保証型設計指針による接合部せん断耐力  (ここで，κ=0.7，φ＝0.85 とした)

σy σu Es εy

(N/mm
2
) (N/mm

2
) (kN/mm

2
) (μ)

SD295A 376 519 176 2346
T-2接合部横補強筋
T-4柱頭補強筋

SD390 435 596 181 2740 T-1,4接合部横補強筋

SD685 795 996 189 4642
T-3接合部横補強筋
柱，梁横補強筋

SD295A 373 507 171 2194
T-7～9接合部
横補強筋

SD345 385 551 168 2385
T-5,6接合部横補強筋
T-7～9柱頭補強筋

SD685 816 988 194 4355 柱，梁横補強筋

SD295A 361 526 164 2626 T-1～3柱頭補強筋

SD295A 336 474 173 2022 T-7,8柱主筋

SD345 366 541 172 2237 T-5,6柱頭補強筋

SD390 419 593 168 3159 T-9柱主筋

SD295A 351 523 170 2327 T-6柱主筋

SD345 385 561 173 2307 T-7～9梁主筋

SD390 448 610 169 3082 T-5柱主筋

SD295A 345 527 187 2132 T-2柱主筋

SD390 431 611 185 2700
T-1,4柱主筋、
T-1,2,4梁主筋

SD490 534 701 183 3275 T-3柱，梁主筋

SD345 373 556 168 2387 T-5,6梁主筋

S45C
＊ 390 610 - - 定着板、ネジ

σy：降伏強度，σu：引張強度，Es：弾性係数，εy：降伏歪み度

＊：S45Cは機械構造用炭素鋼で、σy，σuの値はﾒｰｶｰｶﾀﾛｸﾞ値
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接合部せん断余裕度  
＝ 靭性保証型指針式による接合部せん断耐力 / 建築学会略算式による梁曲げ耐力

（共通）柱主筋：12-D22(SD490) 
    せん断補強筋：柱2-D10＠100(SD785)、梁2-D10＠60(SD785)、接合部0.36% 
    側面かぶり厚さ：75mm 

低下した。最終破壊モードは柱主筋降伏後の接合部せ

ん断破壊と思われる。また、Fc24 とした T-2 は R=15

×10-3rad で最大耐力に達した後、次のサイクルで柱

一段筋の降伏は確認されたが、その後、接合部のせん

断破壊に伴った耐力低下がみられた。

コンクリート強度の違う T-1～T-3 を比較してみる

と、最大耐力時の変形角が多少異なるものの、履歴性

状としての大きな違いは特にみられなかった。また、

柱頭補強筋の径を変動因子とした T-1、T-4 を比較す

ると、最大耐力までほとんど差はみられないが、最大

耐力以降の耐力低下は柱頭補強筋を D10 とした T-4

の方が僅かではあるが大きかった。このことより柱頭

補強筋は靭性能の改善に寄与しているものと思われる。 

 接合部内に中子筋を設けた T-5～T-7 と接合部せん

断余裕度を最も大きくした T-8 は R=5.0～10×10-3rad

の間に危険断面位置の柱一段筋、中段筋が順次降伏し、

R=10～30×10-3rad の間に最大耐力に達した。その後

も大きな耐力低下もみられず、良好な履歴性状を示し

た。また、T-5～T-8では、接合部せん断余裕度、中子

筋の有無による履歴性状の大きな差異は特にみられな

かった。ただし、接合部せん断余裕度を 1.75 とし、

中子筋を設けていない T-9では柱の一段筋、および中

段筋の降伏は確認できたものの、変形の増大にともな

い徐々に耐力低下し、最終的には接合部がせん断破壊

した。 

2.4 実験結果の検討

a. 柱主筋の歪み度分布

図－５に柱主筋の歪み度分布を示す。値は各層間変

形角における第１サイクルピーク時の値を示す。

各試験体とも R=10×10-3rad 以降危険断面位置(C6)

の主筋が降伏歪み度に達し、変形の増大に従い、降伏

領域が接合部内に拡がっている。本実験では、破壊

モードの違いによる柱主筋の歪み度分布に大きな差異

はみられなかった。また、定着板近傍(C4)は実験終了

まで降伏歪み度には達しておらず、C4－C5 間の歪み

勾配も確保されていた。このことより、接合部がせん

断破壊を起こすような応力状態にあっても、円形定着

板は十分な定着性能があることが確認できた。

b. 定着板の分担率 

図－６に全試験体の柱主筋（隅鉄筋）に使用した円

形定着板の分担率と層間変形角の関係を示す。円形定

着板の分担率は、柱主筋の危険断面位置における引張

 

図－５ 柱主筋の歪み度分布

図－６ 定着板の分担率と層間変形角の関係

表－４ ト形試験体一覧

Fc 定着長 破壊形式 せん断 備考

本数･径 鋼種 (N/mm2) (mm) 余裕度

O-1 SD390 42 1.52 基準試験体

O-2 SD490 60 1.55 Fc大

O-3 SD345 21 1.06 Fc小

O-4 300(3/4･D) 1.71 定着長大

O-5 267(2/3･D) 1.52 Ｕ字定着

O-6 42 0.62 基準試験体

O-7 60 0.80 Fc大

42

267=10.6db

     =2/3･D

267(2/3･D)

梁曲げ降伏
先行

接合部せん
断破壊

3-D25

4-D25

梁主筋

SD390

SD685

No
種類 

接合部
せん断
余裕度

(
m
m
)
 

(
m
m
)
 

(
m
m
)
 

奥村組技術研究年報　No.29 2003.7



- 65 - 

力に対する、定着板近傍の

主筋の引張力の比とした。

引き抜き力は鉄筋の歪み度

より算出した。定着板の分

担率は、初期(R=10×10-

3rad )で約２割程度であっ

たが、変形角の増大に比例

して大きくなり、R=30×

10-3rad では約６割～８割

の値を示した。

３．ト形部分架構実験

3.1 試験体 

試験体一覧を表－４に、

試験体形状を図－７に示す。試験体は、RC 造におけ

るト形接合部を模擬した形状で、断面はすべて同一

（梁：350×450mm、柱：400×400 mm）とした。実

験因子は、コンクリート強度、定着方法、梁主筋の定

着長、破壊形式とし、試験体は７体製作した。そのう

ち、O-1～O-5 を梁曲げ降伏先行型、O-6、O-7 を接合

部せん断破壊型とし、それぞれの基準試験体は O-1

と O-6 とした。基準試験体は、Fc=42N/mm2、梁主筋

定着長267mm（2/3Dc＝10.6 db：Dcは柱せい、dbは梁

主筋径）である。梁曲げ降伏先行型では、Fc60（O-

2）、Fc21（O-3）とし、O-4 は定着長 300mm（3/4D＝

12 db）に、O-5はＵ字定着とした。定着長は、機械式

定着の場合は、梁危険断面から定着板の内側までの距

離とし、Ｕ字定着の場合は、接合部内定着部の水平投

影長さとした。 

3.2 載荷方法 

載荷装置図を図－８に示す。載荷は、反力フレーム

の試験体上部より試験体柱に一定軸力（使用コンク

リート強度の 1/10）を加力した状態で、梁端部へ上

下方向に正負交番の繰返し荷重を与えた。加力方向は、

梁を引き上げる方向を正加力、梁を押し下げる方向を

負加力とした。載荷サイクルは R=±2.5、5.0×10-3rad

を各１回、±10、15、20×10-3rad を各３回、±30、

40×10-3rad を各１回正負に繰り返した後＋100×

103radまでの一方向加力とした。 

3.3 実験結果 

最大耐力を表－５に示す。各耐力の計算には，表－

表－５ 最大耐力一覧

6
0

図－７ ト形試験体形状 図－８ 載荷装置図     

実験結果 梁端荷重計算値

最大荷重 梁曲げ耐力
接合部

せん断耐力
側面剥離
破壊耐力

実(kN) 計1(kN) 実／計1 計2(kN) 実／計2 計3(kN) 実／計3

O-1 186 160 1.16 221 0.84 220 0.85 B J

O-2 218 211 1.03 277 0.79 242 0.90 B J

O-3 145 136 1.06 146 0.99 175 0.83 B J

O-4 195 160 1.22 249 0.78 220 0.89 B J

O-5 172 160 1.08 221 0.78 220 0.78 J

O-6 262 346 0.76 222 1.18 294 0.89 J

O-7 309 346 0.89 281 1.10 325 0.95 J

実：最大荷重実験値

計1：建築学会略

計2：靭性保証型耐力式による接合部せん断耐力を梁端荷重に換算

計3：側面剥離破壊強度式による梁主筋の定着耐力を梁端荷重に換算
1)

B：梁主筋降伏、J：接合部破壊

破壊
形式

№

建築学会略算式による曲げ耐力を梁端荷重に換算 

2)

σBNo

O-1

O-2

O-3

O-4

O-5

O-6

O-7

44.1

60.9

24.3

44.1

44.1

44.4

62.1

径 鋼種
降伏強度

(N/mm
2
)

引張強度

(N/mm
2
)

弾性係数

(kN/mm
2
)

降伏
ひずみ度
（μ）

使用
部位

SD345 377 576 182 2071
O-3
梁主筋

SD390 445 651 186 2392
O-1,4,5
梁主筋

SD490 586 812 188 3123
O-2
梁主筋

SD685 718 920 194 3700
O-6,7
梁主筋

D22 SD490 553 730 187 2953 柱主筋

SD295A 327*1 505 191 1712
接合部
帯筋

SD785 975
*1 1101 199 4899

帯筋
肋筋

D25 S45C 390 565 － － 円形板
用 GNH55*2 490 740 － － ネジ
*1：0.2％オフセット法による
*2：メーカ製品規定値による。ネジ仕様：JIS B 0205

D25

D10

表－３　鉄筋および定着板試験結果   表―６ 鉄筋材料試験結果    

反力フレーム

試験体 

ジャッキ 

500kN 

ジャッキ 

2000kN 

載荷 
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６の鉄筋試験結果および，表－５中に示すコンクリー

ト圧縮強度を用いた。また，値は全て層せん断力に換

算して表示している。梁曲げ降伏先行型試験体の実験

値は建築学会の略算式による梁曲げ耐力計算値の1.03

～1.22倍に、また接合部せん断破壊型試験体では靭性

保証指針耐力式による接合部せん断耐力計算値の1.10

～1.18倍となり、それぞれ計算値と良く一致した。

層せん断力(Q)と層間変形角(R)の関係を図－９に示

す。図中には、接合部のせん断ひび割れ、梁主筋降伏、

最大耐力の発生点をそれぞれ示している。梁曲げ降伏

先行型試験体（O-1～5）では、最大耐力が梁曲げ耐

力計算値を上回り、Ｕ字定着とした O-5 以外の試験

体の最大耐力は R=30～40×10-3rad で確認され、その

後の低下も小さい。 接合部せん断破壊型の試験体

（O-6、7）では、靭性保証指針式によるせん断耐力

計算値を上回り、最大耐力に達している。最大耐力以

降は、梁曲げ降伏型に比較して耐力の低下が大きい。 

コンクリート強度を変化させた O-1～3 を比較する

と、最大耐力到達後、O-3 は繰返しによる耐力低下が

他より大きい。これは、コンクリート強度が低く、曲

げ耐力時の接合部せん断余裕度が 1.03 と、せん断耐

力と曲げ耐力が近いためであると考えられる 定着長

を変化させたO-1とO-4では、O-4の最大耐力が若干

大きいが、R=50×10-3rad での層せん断力はほとんど

変わらない値を示している。 

 

４．まとめ

柱梁主筋端部にＥＧ定着板を用いた接合部の構造実

験を行った結果以下のことが分かった。

① Ｔ形接合部では、接合部内を中子筋、柱頭補強筋

により十分に補強し、接合部せん断余裕度を 1.43

以上確保した試験体は、柱曲げ降伏型の安定した

履歴性状を示した

② Ｔ形接合部では、接合部せん断余裕度を 1.75 と

比較的高くした試験体においても、接合部内に中

子筋が無い場合は、柱曲げ降伏後接合部がせん断

破壊し、耐力低下がみられた

③ ト形接合部では、梁曲げ耐力、接合部せん断耐力

および変形性能ともＴ形試験体ほど接合部せん断

余裕度による影響は見られずそれぞれ実験値は計

算値を上回った

④ Ｔ形・ト形試験体とも本工法をした場合、接合部

がせん断破壊した場合でも十分な定着性能を示し、

定着部の破壊はみられなかった

 

５．あとがき

本実験結果より、本工法がＴ形・ト形接合部へ適用

可能であることが確認できた。なお、本工法の開発は

４社（ ㈱奥村組、合同製鐵㈱、五洋建設㈱、鉄建建

設㈱ ）の共同研究である。

本研究を進めるにあたり、ご指導を頂いた東京理科

大学松崎育弘教授に深く感謝の意を表する。 
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図－４　層せん断力と層間変形角（Ｑc－Ｒ）の関係
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避難安全検証法及び耐火性能検証法を用いた設計手法の開発 

 
 中屋成人＊ 角谷三夫＊＊  篠原啓泰＊＊＊ 

 茂木正史＊＊＊＊ 小河義郎＊＊＊＊ 

 

 

＊関西支社建築設計部 ＊＊元関西支社建築設計部 ＊＊＊東京支社建築設計部 ＊＊＊＊技術研究所 

１．はじめに   

 

 平成 10 年 6 月に、建築基準法の性能規定化や建築

確認検査業務の民間開放、中間検査制度の充実等を含

んだ一連の大幅改正が行われ、平成 12 年にかけて順

次施行された。この中で、建物の構造・設備等に関す

る性能規定化は、建築関係業務への影響も大きく建築

版ビックバンとも言われた。 

 避難安全・耐火性能は、本来建物にとって重要な性

能である。しかし、従来は決まりきった規定を適用す

るだけで設計内容にほとんど差が出ないため、建築技

術の主要要素とは認識されない傾向があった。今回の

建築基準法改正を契機に、避難安全・耐火設計内容の

差が建物に目に見える差を与える可能性が認識される

ようになり、この分野の技術が顧客に対する有効な提

案技術になりつつある。 

 基準法の性能規定化の施行から数年経たが、ここで

はこの避難安全・耐火性能に関わる改正に対応するた

めに実施した標記開発課題の成果とともに、開発以後

の当技術適用事例についても報告する。 

 なお、改正後の建築基準法と避難安全検証法および

耐火性能検証法自体の内容については最小限の概要を

述べることとする。詳細は文献 1),2)他を参照願いたい。 

 

２．避難安全検証法を用いた設計手法  

 

2.1 改正された建築基準法の避難安全規定 

 建築基準法の性能規定化改正の概要を図－１に示す。

この改正の最も大きな特徴は、仕様規定が例示仕様と

いう位置付けに変わったことと、「一般的性能検証

法」が新たに導入されたことである。 

 避難安全に関わる規定においては、改正前建築基準

法で防火区画関係・避難施設関係・排煙設備関係・内

装制限関係などの仕様が非常に詳細に定められていた。

改正後の建築基準法ではこれら仕様規定はほぼ同内容

ではあるが、例示と位置付けられたことから、これら

の規定に当てはまらない場合でも同等な安全性を確認

できれば認められることとなった（図－２参照）。そ

のための同等な安全性確認方法の一つが以下に述べる

避難安全検証法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 改正建築基準法の概要 

 

2.2 避難安全検証法の検証方法 

 性能検証のための「一般的性能検証法」として避難

安全検証法が告示（H12年建告1441、1442）により示

された3)。 

 火災時には煙が避難行動の最大の阻害要因となるた

め、避難安全検証法では避難行動が完了する時間と火

災による煙が避難行動に支障を及ぼし始める時間を比

較して、安全性を検証することとしている。まず火災

時の避難行動を、火災室からの避難・火災階からの避

難・火災建物からの避難の３種類の避難行動に分けて

考えて、それぞれの避難時間を計算する。次に、各々

の避難行動に応じた避難経路で煙が避難行動の支障と

なる高さに降下してくる時間を計算して、避難時間の

方が短ければ安全であると評価する。 

 避難安全検証法の全体は、対象とする避難行動の種

類に応じて図－３に示すように階避難検証法と全館避

一般構造関係 構 造 強 度 関

係

防火関係 避難関係 設備関係

により、必要とする性能項目を示す。

により、具体的な性能基準を示す。

と により、性能基準を満足する例示仕様と「一般的な性能検証法」を

示す。

限界耐力計算

法、

免震構造等

定型的な物・方法は型式適合認定・型式部材等製造者認証により認定される。

耐火性能検証

法（防火区画

検証法含む）

避難安全検証

法（階・全館安

全 検 証 法 含

む）

EV・ESC強度

検証法

新たに導入された「一般的性能検証法」

大臣が認めた高度な検証法により性能検証をすることも可能。
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難検証法から構成されている。階避難安全性の検証は、

火災室の避難安全と避難経路の避難安全からなり、階

毎に適用することができる。全館避難安全性の検証は

全階での階避難安全検証が前提となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 基準法改正前後の避難安全に関する規定 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 避難安全検証法の構成 

 

2.3 避難安全検証法適用の効果 

 告示に示された方法によって避難安全性を検証する

ことにより、基準法に規定された関係規定の適用が免

除される。これによって、従来の設計方法と較べて各

種の設計自由度が与えられることになる。 

 具体的には、避難階段の幅を小さくすることなど避

難施設関係規定が適用免除されたり、排煙設備を設け

なくともいいように排煙設備関係規定が適用免除され

たりする可能性がある。 

2.4 避難安全検証法プログラムと設計マニュアル 

 前述の避難安全検証を効率的に行うためのプログラ

ムを開発した。入力および出力データの概要と、入

力・出力帳票の一部をそれぞれ図－４、表－１、２に

示す。 

 入力データは、表－１に示すように避難時間と煙降

下時間を計算するための諸データであるが、建築設計

図から比較的簡単に拾い出すことのできるデータであ

る。 

 

 プログラムによる計算の結果として、火災室からの

避難、火災階からの避難、全館からの避難のそれぞれ

の安全性評価結果が出力される。 

 プログラムとは別に、この検証法を適用すれば有利

となる建物用途と適用結果の傾向などを示して設計を

効率的に進めるための設計マニュアルも作成してある。

適用効果の大きい建物は、スーパー・百貨店などの物

販店舗や大きな事務室を持つ事務所ビル等である。 

 

改正前 改正後

具体的な要求性能が不明確

仕様規定に従えば合法

仕様規定は詳細に規定

避難施設関係規定（例）

　・廊下の幅

　・歩行距離制限

　・特別避難階段の構造

　・物販店階段出入口幅

排煙設備関係規定（例）

　・排煙設備の設置

　・排煙設備の構造

要求性能が明確化

仕様規定(例示仕様)に従えば当然合法だ

が、仕様規定に外れても性能が検証さ

れれば合法

一般的性能検証法を新たに導入

　・階避難安全検証法

　・全館避難安全検証法

仕様規定は例示仕様と位置付け

　（内容は改正前をほぼ踏襲）

高度な性能検証法
例外規定（３８条）

（居室からの避難） （全館からの避難）（階からの避難）

階避難安全検証法 全館避難安全検証法

Aarea 居室名 売場1 売場2 食堂 厨房 事務室
火災室内にあるAarea１の名称 売場1 売場2 食堂 厨房 事務室
火災室内にあるAarea2の名称 ﾃﾅ120 ﾃﾅ100 厨房
火災室内にあるAarea3の名称 ﾃﾅ50 ﾃﾅ60

Aarea1= 2080.00 2095.00 121.00 40.00 90.00
Aarea2= 120.00 100.00 40.00
Aarea3= 50.00 60.00

Aarea1ﾙｰﾄ l1= 50.000 50.000 15.000 10.000 15.000
速度ﾀｲﾌﾟ 7 7 7 7 10

Aarea2ﾙｰﾄ l2= 0.000 0.000 0.000
速度ﾀｲﾌﾟ 7 7 7

Aarea3ﾙｰﾄ l3= 0.000 0.000
速度ﾀｲﾌﾟ 7 7

Aarea1 Aarea名 売場1 売場2 食堂 厨房 事務室
在館者密度ﾀｲﾌﾟ 6 6 8 8 4

Aarea2 Aarea名 ﾃﾅ120 ﾃﾅ100 厨房

記 号 単 位 売 場 1 売 場 2 食 堂 厨 房 事 務 室
① 居 室 避 難 行 動 時 間

第 一 （ 居 室 避 難 時 間 ）
床 面 積 Σ A a re a (m 2 ) 2 2 5 0 2 2 5 5 1 6 1 4 0 9 0

居 室 避 難 開 始 時 間 t s t a r t (m in ) 1 .5 8 1 1 .5 8 3 0 .4 2 0 .2 0 .3 1 6 2

第 二 （ 居 室 歩 行 時 間 ）
最 大 歩 行 距 離  1 l l1 (m ) 5 0 5 0 1 5 1 0 1 5

歩 行 速 度  1 v 1 (m / m in ) 6 0 6 0 6 0 6 0 7 8
居 室 歩 行 時 間  1 t t r a v e l1 (m in ) 0 .8 3 3 0 .8 3 3 0 .2 5 0 .2 0 .1 9 2 3

最 大 歩 行 距 離  2 l l2 (m ) 0 0 0
歩 行 速 度 2 v 2 (m / m in ) 6 0 6 0 6 0

居 室 歩 行 時 間  2 t t r a v e l2 (m in ) 0 0 0 0 0

最 大 歩 行 距 離 3 ll3 (m ) 0 0
歩 行 速 度  3 v 3 (m / m in ) 6 0 6 0

表－１ 避難安全検証法プログラム入力シートのイメージ

表－２ 避難安全検証法プログラム出力シートのイメージ

入力データ：［居室避難検証部分を例示］ 

・居室避難時間関係（居室床面積・最大歩行距離・歩行速度・在館者密度・避

難経路毎の滞在可能面積・滞留可能部分タイプ・居室出口幅・最大出口幅等） 

・煙降下時間関係（積載可燃物量・内装材種類・天井高さ・排煙区画面積・排

煙口高さ・給気口面積・機械排煙能力等） 

避難安全検証法プログラム 

出力データ：［居室避難検証部分を例示］ 

・居室避難時間（避難開始時間・歩行時間・出口通過時間） 

・煙降下時間（蓄煙可能容積・煙発生量・有効排煙風量） 

図－４ 避難安全検証法プログラムの入出力データ 
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３．耐火性能検証法を用いた設計手法  

 

3.1 改正された建築基準法の耐火規定 

 改正された建築基準法の耐火建築物に関する規定を

図－５に示す。この改正も避難安全規定に関するもの

と同じ主旨であり、改正前にはなかった「一般的性能

検証法」を用いた設計ルートの選択が可能となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 耐火性能検証法の検証方法 

 性能検証のための「一般的性能検証法」として、耐

火性能検証法が告示（H12年建告1433）により示され

た4）。 

 耐火性能検証法では、その建物各室の空間特性と収

納可燃物等の性状に応じて火災継続時間が想定され、

一方建物の荷重状態他を反映した各部材の保有耐火時

間が想定される。全ての主要構造部材について、保有

耐火時間がその部材が面する室内および屋外に生じる

火災の継続時間を上回れば、建物の耐火性能が検証さ

れたことになる。 

3.3 耐火性能検証法適用の効果 

 耐火性能検証法により耐火性能を検証すると、鉄骨

造の一般的な事務室や店舗の場合、仕様規定に従うよ

りも柱・梁の耐火被覆厚さが低減できる可能性がある。

一方、倉庫などのように膨大な収納可燃物がある建物

では、火災性状が厳しくなるため、仕様規定による

柱・梁の耐火被覆厚さでは性能規定を満足できない場

合もある。また、ロビー空間や機械室など収納可燃物

の非常に少ない空間では、耐火建築物であっても構造

体を無耐火被覆鋼材にできる可能性がある。 

3.4 耐火性能検証法プログラムと設計マニュアル 

 耐火性能検証を効率的に行うためのプログラムを開

発した。入力および出力データの概要と、入力・出力

帳票の一部をそれぞれ図－６、表－３、４に示す。ま

た、避難安全と同様に耐火検証法を適用した設計のた

めの設計マニュアルも作成してある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物 件 名 称 ：
デ ー タ 削 除 計 算 条 件 他 メモ １：

室 名 ： 室 １（コ ン ビ ニ ） 階 ： 1 計 算 条 件 他 メ モ ２：

（収 納 可 燃 物 発 熱 量 ） 発 熱 量 番 号 の 参 照

用 途 ： 店 舗量 番 号 ： 9単 位 発 熱 量 ： #REF ! 〔M j/m
2
〕 床 面 積 ：

（発 熱 材 料 ・壁 、床 面 積 ）

部 位 ： 仕 上 材 名 ： 厚 さ〔mm分 類 ： 下 地 材 名 ： 厚 さ 〔mm〕 分 類 ： 面 積 〔m
2
〕：

床 ビ ニ ア ス タイ ル 2.0 木 材 他 モ ル タル 30.0 ｺﾝｸﾘｰﾄ #REF !

天 井 岩 綿 吸 音 板 12 12.0 不 燃 ＬＧ Ｓ+ＰＢ 9.5 9 .5 準 不 燃 #REF !
壁 1・北 無 機 質 壁 紙 0.1 準 不 燃 ＬＧ Ｓ+ＰＢ 12.5 12 .5 準 不 燃 27.00
壁 2・南 無 機 質 壁 紙 0.1 準 不 燃 ＬＧ Ｓ+ＰＢ 12.5 12 .5 準 不 燃 27.00
壁 3・東 無 機 質 壁 紙 0.1 準 不 燃 ＬＧ Ｓ+ＰＢ 12.5 12 .5 準 不 燃 63.45

壁 4・西 無 機 質 壁 紙 0.1 準 不 燃 ＬＧ Ｓ+ＰＢ 12.5 12 .5 準 不 燃 63.45
壁 5

(開 口 部 ：壁 ) (有 開 口 に 算 入 す る 壁 開 口 )

開 口 記 号 ： タテ 寸 法 〔m 〕： ヨコ 寸 法開 口 面 積 〔m
2
〕： 開 口 面 積 〔mタ テ 寸 法 〔m

ＡＷ ３－ １ 2.25 4.00 9 .00 開 口 1 9.00 2 .25
ＡＷ ３－ ２ 2.94 2.07 6 .09 開 口 2 6.09 2 .94

ＡＷ ３－ ３ 2.25 0.93 2 .09 開 口 3
0.00 開 口 4

0.00 開 口 5
0.00 開 口 6

可 燃 物 の 総 発 熱 量

火 性 能 検 証 法 　入 力 デ ー タ ・フ ォ ー マ ア ク ア くず は ・ビ ル

テ ナ ン ト室 １（コ ン ビ ニ ）
中 規 模 床 面 積 区 画

 

 

：選択セル（同じ入力項目の範囲内では、コ

：必要事項記入セル（同じ入力項目の範囲

収納 有開口 可燃物 燃焼型 可燃物 火災継続
可燃物 因子 表面積 支配因子発熱速度 時間

Ar Q1 Q2 Q3 ΣQ fop Afuel X qb tf①
m2 MJ MJ MJ MJ m^(5/2) m2 m^(1/2) MW s

91344 11065 0 ##### 23.9 629.5 0.038 38.3 44.6

60.0
60.0
30.0

（備考）

実建物での検証：中規模面積室

屋外火災継続時間

耐力壁
非耐力壁（延焼の恐れがある外
非耐力壁（延焼の恐れがない外

室
１

コ
ン
ビ

1 店舗 19030%

可燃物発熱量 屋内火災継続時間

内装材 隣室 合計室名 階 用途
床面積

アクアくずは・ビル

室概要 室火災性状

 

 

 

 
 

 
   

 
   

 
 

  

 

図－５ 改正建築基準法の耐火建築物関係規定 

入力データ ：［Ｓ造無耐火被覆柱部分を例示］ 

・屋内火災継続時間関係 （居室床面積 ・収納可燃物量 ・可燃仕上材面積厚さ ・

隣室からの侵入熱量 ・火災室の有効開口部面積高さ ・内装材表面積率等）

・部材保有耐火時間関係 （鋼材断面形状 ・断面積 ・設計荷重・鋼材弾性係数 ・

座屈長さ・加熱周長・加熱断面積等） 

出力データ ：［Ｓ造無耐火被覆柱部分を例示］ 

・屋内火災継続時間 （室内総発熱量 ・可燃物発熱速度） 

・部材保有耐火時間 （部材近傍火災に対する非損傷耐火時間 ・室内火災に対す

る非損傷耐火時間・全体座屈許容温度 ・局部座屈許容温度・熱変形許容温度
・

部材温度上昇係数）

耐火性能検証法プログラム 

図－６ 耐火性能検証法プログラムの入出力データ概要

表－３ 耐火性能検証法プログラム入力シートのイメージ 

表－４ 耐火性能検証法プログラム出力シートのイメージ
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４．適用した実例   

 

4.1 ＳＮビル   

ａ．適用概要 

 当事例は避難安全検証法を適用した事例で、対象建

物は約3,200㎡、Ｓ造２Ｆの物流拠点施設である。他

社による基本設計完了後の顧客との協議の中で、建物

の主用途室である1階の荷捌場（約1,250㎡）の防煙

垂壁が作業の妨げになるので取り止め出来ないかとの

要望を受けた。その要望を実現するためにはどのよう

な対策を行えば可能になるかを検討することを目的と

して避難安全検証法の適用を行った。 

 なお、当事例では適用目的から階避難安全検証のみ

を行った。 

ｂ．検討結果後の図面と変更事項の整理 

 検討の結果、以下の点を基本設計から変更した（図

－７参照）。 

・荷捌場の500㎡以内毎の防煙垂壁を取り止めた。 

・荷捌場の自然排煙を取り止めて蓄煙とする。具体的

には排煙用トップライトを採光用ハメ殺しトップラ

第八（煙降下時間） 火災室 非火災室 非火災室 非火災室 火災室 非火災室 非火災室 非火災室 火災室 非火災室 非火災室
室名 伝票仕分室 荷捌場 積込ﾎｰﾑ1 休憩室 荷捌場 積込ﾎｰﾑ２ 荷捌場 積込ﾎｰﾑ1or

当該室床面積 (m
2
) 28.67 1257.72 624.40 12.00 1257.72 624.40 1257.72 624.40

平均天井高さ (m) 3.000 4.820 5.350 2.600 4.820 5.350 4.820 5.350
限界煙層高さ (m) 1.900 3.200 1.800 1.000 3.200 1.800 3.200 1.800

最低床からの天井高さ (m) 3.000 - - - 2.600 - - - 4.820 - -

積載可燃物発熱量　　 (MJ/m2) 560 - - - 240 - - - 2000 - -
積載可燃物火災成長率　　 - 0.0989 - - - 0.0241 - - - 0.8254 - -

内装火災成長率 - 0.0035 - - - 0.0140 - - - 0.0035 - -

煙等発生量 (m
3
/min) 117.987 1.617 1.617 41.018 0.160 0.160 1889.294 1889.294

開口部構造 - 2.000 - 2.000 3.000 - 3.000

有効開口部面積 (m2) - 8.09 492.80 - 0.80 492.80 - 492.80
防煙区画１
有効開口部上端平均高さ (m) 5.100 2.000 5.100 5.100

最大垂れ壁下端高さ (m)
最大天井高さ (m) 5.350 2.600 5.350 5.350

当該防煙区画面積 (m
2
)

有効排煙係数（防煙区画１ - 0.372 0.250 0.372 0.372
排煙口1-1
排煙方式 蓄煙 蓄煙 自然排煙 自然排煙 蓄煙 自然排煙 蓄煙 自然排煙

有効開口部面積 (m
2
) 254.100 2.496 254.100 254.100

有効開口部高さ (m) 3.300 1.560 3.300 3.300

有効開口部面積合計 (m
2
) 254.100 2.496 254.100 254.100

給気口開口面積 (m2) 138.600 0.016 138.600 138.600
有効開口部中心高さ (m) 3.450 1.780 3.450 3.450

排煙能力 (m
3
/min)

送風機能力（第２種排煙） (m
3
/min)

排煙口1-1排煙量 (m
3
/min) 11878.501 59.233 11878.501 11878.501

防煙区画１排煙量 (m3/min) 11878.501 59.233 11878.501 11878.501

(m3/min) 4416.795 14.808 4416.795 4416.795

(m3/min)

(m3/min)

排煙量 Ve (m
3
/min) 4416.795 14.808 4416.795 4416.795

居室煙降下時間 ｔｓ (min) 0.267 1260.053 221662.000 0.733 12734.415 221662.000 1.078 221662.000
Σts (min) 222922.321 234397.148 221663.078

避難時間 tstart+ttravel+tqueue (min) 7.134 7.134 7.134

判定 OK OK OK

排煙量まとめ

表－５ ＳＮビルの避難安全性検証計算結果（部分） 

荷捌場 

防煙垂壁の取り止め 

荷捌場 

排煙窓からハメ殺しに変更 

伝票仕分室 

天井高さの変更

荷捌場 

排煙窓の取り止め 

休憩室 

窓の追加・天井高さの変更 

内装の不燃化 

図－７ ＳＮビル平面図および基本設計からの変更事項 
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イトに変更し、外壁の窓を一部取り止めた。 

・休憩室の天井高さを2,280から2,600mmに変更し、

窓を追加した。 

・休憩室の内装を難燃から準不燃に変更した。 

・伝票仕分室・荷受の天井高さを 2,500 から 3,000mm

に変更した。 

ｃ．適用結果 

 表－５は検証結果出力の一部であるが、階避難の各

ルート毎に、煙が危険な状態にまで降下する時間より

避難を完了する時間の方が短いことを確認できる。当

事例の適用目的は、顧客の機能上の改善要望に応える

ための検討であったが、それが実現できたことに加え

てその他設備の合理化も行えたため、同時にコストダ

ウン効果も得ることが出来た。 

 当建物では仕様規定においても機械排煙設備が不要

であったが、機械排煙設備が必要となるような建物の

場合であれば、その設置の省略や設置するとしても排

煙風量を低減することなど、大幅なコストダウン効果

の可能性があることが窺える。 

ｄ．適用のための業務量 

 当事例の場合、基本設計完了後に避難安全性検証の

作業を行うことになった。データ入力・計算等では、

開発プログラムを使用することにより効率的に行うこ

とができた。行政庁との折衝も含めても数人日程度の

業務量となった。 

ｅ．考察 

 開発した避難安全検証法プログラム及びマニュアル

を実物件に適用し、実務設計に付帯する様々の事項や

検証するに当たっての勘所といったものも把握できた。 

 従来から大きな面積、高い天井高の部屋は、排煙設

備がなくとも設計が可能になると考えられていたが、

今回の検証で実際に荷捌場がこれに該当し、想定通り

の結果を得た。また逆に、小さい面積の部屋は、従来

の仕様規定より厳しくなると言われていることもその

通りの結果となり、当事例でも、休憩室は天井高さを

高くしてかつ窓を増やし、伝票仕分室は天井高さを高

くした。 

 当事例のように広い面積を持ち、天井高の高い部屋

のある建物の場合、例えばスーパー、工場、倉庫等は、

避難安全検証法の適用による効果が期待できる用途で

ある。 

 また、行政的な手続きに関しても実績を得ることが

できた。当事例の確認審査はＮ県であったが、同県は

避難安全検証法にあまり経験がなく、法文解釈等で若

干時間が掛かったが、今後該当物件が増えていけばス

ムースな運用が期待できる。これはＮ県に限らず他の

特定行政庁も同様と思われる。 

4.2 ＩＷビル   

ａ．適用概要 

 この事例は、改正前の建築基準法に従って建設され

た既存建物である大規模な物販店舗に、避難安全検証

法を適用した事例である。建物は、約 33,000 ㎡、Ｒ

Ｃ及びＳ造Ｂ１Ｆ地上５Ｆの物販店舗である。基準法

の仕様規定による設計内容と避難安全性検証法を適用

した設計内容との違いを把握する目的で適用したもの

である。当事例では階避難安全検証および全館避難安

全検証を行った。図－８に平面図概要と適用結果の概

要を示す。 

ｂ．適用結果 

 仕様規定で必要とされた機械排煙設備は省略できる

ことがわかった。また、階段幅も仕様規定で必要とさ

れた幅より合計で約40％の低減が可能であった。 

 ただし、このような効果を得るためには階段室には

前室を設けること、バックルームの扉を木製から防火

戸とすること等の変更も必要である。これらを含めて

も、全体として避難安全性を確保したうえで大きなコ

ストダウン効果も見込めることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．適用のための業務量 

 当事例の場合、既存建物に適用した事例であり、新

機械排煙設備免除

防煙垂壁数量減

階段不要

図－８ 避難安全検証法の適用による効果例
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築建物に適用するのとは状況が異なるが、ここでも

データ入力・計算等は、開発プログラムの使用により

効率的に行うことができた。建物全体の全館避難安全

性を検証したケースであるがここでも数人日程度の業

務量であった。 

4.3 ＡＫビル 

ａ．適用概要 

 当事例は耐火性能検証法の適用事例である。改正前

の基準法に従って設計された、小規模の鉄骨造店舗ビ

ルに耐火性能検証法を適用し、基準法の仕様規定によ

る設計内容とどの程度異なるのかを把握することを目

的とした。建物は、約2,900㎡、Ｓ造３Ｆのテナント

ビルである。図－９に適用した建物の平面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．適用結果 

 表－６にその結果の概要を示す。もともと低層の建

物であるため、柱・梁に必要な耐火被覆仕様は１時間

耐火であり、それを大幅に低減することは不可能であ

る。必要耐火被覆の厚さを検討したところ、柱・梁と

も各５mmの低減が可能であることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 しかし、この検討結果の詳細を見ると検証法検討に

よる必要厚さは最低限厚さにより決まっており、耐熱

性能からだけであれば、さらに低減できることが判っ

た。このことから、将来耐火性能検証法が改定される

場合には、さらに合理的な耐火設計ができる可能性が

あるといえる。 

ｃ．適用のための業務量 

 当事例の場合も、既存建物に適用した事例であり、

新築建物に適用するのとは状況が異なる。耐火性能検

証は避難安全検証とはやや異なり、仕様規定との混合

適用は許されていないため、建物全体への適用が必要

である。このため、耐火性能検証法適用の作業の量は

やや大きくなる。この程度の建物規模であれば、行政

との折衝の他、10人日程度の業務量が必要となる。 

 

５．おわりに 

 

 以上のように、建築基準法の大幅改正によって新た

に導入された性能検証法を用いた設計技術は実践的に

活用する段階になった。 

 建物の避難安全性能は性能検証法を通して見ると、

建物各室の用途・間仕切り位置・防災設備などの条件

変更によって大きく影響される。このことは設計期間

中の設計変更にも言えるが、長期に亘る建物の使用期

間中の改造等による条件変更についても言えることで

ある。これらに対して建物の安全性能が確保され続け

るよう十分留意していくとともに、その対応ルールが

社会的にも定着していくことを期待したい。 

 また、建築基準法が改正されてまだ間もないため、

法律内容や運用面では改善の余地があると指摘されて

いる。例えば、建築基準法による設計内容と消防法に

よる規制内容に相違があること、小面積室での排煙設

備仕様が過大になると考えられていること等である。

今後法律内容や運用に手直しが出てくる可能性もあり、

これらにも対応していく必要がある。 

 

【参考文献】 

1) 日本建築学会編、「事例で解く改正建築基準法・

性能規定化時代の防災安全計画」、2001.4 

2) 建築技術社、「建築技術特集・防火設計はこう変

わる」、2000.11 

3) 国土交通省住宅局他編、「避難安全検証法の解説

及び計算例とその解説」、H13.3 

4) 国土交通省住宅局他編、「耐火性能検証法の解説

及び計算例とその解説」、H13.3 

図－９ 耐火性能検証法の適用建物例 

Ａ．現設計仕様

（基準法仕様規定）

Ｂ．性能検証法を適用し現実的

に可能な仕様

柱 タイカライト

（繊維混入ケイカル板）

　ｔ２５ｍｍ

同左

　ｔ２０ｍｍ

梁 吹付けロックウール

　ｔ３０ｍｍ

同左

　ｔ２５ｍｍ

コスト検

討まとめ

耐火被覆工事費

　５,１５７,０００

建物全体工事費

　約４．３臆

耐火被覆工事費

　　４,７６８,０００

　（△ ３８９,０００）

（耐火被覆工事費の△８％）

（全体工事費の△０．１％）

表－６ 耐火性能検証法の適用効果例 
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建物屋上緑化工法の開発 
 

 

 小河義郎＊ 茂木正史＊ 白石祐彰＊  

 中村裕介＊ 脇田明幸＊＊ 

 

 

＊技術研究所 ＊＊東京支社建築設計部 

１．まえがき 

 

近年、都市部のヒートアイランド現象を緩和し、良

好な自然環境を創る手段として屋上緑化が注目されて

いる。屋上を緑化することにより直下階の空調エネル

ギーを削減することができ、省エネや環境問題の緩和

策として期待されている。また、各行政が屋上緑化の

指導を開始し、一定規模以上の敷地を有する建築物に

ついて屋上緑化を義務付け始めたことからも、屋上緑

化に対する気運が高まっている。 

そのような背景から、顧客に積極的に提案できる屋

上緑化技術を蓄積するために、各行政指導要項や既存

工法等の動向調査をし、施工性が良く脱着可能で低コ

ストな緑化システムの開発を行った。現在、このシス

テムを技術研究所と東京支社の屋上に適用し、植物の

生育状態の観察、緑化システムによる各部（緑化基盤

下、天井内）の温度低減効果やエネルギー削減効果の

確認および灌水システムの機能検証を行っている段階

である。 

ここでは、屋上緑化に対する各行政機関の動向を簡

潔に述べ、開発した緑化システムの概要、実大実験に

より検証した温度低減効果および各地域のエネルギー

削減効果をシミュレートした結果と屋上緑化に係わる

コストについて報告する。 

 

２．行政機関の指導要項について 

 

東京都は平成 13 年４月から「自然保護条例」の改

正により屋上緑化の指導を開始した。民間の建物では

敷地面積 1,000m2以上、公共施設は 250m2以上の敷地

を有する建築物について屋上緑化を義務付けて推進し

ている。この東京都の指導を受けて、区、市町村、各

自治体レベルでの屋上緑化への取り組みも強化されて

いる。一方、指導が厳しくなった反面、屋上緑化をす

ることにより様々な助成・緩和措置を受けることがで

きる場合があるので、屋上緑化を計画する際には、事

前にそれらを適用できる建物なのかを検討する必要が

ある。そのため、主な「行政指導要項および助成・緩

和一覧」を作成している。 

 

３．奥村式屋上緑化工法について 

 

3.1 奥村式屋上緑化工法の概要 

 図－１に緑化プランターの概要を、写真－１に緑化

プランターの敷設状況を示す。開発した屋上緑化シス

テムは、保水・排水層となる空隙（空隙率 18%）を有

するポリスチレンをパレット内に収めてユニット化し、

緑化プランター同士を連結する施工性の良い着脱可能

な緑化システムである。灌水は、緑化プランター内に

設置したシース管内に挿入した灌水チューブよりパ

レット底に給水する。その水をポリスチレンに設けた

開口部内の土壌の毛細管現象により上昇させ、植物の

根に水を供給する方式である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 緑化プランターの概要 

写真－１ 緑化プランターの敷設状況 
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緑化システムは植物を植える緑化プランター（パ

レット＋ポリスチレン＋土壌）と、植物に給水を行う

灌水装置から構成されている。図－２に緑化プラン

ターの断面構造を示す。緑化プランターは水の供給面

から、土壌厚が薄い 50mm（ポリスチレン 100mm）の

P10 タイプと、土壌厚が 100mm（ポリスチレン厚

50mm）の P5 タイプの２種類とした。P10 タイプはセ

ダム類（多肉型の地被植物）や芝を、P5 タイプは、

草花、低木類（約１m以下）を対象としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 緑化システムの特長 

 図－３に緑化システムの施工手順を示す。当システ

ムは緑化プランターを並べ、灌水チューブをセットし、

ポリスチレン上部に土壌を入れ植栽するといった施工

性の良いシステムである。その他の特長を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ．移動可能 

緑化プランター内に緑化基盤（保水・排水層＋土

壌）が収まっており、１緑化プランター当たりP10タ

イプで15kg（55kg/m2）、P5 タイプで20kg（80kg/m2）

と軽量なので、建物メンテナンス等の際に容易に移

設・復旧することが可能である。 

ⅱ．断熱性能（省エネ効果） 

保水・排水層に熱伝導率の低いポリスチレンを用い

ているため、断熱効果が高い。 

ⅲ．雨水貯留機能 

緑化プランター内の空隙を有するポリスチレンに、

雨水や水道水を貯留することができる。 

ⅳ．通気層の確保 

ポリスチレン上部とオーバーフロー開口の間の空気

層は、根腐れ防止に有効である。 

ⅴ．システム構成材料の省略化 

通常の緑化システムに必要な保水・排水層への土壌

の混入を防ぐフィルターは、空隙が小さいポリスチレ

ンで兼用でき、防水面への根の侵入を防ぐ耐根層の機

能は塩ビ製のパレットが果すので、通常の緑化システ

ムに必要な材料を省略でき、コスト削減となる。 

 

４．実大実験 

 

4.1 実験目的 

屋上緑化システムに適合する植物を選定することや、

当システムを用いて屋上緑化することにより得られる

エネルギー削減効果（緑化プランターの熱伝導抵抗よ

り求める）を算出するために、技術研究所の屋上で実

大実験（施工面積：25m2）を行った。 

4.2 植栽について 

 緑化プランターは土壌厚が薄い 50mm の P10 タイプ

と、土壌厚が 100mm の P5 タイプの２種類を対象とし

て、以下の植物を植栽した。表－１に実験に用いた主

な植物を示す。ティフブレアは屋上緑化に用いられた

例が殆どない芝ではあるが、コウライ芝等に比べて成

長しても背丈が低く雑草の繁茂を抑制するアレロパ

シー効果を有する植物のため、メンテナンスが少なく

なるという利点があることや、耐寒性が強いという特

性がある。そのため、今後、屋上緑化用の芝として普

及する可能性が高いので選定した。ティフブレアを植

裁した緑化プランターの熱伝導抵抗を算出している。 

 

 

 

 

 

 

図－２ 緑化プランターの断面構造 

P10：（ポリスチレン厚100mmで土壌厚50mm） 

P5：（ポリスチレン厚50mmで土壌厚100mm） 

図－３ 緑化システムの施工手順 

分類 種類 プランターのタイプ

ディコンドラ P10 
セダム 

ツルマンネングサ P10 

芝 ティフブレア P10、P5 

草花 タマリュウ P10、P5 

ハーブ ローズマリー P5 

表－１ 選定した主な植栽の一覧 

②連結

①設置③挿入

④土壌
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4.3 測定概要 

 図－４に測定ポイントを、表－２に測定項目と使用

した測定機器を示す。緑化システムを適用することに

よるエネルギー削減効果を求めるためには、緑化プラ

ンターの熱伝導抵抗が必要となる。熱伝導抵抗は文献

に記載されている緑化構成材料の物性値を用いて算出

できるが、土壌の水分状況や植物の生育状態に影響す

る可能性がある。そのため本実験では、実状に即した

熱伝導抵抗を算出するために、構成材料の各層の温度

や土壌水分等を測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4 測定結果 

ａ．屋上表面温度 

 図－５にサーモカメラを用いて撮影した屋上表面温

度(Ts)を示す。外気温度は午後２時頃に最も高く、緑

化をしていない屋上表面温度もそれに伴い上昇してい

た。しかしながら、緑化部分は植物からの蒸発潜熱に

より表面温度の上昇を抑え、技術研究所の屋上では緑

化した部分の表面温度はしていない部分の表面温度に

比べ約 12℃低かった。尚、最大較差は８月 11 日の

22℃（緑化部分38℃、非緑化部分60℃）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．スラブ下端の温度 

 図－６に屋根スラブ下端の温度(ti)を示す。スラブ

下端の温度は躯体の蓄熱効果により時間遅れが生じ、

外気温度(T)が最大時の数時間後にピークを迎える。

そのスラブ下端の温度について見てみると、P10 タイ

プでは緑化システムが無い場合に比べ最高で 17℃、

ポリスチレンが無く土壌圧 50mm のものに比べて約

８℃の温度低減効果が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.5 熱伝導率の算出 

建築センターの認定基準では、土壌や植栽部分の含

水状況により熱特性が大幅に変動することを勘案し、

不利となるような熱伝導率（熱伝導抵抗）を用いて、

断熱効果を算出しなければならないとされている。 

ここでは、芝を対象とした緑化プランターの熱伝導

抵抗（Rp）を、構成する各部材の物性値から求める方

法と、実測データを基に求める２種類の方法により算

出した。 

ａ．物性値から求めた熱伝導抵抗(oRp) 

 表－３に物性値から求めた熱伝導抵抗を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 測定ポイント 

表－２ 測定項目と測定機器一覧 

測定項目 測定部位 記号 測定機器 備考 

土壌表面 tf T型熱電対 防水処理

防水層上面 to T型熱電対 防水処理

スラブ下端 ti T型熱電対  

地表面(H=1m) T T型熱電対 防水処理

温度 

屋上表面 Ts サーモカメラ  

日射 地表面(H=1m) N 日射計 電圧検出型

土壌水分 土壌 pF PF ﾒｰﾀ 電圧検出型

図－５ 屋上表面温度（サーモグラフ）（９月末） 

25℃ 

37℃ 

図－６ 屋根スラブ下端の温度（７月末） 

厚み 熱伝導率 熱伝導抵抗
期間

緑化プランター 

層構成 t(m) λ(W/mK) R(m2K/W) 

芝   0.881) 

土壌 0.050 0.251) t/λ=0.20

保水・排水層 0.100  1.57＊ 

パレット 0.001 0.17 0.01 

パレット下空気層   0.00 

夏期

ΣoRp 2.66 

芝   0.33 

土壌 0.050 0.20 0.25 

保水・排水層 0.100  1.57 

パレット 0.001 0.17 0.01 

パレット下空気層   0.00 

冬期

ΣoRp 2.16 

＊：発泡ポリスチレンの空隙率部（18%）に常に水が貯留されて

いるとものと考え、ポリスチレンと水の熱伝導率を考慮し、

体積比により算出 

表－３（１） 熱伝導抵抗（oRp）（P10タイプ） 

pf

土壌

T T

tf

to

ti

to

ti

スラブ

断熱層

アスファルト
露出防水

保護マット

ポリスチレン

N

Ts

Ts
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ｂ． 実測データから求めた熱伝導抵抗(eRp) 

夏期（７月）、冬期（12 月）共に、外気温度(T)と

天井内温度が日射の影響を受けず定常状態と見なせる

夜間帯の温度測定値（夏期：AM1:00～AM5:00、冬期：

PM23:00～AM7:00）から、植栽部分が芝（ティフブレ

ア）の場合の熱伝導抵抗(eRp)を算出した。 

 緑化プランターの熱伝導抵抗の算出手順を(a)、(b)

の枠内に、表－４に実測データから求めた緑化プラン

ターの熱伝導抵抗を示す。 

(a) スラブへ侵入する熱量(Qc)の算出 

屋外の空気が緑化プランターを介してスラブへ侵入

する熱量(Qc)を、屋根スラブ上下端（to、ti）の温度

測定値とコンクリートの熱伝導率の物性値を用いて算

出する。図－７に熱移動の概要を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 緑化プランターへ侵入する熱量(Qp)の算出 

屋外から緑化プランターへ侵入する熱量(Qp)は、緑

化プランターから屋根スラブへ侵入する熱量(Qc)と同

等である。これらを考慮し、スラブ上端(to)と土壌表

面(tf)の温度測定値を用いて緑化プランターの熱伝導

抵抗(eRp)を算出する。尚、本算出では防水層の熱伝

導抵抗が小さいことからその影響を無視している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．緑化プランターの熱伝導抵抗(Rp) 

実測データを基に算出した熱伝導抵抗(eRp)は、物

性値を基に算出した熱伝導抵抗(oRp)の約 20～40％で

あった。この違いは降雨による土壌水分(pf)の状態、

植物の種類や生育状況が文献に示されているものと相

違していたためであると推測される。 

4.6 考察 

 実大実験から得られた知見を下記に示す。 

ⅰ．屋上で緑化することは屋上表面温度の上昇を抑

え、緑化した部分の表面温度はしていない部分

に比べ地域較差はあるが、10℃以上の温度低減

効果が見込める 

ⅱ．植栽面が芝（ティフブレア）の当緑化システム

を用いて屋上緑化することにより、スラブ下端

の温度は緑化してない場合に比べ、ポリスチレ

ンが厚い 100mm の P10 タイプでは 17℃程度の

温度低減が可能であると思われる 

ⅲ．物性値を基に算出した熱伝導抵抗を用いて緑化

プランターの断熱性能を算出すると、過大評価

となる可能性がある 

 

５．各地域のエネルギー削減効果の検証 

 

 実大実験から算出した緑化プランターの熱伝導抵抗

(eRp)を用いて、気象条件が異なる地域（札幌、仙台、

東京、大阪、福岡）のエネルギー削減効果を算出した。 

表－３（２） 熱伝導抵抗（oRp）（P5タイプ） 

Qc ：スラブﾞへ侵入する熱量(W/m2),dc：スラブ厚0.13(m)

λc：コンクリートの熱伝導率1.6(W/mK) 

 

Qp：緑化プランターへ侵入する熱量(W/m2) 

eRp：緑化プランターの熱伝導抵抗(m2K/W) 

Rc：コンクリートの熱伝導抵抗(m2K/W) 

λp：緑化プランターの熱伝導率(W/mK) 

熱伝導抵抗eRp(m2K/W)*1 
 

P10 P5 

夏期（７月） 1.15(0.43)*2 0.57(0.27) 

冬期（12月） 0.67(0.31) 0.30(0.18) 

＊1：土壌の給水や降雨による水分状態の変動が、各部温度に

影響を与えているため、測定値から求めた熱伝導抵抗の

上限５％と下限５％を除いた月平均（7、12 月）を熱伝

導抵抗eRpとした。 

＊2：( )内は物性値から求めた熱伝導抵抗に対する比率

(eRp/oRp) 

表－４ 熱伝導抵抗（eRp） 

厚み 熱伝導率 熱伝導抵抗
期間 

緑化プランター 

層構成 t(m) λ(W/mK) R(m2K/W) 

芝   0.881) 

土壌 0.100 0.251) t/λ=0.40

保水・排水層 0.050  0.79＊ 

パレット 0.001 0.17 0.01 

パレット下空気層   0.00 

夏期 

ΣoRp 2.08 

芝   0.33 

土壌 0.100 0.20 0.50 

保水・排水層 0.050  0.79 

パレット 0.001 0.17 0.01 

パレット下空気層   0.00 

冬期 

ΣoRp 1.63 

＊：発泡ポリスチレンの空隙率部（18%）に常に水が貯留されて

いるとものと考え、ポリスチレンと水の熱伝導率を考慮し、

体積比により算出 

図－７ 熱移動の概要 
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P10 P55.1 屋上スラブ面での熱貫流量の低減効果 

緑化プランターを用いて屋上全面緑化した場合の屋

根スラブ面での熱貫流量（熱損失量）の低減効果（低

減率）を、熱移動の基本式を用いてプランターのタイ

プ別に算出した。各地域の気象条件はアメダス気象

データ（過去 15 年間の平均データ：外気温度、日射

量）を用いた。表－５にスラブを構成している材料の

物性値の諸元を、表－６に各地域の熱貫流率を、また、

熱移動の基本式を下記に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８に当緑化システムを用いて緑化した場合の緑

化していない場合に対する冷暖房期間の熱貫流量の低

減率を示す。屋上スラブ面での熱貫流量については、

緑化プランターは暖かい地域ほど熱貫流量を低減する

ことができ、暖かい地域での低減率は約 15～30％の

範囲であると考えられる。また、寒い地域ではその効

果が軽減するが、約 10～25％程度の低減が見込める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 住戸での熱貫流量の低減効果 

5.1 では屋根スラブ面のみの熱貫流量（熱損失量）

を対象として緑化した場合の低減率を算定したもので

ある。ここでは低減効果（低減率）を集合住宅の住戸

レベルで評価するため、開口部や外壁からの熱移動も

考慮した検討を行った。 

ａ．解析概要 

解析には、室内の熱損失量を算定するプログラム

「SMASH for Windows」を使用した。室モデルは IBEC

の「住宅の次世代省エネルギー基準と指針」2)から採

用し、地域毎に開口部、断熱材の仕様を考慮した。 

 図－９にモデル建物の概要を、表－７にモデル建物

の部位別面積の割合を、表－８に各地域の開口部と壁

の断熱材の仕様を、表－９に外壁を構成している材料

の物性値の諸元を示す。屋根スラブの仕様は5.1と同

様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・熱移動の基本式 

Q：冷暖房期間の熱貫流量(W/m2)、K：熱貫流率(W/m2K) 

absolute(To－ti)：毎時の室内外温度差の絶対値 

To＝(I・a/λ＋to )：月毎の毎時の相当外気温度(℃) 

a：日射吸収率0.7、λ：屋外熱伝達率25(W/m2K) 

to：外気温度(℃)、ti：冷暖房期間の室内設定温度  

冷房期間（6～9月）26(℃)、暖房期間（12～3月）20(℃)

厚み 熱伝導率 
熱伝導抵抗 

熱伝達抵抗 スラブ層構成  

t(m) λ(W/mK) R(m2K/W) 

屋外側 － － 0.0402) 内外表面 

空気層 室内側 － － 0.0902) 

コンクリート  0.200 1.600 t/λ=0.125 

押さえコン  0.050 1.600 0.031 

札幌 0.085 0.028 3.036 

断熱材＊ 仙台、東京 

大阪、福岡 
0.060 0.028 2.143 

夏期 － － 1.150 
P10 

冬期 － － 0.670 

夏期 － － 0.570 

緑化 

プランター 

（表－４） P5 
冬期 － － 0.300 

＊：「住宅の次世代省エネルギー基準」の熱的評価基準の最も良い

４等級仕様（外断熱：押出し法ポリスチレンフォーム） 

表－５ スラブ構成材料の物性値の諸元 

熱貫流率K=1/ΣR(W/m2K)
緑化の

有無 
タイプ名 期間 

札幌 
仙台、東京、

大阪、福岡 

夏期 0.301 0.412 
無 － 

冬期 0.301 0.412 

夏期 0.224 0.279 
P10 

冬期 0.250 0.323 

夏期 0.257 0.333 
有 

P5 
冬期 0.276 0.366 

表－６ 各地域の熱貫流率 

図－８ 冷暖房期間の熱貫流量の低減率 

N

S

EW

図－９ モデル建物の概要 

表－７ モデル建物の部位別面積の割合 

 面積（m2） 比率（%）

屋根 74.17 51.9 

壁 55.37 38.8 

開口部 13.26 9.3 
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ｂ．解析結果および考察 

図－10 に緑化した場合の緑化していない場合に対

する冷暖房期間の熱貫流量の低減率を示す。屋根スラ

ブ面だけで評価した場合、冷暖房期間の緑化による熱

貫流量の低減率は約 10～30％の範囲であっが、住戸

全体から見た低減率は P10 タイプで約５～７％、P5

タイプで約４％であった。住戸全体では、緑化の対象

外である開口部や壁からの熱損失の影響を受け、低減

効果が小さくなったものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．緑化に係わるコスト 

 

移設施工費を低減し、ユーザー側の嗜好に合わせた

配置変更を可能とする、移動可能な緑化システムは多

く存在する。それら既存システムと当社緑化システム

のコスト比較を行った。図－11 に移動可能な緑化シ

ステムを施工する場合の平均材工費に対する各システ

ムの材工費の割合を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存工法のシステムの性能が様々で一概に比較する

ことはできないが、当社屋上緑化システム（芝の植裁

込み）は移動可能な工法の中でも低コストで設置可能

である。また、芝を対象とした当緑化システムを移

設・復旧する場合には、土壌や保水・排水層を新設せ

ずに使用できるので、既存工法の半分程度（既存工法

の新設費用の約1/4）で施工することができる。 

 

７．あとがき 

 

 開発した屋上緑化工法は、移動可能な緑化システム

の中でも比較的低コストで施工できる。また、当シス

テムを用いて屋上緑化することにより、室内からの熱

損失量を低減し、空調エネルギーを削減できることが

確認できた。施工してから約１年経過した現在、選定

した殆どの植物は良好に生育しているが、プランター

内の薄層土壌に植裁していることを考慮すると、根腐

れや水の供給面から、今後も継続して植物の生育状況

の観察、灌水システムの検証を行う必要性がある。 

 

【参考文献】 

1) （財）建築環境・省エネルギー機構(IBEC)、

「IBEC 」、No.132、p9、2002.9 

2) （財）建築環境・省エネルギー機構(IBEC)、「住宅

の次世代省エネルギー基準と指針」、p75、2002 

外壁層構成 
厚み 

t(m) 

熱伝導率 

λ（W/mK） 

熱伝導抵抗 

R(m2K/W) 

熱伝達抵抗 

（屋外側） 
－ － 0.0402) 

コンクリート 0.18 1.600 t/λ=0.113 

断熱材 表－８ 

せっこうボード 0.0095 0.220 0.043 

熱伝達抵抗 

（室内側） 
－ － 0.0902) 

表－９ 外壁構成材料の物性値の緒元 

図－10 冷暖房期間の熱貫流量の低減率 

図－11 緑化システムの平均材工費に対する割合 

表－８ 各地域の開口部と壁の断熱材の仕様 

開口部 壁＊ 

熱貫流率 厚み 熱伝導抵抗地域 区分 

K（W/m2K） t（㎜） R(m2K/W)

札幌 Ⅰ 2.33 65 t/λ=2.32

仙台 Ⅲ 3.49 35 1.25 

東京、大阪 Ⅳ 4.65 35 1.25 

福岡 Ⅴ 4.65 35 1.25 

＊：（内断熱：押出し法ポリスチレンフォーム λ=0.028KW/m） 
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仕上塗材の経年劣化を考慮した中性化抑制効果に関する研究 
 

 

河野政典＊ 起橋孝徳＊ 

 

 

＊技術研究所  

１．はじめに 

 

鉄筋コンクリート造建築物の多くは、外壁に仕上げ

が施されており、仕上塗材は最も一般的な外装仕上材

である。仕上塗材には意匠性、美観性の他、躯体の保

護機能が求められる場合がある。仕上塗材の保護機能

としては主に防水が挙げられるが、この他にも建築物

の耐久性の評価指標であるコンクリートの中性化を抑

制する性能を有することが報告されている1)。 

しかしながら、仕上塗材自体の経年変化により、上

記性能も劣化すると考えられるため、建築物の耐久性

評価に仕上塗材による中性化抑制効果を加味するため

には、仕上塗材の劣化と中性化抑制性能との関係を明

らかにする必要がある。しかし、仕上塗材の劣化を考

慮した中性化抑制効果に関する研究は少なく、定量的

な評価ができていない。そこで、本研究では、劣化さ

せた仕上塗材で覆ったコンクリート試験体を用いて促

進中性化試験を行い、仕上塗材の劣化と中性化抑制性

能との関係について検討を行った。 

 

２．実験概要 

 

2.1 実験因子と水準 

実験因子と水準および試験体記号を表－１に示す。

仕上塗材は、耐久性能指数 2)、使用実績等を考慮し、

JIS A 6909 に適合した３種類を選定した。塗厚さは

標準仕様の塗厚さと、薄塗りの２種類とした。仕上塗

材を劣化させる要因は、紫外線や降雨による化学的劣

化、温熱変化に伴う躯体の伸縮による物理的劣化、な

らびにそれらを合わせた複合劣化の３種類を対象とし

た。化学的劣化はサンシャインウェザーメータ(以後、

ＳＷＭと略す)を用い、照射1500時間を劣化６年相当、

3000 時間を劣化 12 年相当と仮定した。物理的劣化は

躯体の伸縮を想定した引張と圧縮の曲げひずみを振動

試験機で与えた。振動回数は日内の温度変化による伸

縮を１日一回とし、2190 回を劣化６年相当、4380 回

を劣化 12 年相当と仮定し、試験シリーズ a では引張

ひずみを、試験シリーズbでは引張と圧縮ひずみを交

互に与えた。 

2.2 試験体の製作方法 

劣化因子に応じた試験体の形状、製作順序の概要を

図－１に示す。化学的劣化および複合劣化ではＳＷＭ

を使用するので、試験体にはＳＷＭ内に設置できるよ

うに大きさ 70×150mm、厚さ５mm のモルタル板を用

いた。また、劣化なしおよび物理的劣化の試験体にお

いても同一条件とするためにモルタル板を用いた。モ

ルタル板は、打設後材齢４週まで標準水中養生し、そ

の後材齢８週まで温度 20±２℃、相対湿度 60±５％

で養生(以後、20℃気中養生と略す)した。 

促進中性化試験には、モルタル板裏面にコンクリー

トを後打ちした試験体を用いた。後打ちコンクリート

はモルタル板を底面として打込み、その際、塗装面に

ペーストが付着しないように養生した。 

 

表－１  実験因子と水準および試験体記号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

因  子 水   準 記号

ｺﾝｸﾘｰﾄの調合 Ｗ／Ｃ＝６０％ -
①仕上げなし B
②耐久性能指数Ⅱｸﾞﾙｰﾌﾟ:複層塗材Ｅ AT
③耐久性能指数Ⅱｸﾞﾙｰﾌﾟ:防水形外装薄塗材Ｅ SE

種類 

④耐久性能指数Ⅳｸﾞﾙｰﾌﾟ:防水形複層塗材Ｅ ET

仕
上
塗
材

塗厚さ 
①標準塗り 
②薄塗り(標準塗りの0.5倍) 

s
t

(劣化なし) 劣化なし N

化学的劣化
①ｻﾝｼｬｲﾝｳｪｻﾞｰﾒｰﾀ照射時間1500時間 
②ｻﾝｼｬｲﾝｳｪｻﾞｰﾒｰﾀ照射時間3000時間 

C1
C2

ｼﾘｰｽﾞａ 
(引張ひずみ) 

①振動回数2190回 
②振動回数4380回 

Pa1
Pa2

物理的劣化
ｼﾘｰｽﾞｂ 
(引張と圧縮ひずみ) 

振動回数 
[引張4380回+圧縮4380回]

Pb2

①ｻﾝｼｬｲﾝｳｪｻﾞｰﾒｰﾀ照射時間1500時間 
＋振動回数[引張2190回+圧縮2190回]

CP1

劣
化
種
類

複合劣化 
化学的劣化

+ 
物理的劣化

②ｻﾝｼｬｲﾝｳｪｻﾞｰﾒｰﾀ照射時間3000時間 
＋振動回数[引張4380回+圧縮4380回]

CP2

試験体記号  記号例) C1 AT s 
 
 
 
 

劣化種類 仕上塗材種類 

塗厚種類
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後打ちコンクリートの調合と使用材料を表－２に示

す。なお、モルタル板の水セメント比は68％とした。 

ａ．化学的劣化試験体 

化学的劣化試験体は、材齢８週以降に、モルタル板

に仕上塗材を施し、養生した後、所定期間の劣化を行

い、その後図－２に示す促進中性化試験体を製作した。 

ｂ．物理的劣化試験体 

物理的劣化試験体は、振動試験機による曲げひずみ

が仕上面に均一に作用するように、150×500×100mm

のコンクリート試験体の曲げモーメントが一定となる

区間にモルタル板を配し製作した。写真－１に試験体

形状を示す。コンクリート打設後材齢４週まで標準水

中養生、その後材齢８週まで 20℃気中養生した。材

齢８週以降にモルタル板に仕上塗材を施し、養生後、

物理的劣化を行った。劣化後は中性化試験対象部分以

外を切断除去し、図－２に示す形状とした。 

ｃ．複合的劣化試験体 

複合劣化試験体は、化学的劣化を先行して行い、そ

の後劣化したモルタル板をコンクリートに打込み物理

的劣化を与えた。 

ｄ．劣化なし試験体 

劣化なし試験体も各劣化試験体同様、図－２の形状

とした。仕上塗材は、コンクリート打設後材齢４週ま

で標準水中養生、材齢８週まで 20℃気中養生した後、

モルタル面の他、コンクリート打込み面にも施した。 

2.3 劣化前の試験体性状 

ａ．仕上塗材塗厚さ 

各モルタル板に施した仕上塗材の平均塗厚さと、仕

上塗材に含まれているに樹脂質量に対する平均塗厚さ

(以下、樹脂塗膜厚さと略す)を表－３に示す。両塗厚

さは各試験体において測定した塗布質量を基に推定し

た。塗厚さは仕上塗材種類別に比較すると、防水形複

層塗材Ｅが最も大きく、次いで防水形外装薄塗材Ｅ、

複層塗材Ｅの順である。なお、実施工ではパターン仕

上げによって凹凸を施すが、本実験では凹部分のみを

対象とし、パターンなしとした。なお、仕上塗材の色

は一般的な茶系の色を使用した。 

ｂ．モルタル板とコンクリートの物性 

今回の試験方法では、コンクリート表面を切り取っ

てモルタル板で模擬することとした。モルタルの材齢

28日強度は22.6 N/mm2で、コンクリートと同程度で

あった。また、両者の細孔径分布を測定した結果、ほ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１  劣化因子に応じた試験体の形状、製作手順の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２  中性化試験体の形状 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 物理的劣化試験体形状と試験状況 

 

 

 

 

 

 

ぼ同様の分布傾向を示した。従って、今回用いたモル

タル板はコンクリート表面と同等であると考えられる。 

2.4 劣化促進方法と測定項目 

各劣化試験における方法と、測定項目を表－４に示

す。物理的劣化では、仕上塗材に引張りひずみを与え

試験体形状 150×100×500mm 

ﾓﾙﾀﾙ板

表－２  コンクリートの調合と使用材料
単位量(kg/m3) 

 
W/C
(%)

s/a
(%) Ｗ Ｃ Ｓ Ｇ 

材齢28日強度
(N/mm2) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 60 47 177 295 838 967 23.9 

使 
用 
材 
料 

ｾﾒﾝﾄ ：普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 密度:3.16g/cm3 
細骨材：鬼怒川産川砂 表乾密度:2.61g/cm3,吸水率:1.72%
粗骨材：岩瀬産硬質砂岩砕石(最大骨材寸法20mm) 

表乾密度:2.66g/cm3,吸水率:0.75%,実積率:60.1%
混和剤：AE減水剤,空気量調整剤 

表－３  仕上塗材の平均塗厚さ 

複層塗材E 防水形外装薄塗材E 防水形複層塗材E  
標準塗り 薄塗り 標準塗り 薄塗り 標準塗り 薄塗り

下塗材(μm) 39.9 19.4 17.8 8.8 17.6 8.7
主材(μm) － － － － 612.7 318.4
上塗材(μm) 97.5 53.4 252.6 124.2 116.2 54.2
総塗厚(μm) 137.4 72.8 270.4 132.9 746.5 381.2

樹脂塗厚(μm) 98.1 53.8 194.3 95.5 417.4 210.7

 

ﾓﾙﾀﾙ板 
(70×150×５)

物
理
的
劣
化
試
験
体 

複
合
劣
化
試
験
体 

化
学
的
劣
化･ 

打
込
み 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
(150×500×100) 

中性化試験体 
(70×150×100) 

打
込
み 

物理的 
劣化 

切
断 

促進
中性化

養生 養生 

仕上げ 

ﾓﾙﾀﾙ板 
(70×150×５)

打
込
み 化学的劣化 

試験体 

中性化試験体 
(70×150×100) 

打
込
み 

化学的
劣化

促進
中性化

養生

仕上げ

複合劣化 
試験体 

1
0
0

70 37.5 37.5 37.5 37.5
150

CO CO

COCO

2 2

22

ｺﾝｸﾘｰﾄW/C=60% ｴﾎﾟｷｼ養生
(4面)

ﾓﾙﾀﾙ基盤

仕上塗材
中性化測定
切断@37.5

ﾓﾙﾀﾙ板 
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る時は仕上面を下面に、圧縮ひずみを与える時は上面

にした。仕上塗材は常温に比べ低温環境下において弾

性性能が小さいため、伸縮による表面劣化が生じやす

いと考えられる。そこで冬期を想定し、試験体を振動

試験前日から試験直前まで－５℃の冷凍養生槽で冷却

した。試験中の仕上面の温度は５℃以下とした。 

測定項目は、物理的劣化では仕上塗材表面の劣化状

態を倍率200倍で観察した。化学的劣化では、表面観

察の他、仕上塗材の色差と光沢を測定した。中性化深

さの測定は、所定材齢にて、試験体を切断し切断面の

３点の中性化深さを測定し、平均値を求めた。 

 

３．化学的劣化状況 

 

化学的劣化における仕上塗材の光沢の測定結果を図

－３に示す。照射時間とともに光沢保持率は減少して

おり、仕上塗材が劣化していることが伺える。なお、

実験値をJIS規格試験の結果と比較すると、早期に光

沢保持率が低下している。これは、本実験の場合、中

性化試験に影響をおよぼすと考えられる塗装前の下地

処理を行っていないため、モルタルの不陸やピンホー

ルが光沢保持率の早期低下の要因となっていると考え

る。なお、色差の測定結果は、JIS 規格試験の結果と

ほぼ同様の傾向が認められた。 

ＳＷＭ照射前と3000時間照射後の表面観察結果を写

真－２に示す。仕上材表面を200倍で観察したところ、

照射前はピンホールだけであったのが、3000時間照射

後にはひび割れのようなものが発生しており、表面観

察の結果からも仕上塗材が劣化していることが分かる。 

 

４．促進中性化試験結果 

 

4.1 中性化抑制効果の評価 

仕上塗材を考慮したコンクリートの中性化深さにつ

いては、中性化期間の平方根と中性化深さの間にいわ

ゆるルートｔ則が成立するものとし、仕上塗材による

中性化抑制効果を、表面層をもつコンクリートとみな

して予測する中性化深さ推定方法3)が報告されている。

本実験においては、仕上げなしの場合と、各種仕上塗

材を施した場合の中性化速度係数の比率(以下、中性

化速度比率と略す)の比較、および馬場らの報告3)に

よる非セメント系仕上塗材の中性化予測式(以下、馬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場式)と実験値の比較から、中性化抑制効果の定量的

評価を試みた。中性化速度係数は式(1)に、中性化速

度比率は式(2)によりそれぞれ求めた。また、中性化

予測式を式(3)に示す。 

tAC   (1) 

0
)(

A
A

nRA   (2) 

RRtAC -2
0   (3) 

ここに、 
:中性化深さ(mm) 
:中性化速度係数(mm/  ) 
:促進試験期間(週) 

:材齢n週における各試験体の中性化速度比率 
:仕上げなし試験体の中性化速度係数(mm/  ) 
:中性化抵抗(  ) 

0 500 1000 1500 2000 2500 3000
0

20

40

60

80

100

ETt

ETs

SEt
SEs

ATt

ATs

照射時間(hour)

ATs JIS規格
試験結果

図－３  光沢保持率の推移 

写真－２  照射前と照射後の塗装表面例(ETs200倍)

照射前 3000時間照射後

0.1mm

表－４ 劣化促進方法と測定項目 

試験
種類

試験
装置

劣化促進方法 測定項目

色差･光沢化学的
劣化

ｻﾝｼｬｲﾝ
ｳｪｻﾞｰ
ﾒｰﾀ

光源：ｻﾝｼｬｲﾝｶｰﾎﾞﾝｱｰｸ燈 
ﾌﾞﾗｯｸﾊﾟﾈﾙ温度：約63℃ 
降雨時間：18分/120分 

物理的
劣化

油圧式
ｻｰﾎﾞ
ﾊﾟﾙｻ

(振動
試験機)

ひずみ導入方法：曲げ応力繰返し(片振り)
曲げひずみ量(ひずみ度)：約80×10-6 
振動数：５Hz 
ｼﾘｰｽﾞｂ引張りと圧縮ひずみの組合せ方法 
振動回数[引張2190回+圧縮2190回]の場合
：[引張1095回+圧縮1095回]×２ｾｯﾄ繰返し
振動回数[引張4380回+圧縮4380回]の場合
：[引張1095回+圧縮1095回]×４ｾｯﾄ繰返し
試験中の仕上げ材表面温度：-５～+５℃ 

仕上げ表
面の観察
[観察倍率
200倍] 

促進
中性化

中性化
試験槽

温度：20±２℃ 
相対湿度：60±５％ 
CO2濃度：５±0.2％ 

中性化深
さ[測定個
所３点]

 

週

週

週
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4.2 劣化していない試験体の中性化抑制効果 

モルタル面およびコンクリート面の中性化抵抗(Ｒ)

と、仕上げなし試験体の中性化速度係数(Ａ0)を表－

５に、劣化していない標準塗厚さ試験体の中性化傾向

と馬場式の比較を図－４に示す。なお、馬場式の中性

化抵抗は、実験値を用いて最小２乗法により算出した。 

  仕上げなしモルタル面における中性化の進行は、コ

ンクリート面に比べやや速いが、試験誤差を考慮すれ

ば、中性化傾向はほぼ一致していると考えられる。こ

れは、モルタルとコンクリートのポロシチー試験結果

においても、細孔構造がほぼ一致していたことからも

妥当であると考えられる。仕上塗材毎に中性化抵抗を

比較した場合、複層塗材Ｅ、防水形外装薄塗材Ｅ、防

水形複層塗材Ｅの順で中性化の抑制効果は高くなった。

特に防水形の仕上塗材では、劣化が生じなければ中性

化の抑制効果が高く、かつ、その効果の持続性は高い

と考えられる。また、塗厚さ毎に中性化抵抗を比較し

た場合、複層塗材Ｅのモルタル面以外については、標

準塗りの方が中性化抵抗は大きくなる傾向がみられ、

塗厚さの厚い方が中性化の抑制効果は高くなった。 

中性化傾向を馬場式と比較すると、コンクリート面

においては実験値のばらつきがあるものの、モルタル

面、コンクリート面とも馬場式の中性化傾向と実験値

はほぼ合致していると考えられる。 

4.3 劣化を与えた試験体の中性化抑制効果 

仕上塗材に劣化を与えた場合は、Pa シリーズ以外

では、劣化を与えない場合よりも、中性化が進行し、

中性化の抑制効果は低減した。 

物理的劣化させたPa2シリーズおよびPb2シリーズ

の標準塗厚さ試験体における中性化傾向を図－５に示

す。Pa シリーズの引張りひずみのみを与えた場合の

中性化傾向および中性化抵抗は、劣化を与えない場合

とほぼ同様で、中性化の抑制効果の低減はみられな

かったが、Pb シリーズの引張りと圧縮ひずみを交互

に与えた場合では、劣化を与えない場合よりも中性化

が進行し、中性化の抑制効果は低減した。しかしなが

ら、いずれの仕上塗材も劣化後においても中性化の抑

制効果は有し続けていた。 

化学的劣化と複合劣化の標準塗厚さ試験体における

中性化傾向を図－６、７にそれぞれ示す。化学的劣化

および複合劣化では、劣化を与えない場合に比べて中

性化の進行が大きく、中性化の抑制効果が低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 中性化傾向(劣化なし)

 

図－５ 中性化傾向(物理的劣化) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 中性化傾向(化学的劣化) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 中性化傾向(複合劣化) 

表－５  中性化抵抗(Ｒ)と中性化速度係数(Ａ0) 
劣化なし 物理的劣化 化学的劣化 複合劣化 
ﾓﾙﾀﾙ ｺﾝｸﾘ ﾄー Pa1 Pa2 Pb2 C1 C2 CP1 CP2

ATs 7.9 9.8 8.3 11.0 8.6 4.1 2.2 4.6 2.3
ATt 7.5 4.3 9.7 11.5 6.6 1.4 1.1 2.7 1.2
SEs 77.2 53.9 139.8 51.4 17.6 5.5 5.6 7.8 5.3
SEt 13.6 8.7 14.4 31.8 6.6 9.5 2.6 7.0 2.6
ETs 152.7 64.7 279.6 102.1 21.6 17.3 8.1 14.9 10.0
ETt 116.8 46.7 79.8 27.4 25.9 16.3 6.5 14.8 7.1
NB 2.52 2.07 2.74 3.11 3.00 1.93 1.55 1.75 1.64

各仕上塗材は中性化抵抗Ｒ( 週 )、NBは中性化速度係数Ａ0(mm/ 週 )を表す

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

ｺﾝｸﾘｰﾄ

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

Pb2

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

Pa2B
Pa2ATs

Pa2SEs
Pa2ETs

白抜きは
馬場式

Pa2

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

C2

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

C1B
C1ATs

C1SEs
C1ETs

白抜きは馬場式

C1

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

CP2

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

CP1B
CP1ATs

CP1SEs
CP1ETs

白抜きは馬場式

CP1

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3 4 5 6 7

促進中性化材齢(√週)

NＢ
NATs
NSEs
NETs

白抜きは
馬場式

ﾓﾙﾀﾙ

奥村組技術研究年報　No.29 2003.7



 

- 83 - 

また、劣化程度が大きいほど抑制効果の低下も大きい

傾向にあった。複合劣化と化学的劣化における中性化

抵抗はほぼ同じであり、複合劣化は物理的劣化よりも

化学的劣化による影響が支配的であると考えられる。 

各劣化に対しての仕上塗材毎の中性化速度比率を図

－８に示す。仕上塗材毎に中性化速度比率を比較した

場合、劣化していない場合と同様の結果となり、複層

塗材Ｅ、防水形外装薄塗材Ｅ、防水形複層塗材Ｅの順

で中性化の抑制効果は高くなった。塗厚さの違いでは、

多くの場合、薄塗りの方が標準塗りより中性化速度比

率は大きい。薄塗複層塗材Ｅの化学的劣化では中性化

速度比率が 0.83 と最も高い値を示した。薄塗り防水

形外装薄塗材Ｅにおいても、化学的劣化により中性化

速度比率が 0.63 を示しており中性化の抑制効果の低

減が見られた。防水形複層塗材Ｅにおいては、他の仕

上塗材同様に化学的劣化により中性化速度比率が増加

する傾向にあるが、最大で 0.37 と低い値を示してお

り高い中性化の抑制効果を示した。 

中性化傾向と馬場式の比較を図－５～７に示す。実

験値にばらつきはあるものの、中性化が進行した場合、

劣化なし試験体と同様に、馬場式の中性化傾向は実験

値とほぼ合致している。従って、仕上塗材が劣化した

場合でも、馬場式でコンクリートの中性化傾向を推定

できると考えられる。 

 

５．劣化年数を考慮した中性化予測 

 

5.1 仕上塗材の塗厚さと中性化抑制効果 

実際の建築物の外壁面に施された仕上塗材は、本実

験での複合劣化による経年変化が生じると仮定し、こ

こでは複合劣化に着目した。 

複合劣化における、樹脂塗膜厚さと中性化速度比率

の関係を図－９に示す。樹脂塗膜厚さが大きいほど中

性化比率は小さく、また、経年劣化が進むほど中性化

速度比率は大きくなる傾向にあった。標準塗り複層塗

材Ｅと薄塗り防水形外装薄塗材Ｅ、標準塗り防水形外

装薄塗材Ｅと薄塗り防水形複層塗材Ｅでは、仕上塗材

種類は異なるが、樹脂塗膜厚さがほぼ同様で、中性化

速度比率もほぼ同じであった。 

馬場式に基づき中性化の進行を予測する場合、経年

劣化に応じた中性化抵抗が必要となる。複合劣化にお

ける、樹脂塗膜厚さと70√週以下の中性化抵抗との 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－８ 仕上塗材毎の中性化速度比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係を図－10に示す。

樹脂塗膜厚さが大き

いほど中性化抵抗は

大きくなり、経年劣

化が進むほど小さく

なる。複合劣化を受

けた場合、中性化抵

抗は樹脂塗膜厚さに

対してほぼ直線的に

増加する傾向にあり、

中性化抵抗は樹脂塗膜厚さと相関があると考えられる。

そこで、中性化抵抗を樹脂塗膜厚さとの関係から直線

近似式で表した。近似式を図－10に示す。同様に経年

劣化０年(劣化なし)についても直線近似式で表した。

なお、経年劣化０年には中性化抵抗が大きい値を示す

ものが含まれているが、中性化抵抗を安全側に考慮す

るため、近似では70√週以下の値を対象とした。 

図－10に示す劣化年数毎の近似式の傾き(樹脂塗膜

厚さに対する中性化抵抗)と劣化年数の関係を図－11

に示す。樹脂塗膜厚さに対する中性化抵抗と劣化年数

の関係を直線近似した場合、中性化抵抗は劣化年数と

樹脂塗膜厚さから式(4)、(5)で表せると考えられる。 
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＝ (－0.0249 ＋0.193) [ ≦6] (4) 

＝ (－0.0028 ＋0.060) [6＜ ≦12] (5) 

ここに、 ：中性化抵抗(  ) 
：樹脂量分の塗膜厚さ（μｍ） 
：劣化年数（年） 

5.2 劣化年数を考慮した中性化予測式 

実験結果から、仕上塗材に劣化が生じた場合のコン

クリートの中性化傾向は馬場式でおおよそ表せ、また、

中性化抵抗は樹脂塗膜厚さと劣化年数から推定できる

と考えられる。そこで、馬場式に経時的評価を入れた

式(6)を用いて、ステップ毎に式(7)から見かけの材齢

を、式(9)、(10)から中性化抵抗を算出し、中性化の

進行を予測する方法を提案した。ここでは、材齢は

年 で表し、炭酸ガス濃度５％の促進中性化試験の

結果から得た中性化抵抗Ｒを、式(8)に示す屋外での

想定炭酸ガス濃度0.03％で補正した中性化抵抗Ｒ'を

用いて算出する。適用条件として、仕上塗材は13年以

内に塗替えることとし、また、中性化抵抗Ｒの算出で

は、樹脂塗膜厚さに、仕上塗材施工における塗厚さの

ばらつきを考慮した係数を乗じることとした。 

1
2

110 ''' iiii RRttAC  (6) 

2
1

2
1011 ''/' iiii RRACt  (7) 

552
' 1

CO

R
R i  (8) 

193.00249.0 *
1itTrR   [

*
1it ≦6] (9) 

060.00028.0 *
1itTrR   [6＜ *

1it ≦12] (10) 
 
条件 ＝1 
   (0)＝0, (0)＝0 
   経過年数１年を１ステップとする 
   仕上塗材は13年以内に塗替える 
ここに、 

(i)：ステップiでの中性化深さ(mm) 

0：中性化速度(mm/  ) 

(i-1)：ステップi-1での見かけ材齢（年） 

(i-1)：ステップi-1での中性化抵抗(  ) 
：炭酸ガス濃度(％) (屋外は0.03％) 

(i-1)
*：ステップi-1の仕上塗材の劣化材齢（年） 

（t(i-1)
*≦12、仕上塗材塗替え後は0年に戻る） 

：仕上塗材の塗厚さのばらつきを表す係数 
 

 提案した中性化予測の計算例として算定条件と、外

壁部分に仕上塗材を施した場合と仕上なしの打放しの

場合における中性化深さの進行予測を図－12に示す。

仕上塗材は複層塗材Ｅとし、13年目毎に塗替える計画

とした。仕上塗材施工時の塗厚さのばらつきを表す係

数は0.5とした。仕上塗材を施した場合の中性化深さ

は、経過年数60年で打放しの場合の約50％程度となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 算定条件と中性化深さの進行予測 

 

６．まとめ 

 

 仕上塗材による中性化の抑制効果について実験的に

検討した結果、以下の知見が得られた。 

① 仕上塗材によって中性化を抑制する効果が得られ

るが、この効果は仕上塗材の劣化、特に化学的劣

化によって大きく低下する。 

② 中性化抑制効果は、複層塗材Ｅ、防水形外装薄塗

材Ｅ、防水形複層塗材Ｅの順に大きく、特に防水

形複層塗材Ｅでは高い中性化抑制効果が得られる。 

③ 仕上塗材に含まれる樹脂量から換算した樹脂塗膜

厚で、中性化に対する抵抗性を推定できる。 

④ 実験結果から馬場式を基に仕上塗材の経年劣化を

考慮した中性化進行の予測式を提案した。 

 

７．おわりに 

 

 今回、仕上塗材の中性化の抑制効果についての知見

を得て、中性化予測式の提案を行った。今後、劣化し

た建築物の補修計画に備えて、仕上塗材の鉄筋腐食に

対しての抑制効果について検討していく。

なお、本研究は平成12年度より、五洋建設、鉄建建

設とともに行っている共同研究の成果である。 

 本実験を行うにあたり、協力頂いた関係各位に謝意

を表する。また、研究の遂行にあたり、ご指導頂いた

宇都宮大学桝田佳寛教授に深く謝意を表する。 
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